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第１章 社会経済的変動と家族変動の関連についての  
実証的研究の意義 
 
  
 9 
 
第１節 今日の家族形成にみられる変動 
 
1.家族変動と女性の心理的発達の視点 
晩婚化・未婚化・少子化という家族形成に関わる変動は,喫緊の社会問題となっている。結
婚・子育ては普遍的営みであり,成人期の発達課題とされてきた。発達課題とは,個人の人生
のある時期におこる課題であり,その達成はその後の幸福や成功につながるが,失敗は社会か
らの不承認や後続の課題の困難につながるような課題で,個人の成熟や社会の文化的圧力,お
よび個人の価値・要求水準などから起こる発達課題がある（Havighurst,1953 荘司訳,1958）。
人間に普遍的と考えられてきた家族形成という発達課題が,今,大きな変動を生じている事実
は,その発達課題と関わる我々の心理的発達や社会の要請に変動が生じていることを示唆し
ている。本研究では,Havighurstなどが提唱した,社会の要請に基づく発達課題とともに,個
人が自らの価値志向に基づき主体的に設定する課題も含めて「発達課題」と呼ぶこととする。
また,社会の要請に基づく発達課題すなわち女性性に基づく課題を発達課題として志向しそ
こに多くの自己資源を配分するのか,自らの価値志向に基づく課題を発達課題として志向し
そこに多くの自己資源を配分するのかを「発達課題の志向性」と呼ぶことにする。 
晩婚化や少子化については,これまでその社会経済的要因について多くの研究がなされて
きた。そのため,家族形成に関わる変動は主として経済的要因から説明されてきたが（例えば,
八代,1993,山田,1996,Becker,1960;1976）,そこでは,出産・子育ての主体である女性の価値
観や子どもを持つことについての意識など心理的要因の検討はほとんどなされてこなかった
(岩間,2011)。女性の生き方の多様化が進む今日,多くの時間・経済・心身のエネルギーを要
する結婚・出産・子育ての選択は,とりわけ女性にとって,生き方の選択そのものと関わる発
達的問題である。このように,今日の少子化や晩婚化は極めて心理学的問題であるにもかかわ
らず,心理学的研究はほとんどみられない。そこで本研究では,少子化・晩婚化という家族形
成の変動について,女性の心理的発達の視点から検討を行い,家族変動の心理的要因を明らか
にすることを目的とする。 
 
２. 晩婚化・未婚化・晩産化・少子化の進行  
 晩婚化の進行を初婚年齢の推移からみると,日本の平均初婚年齢は,夫が27.8歳,妻が25.2
歳であった1980年以降上昇が続き,2013年には夫30.9歳妻29.3歳と上昇が進んでいる
 10 
(Figure1)。未婚化についてみると,日本の婚姻件数は第一次ベビーブーム世代が25歳前後の
年齢を迎えた1970年から1974年をピークに減少し,2010年ではその頃の半分近くに減少して
いる。その間,未婚率は男女とも上昇を続け,男性では,25～29歳で71.8％,30～34歳で
47.3％,35～39歳で35.6％,女性では25～29歳で60.3％,30～34歳で34.5％,35～39歳で23.1％
となっている(内閣府,2014)。つまり1970年代以降,初婚年齢の遅れとともに未婚化も進行し
ているといえる。 
 
 
 Figure 1-1初婚年齢の推移 
 （厚生労働省 平成27年我が国の人口動態より） 
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 Figure1- 2 初産年齢の推移 （数値は年齢） 
 （厚生労働省 平成27年我が国の人口動態より） 
 
 また合計特殊出生率は,第一次ベビーブームの4.32以降1960年代後半まで減少を続け,1971
年から1974年の第2次ベビーブームで2.14とやや上昇したものの,その後は減少が続き2005年
には1.26にまで低下している（厚生労働省,2010）。初産平均年齢は,昭和50年には25.7歳で
あったが,平成21年には29.7歳と上昇し(Figure2),晩婚化から晩産化への影響が示唆される。
さらに結婚生活に入ってから出生までの期間も,昭和50年に1.55年だったが,平成21年には
2.19年へと延びている(厚生労働省,2010)。このように,結婚の選択,出産の選択それぞれにお
いて家族形成の延期がみられる。 
 
３. 少子長寿命化と時間的展望の変化 
 一方,1955年に34.3年であった40歳時点の女性の平均余命は,1975 年には38.8年にな
り,1995年には43.9年,2013年には47.2年へと延長している（厚生労働省,2014）。この人口動
態的変化は,今日の女性が,子育て終了後に続く40年以上の長い人生をどう充実させるかとい
う問題を含めて、将来展望を描かざるを得ないことを意味する。つまり,少子・長寿命化は女
性に,子どもや子育てに依存して生きることを困難にし,個人としての目標を持つ必要性を高
めたといえる。 
 時間的展望研究において,人生は,“人間は,いつでも,現在と過去との間,そして,現在と未
来の間を往復している。その往復活動によって連結された過去と現在と未来が,われわれの
「人生」を形作っていくのである・・・・・・人間は,過去の時間を記憶として蓄え,そして,
未来の時間を想像しながら,時間のなかを生きていく。”（都筑・白井,2007）とされる。ま
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さに,成人期前期にある女性の家族形成の選択は,結婚・出産という「現在」の課題だけでな
く,子育て後にも続く個人としての未来,そして現在まで積み上げてきた個人としての過去を
どう統合するのかという課題として捉える視点が必要と思われる。 
 都筑（1999）は,時間的展望を「個人の心理的な過去・現在・未来の相互連関過程から生み
出されてくる,将来目標・計画への欲求,将来目標・計画の構造,および,過去・現在・未来に
対する感情」と定義し,白井（1997）は,「個人の自立や目標実現が重視される文脈において
は,未来を中心としてそこから現在を位置づける方略が必要となるために,現在と結合したポ
ジティブな未来指向が,個人の発達と行動の動機づけに有効であるが,個人が自分の限界を受
容したり,相互依存が重視される文脈においては,未来と結合した現在指向が,個人の発達と
行動の動機づけに有効である。」としている。 
 以上から,その女性が個人の自立や目標実現を重視する文脈にあるのか, 女性であること
を限界と受け止め家族との相互依存的生活に価値を見出す文脈にあるのかにより, 将来目標
から現在を位置づける重要度に違いが生じるものと考えられる。つまり、家族が相互独立的・
個人主義的関係になると、個人の自立や目標実現が重視されるようになるため、将来目標に
つながるような家族形成や家族の価値が選択されるようになると考えられる。 
 
第２節  社会経済的・文化的変動と家族形成の変動に関する研究の 
     動向と問題点 
 
1. 晩婚化・未婚化・少子化と社会経済的変動 
 この間の社会経済的変動に着目すると,日本では 1970 年代半ば以降経済成長力が低下し,
晩婚化・未婚化はこの経済成長力の低下の時期と一致する。加藤（2011）によれば,成長が弱
まると経済的地位の低い男性が結婚できず,女性側も結婚相手の男性の供給不足から晩婚
化・未婚化が進む。日本では未婚で子どもを持つことは稀なので,晩婚化・未婚化は,晩産化・
少子化につながる。子ども数に関しても,理想子ども数・予定子ども数は1987年以降一貫し
て減少し,予定子ども数は理想子ども数を常に下回っている。その主たる要因は「お金がかか
りすぎる」という経済的要因とされ（国立社会保障・人口問題研究所,2011a）,経済学的理論
では子育て費用の負担が少子化の重要な要因といわれる。 
 しかし経済学的理論による説明は一貫せず,経済成長や賃金上昇には,出生率を上昇させる
効果と低下させる効果の２つがあるとされる。経済が成長し家計所得が上昇すると,子育ての
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費用負担が減るので出生率を上昇させる効果がある。しかし,出産・子育てのために女性が仕
事を辞める場合には,その経済的損失が大きくなるため,機会費用が上昇し（京極・高橋,2008）,
出生率を抑制する効果となる。つまり,経済成長や賃金上昇は出生行動を直接規定するのでは
なく,女性個人の生き方にとって子育て費用や仕事がどのような意味を持つかという,個人の
心理的過程が介在するものと考えられる。 
 一方で,少子化・晩婚化・未婚化の要因の調査（国立社会保障・人口問題研究所,2011b）か
らは,家族変動が女性の経済・時間・心身のエネルギーといった有限の個人的資源の配分と関
わることがうかがえる。理想子ども数を産まない最も高い理由は「お金がかかりすぎる」と
いう経済的資源配分の問題である。そして,25 歳から 34歳の女性が未婚に留まる理由では,
「適当な相手に巡り会わない」の他 ,「自由や気楽さを失いたくない」という時間や心身の
エネルギー資源配分の問題が高い。つまり,経済・時間・心身のエネルギーという個人差はあ
れど有限の個人的資源を,家族形成に多く配分すると個人としての生き方への配分が制限さ
れることになる,そのことへの否定的評価が,家族変動を引き起こしているといえる。これら
を考え合わせると,家族変動を経済的要因のみに還元することはできず,女性が有限の個人的
資源を何にどう配分したいと考えるか,すなわちどのような生き方や家族形成に価値を認め
るかという心理的要因に焦点を当てた研究が必要と思われる。 
 
2. 女性の社会的役割の拡大と高学歴化 
 家族変動が進んだ期間の社会経済的状況に目を向けると,戦前から 1950 年代半ばまで,我
が国の産業は農業などの第一次産業が中心で,多くの女性は家族従業者として働いていた。
1950 年代半ばから 1970 年代のはじめにかけて,産業の中心が工業などの第二次産業に移る
のに伴い,都市化と高学歴化が進み,職場で経済活動をする夫と家事中心の専業主婦という性
別分業が進んだ。この時期は,社会の中に女性が活躍できる場や機会が少なく,たとえ就業し
ても補助的業務にしか就けずトレーニングを受ける機会もなかった。1970 年代になると,サ
ービス業など筋力や長期間の修練が不要で女性が働きやすい仕事が増えた。このような労働
の女性化により,女性の雇用の機会が増加した。特に企業従事者である夫を持つ妻が雇用者と
して働く割合は,1955 年には 10.0 ％に満たなかったのに対し 1980 年には 31.8 ％と大き
く上昇し,1975 年の国際婦人年以降の世界的なフェミニズムの広がりの影響を受けて,「子ど
もができても職業を続けるほうがよい」とする女性が 1972 年の 11.5% から 1995 年の
32.5 ％に上昇するなど,女性が働くことへの意識が変化し始めた（経済企画庁,1997）。 
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  1980 年代に入ると,女性の職業選択も多様化し,管理職になる女性や,医師や弁護士など資
格を要する専門職で働く女性が増加した（経済企画庁,1997）。またサービス産業では女性も
男性と同等の労働力となることから,「意欲と能力のある女性の積極的な配置・昇進」「能力
向上のための女性の訓練機会の拡充」など,企業の側も女性の能力活用に積極的に取り組むよ
うになった。さらに1986 年には男女雇用機会均等法が,1992 年には育児休業法が施行され,
就労と家庭の両立が可能な社会となってきた。このような中で,女性の働く理由も多様化し,
「自分の能力・資格・技能をいかすため」は 1983 年の約15 ％から 1997 年の約25 ％に上
昇している（経済企画庁 ,1997 ）。 
 女性の社会進出と相まって女性の高学歴化も進んだ。４年制大学進学率をみると1960年に
は男性 15.4％ 女性 3.0%であったが,1960年代以降急激に増加し,1975年には男性 40.9%女
性13.0%が大学に進学し,2010年には男性56.4％女性45.2％が大学に進学している。とりわ
け女性の大学進学率は,1985年から 1995年の 10年間に 12.3%から 24.6％へと急激に増加し
ていることから（文部科学省「学校基本調査」）,この間の女性の社会進出が,高学歴化と密接
に関連していることがうかがえる。 
 このように,高学歴化と相まって進んだ有職化は,女性に経済力をもたらした。特に,男女雇
用均等法の施行は,女性の長期の就業を可能にしたことから,女性の経済的自立が可能になり,
経済的基盤を結婚に求める必要性が低下したといえる。 
 しかしそれだけでなく,女性の高学歴化・有職化には,女性が生きる社会文化的文脈の変化
という影響があると考えられる。日本の文化は他者の目標実現や満足を自己の目標や満足と
する相互依存的・協調的自己観が優勢な文化（Markus & Kitayama,1991）,あるいは集団主義
的文化(Triandis,2001)と言われる。「夫婦一心同体」言われるように,特に女性は,自分の目
標より家族の目標実現に貢献することが美徳とされてきた。高学歴化・有職化は,個人として
の関心や能力を活かす価値志向や,明確な個人目標の遂行・達成を重視する価値志向の中で生
活することを意味する。一方で,学校卒業後に進学せず,家事手伝いなどを経て結婚・子育て
する場合には,伝統的な女性性に基づく家庭役割,すなわち家族の心身のケア役割として生き
ることになる。このことを考えれば,個人目標達成に価値を置く高等教育経験や高学歴でのフ
ルタイム就業経験は,女性の価値志向を大きく変えるものと考えられる。つまり,家族のケア
役割遂行が最重要の価値ある課題なのか,他により価値ある発達課題があると考えるのかは
世代や学歴,就業と密接な関わりがあり,家族のケア役割が女性に固定されたままであれば, 
社会と個人の間での齟齬が生じると予測される。 
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3. 日本の家族におけるジェンダ  ー
 以上のように今日の家族変動には、性別役割意識が重要な意味を持つと考えられる。 
今日でも、家事子育てを主として担うのは女性であり、例え女性が高学歴であっても、フル
タイム有職であっても、その分担はほとんど変わらない。例えば、夫婦ともフルタイム就業
であっても、妻の家事分担10割〜８割が約60％を占める（国立社会保障・人口問題研究
所,2014）。父親の育児参加が増えていると言われる近年でも、夫の育児分担率は約２割で（国
立社会保障・人口問題研究所,2013）,女性が圧倒的に大きな負担を背負うことになる点でほ
とんど変わっていない。 
 とりわけ子育ては母親が一番良いとの意識は根強く、伝統的性役割に基づく母親役割を信
奉し,それに従って育児を実践する傾向は今日でも多くみられる（江上,2005）。そのため、
女性が「子育て中は無職」を選択しようとすれば、必然的に結婚相手にはそれを可能にする
経済力を求めることになり、子どもと仕事の両立、配偶者選択の選択肢が狭まり、晩婚化・
未婚化が進むと考えられる。 
 一方で、高学歴化・有職化という女性の生活条件の変化は、女性が価値を置く発達課題を
変化させ、結婚・子育てという家族ケア役割の達成だけでは自分を肯定できないという心理
的変化を引き起こしていると考えられる。永久（1995）は、育児期の大卒既婚有子女性の生
活感情をフルタイム有職と無職の比較研究を行い、子育て生活そのものへの満足度の高さに
は就業群間での違いはないものの、将来目標や将来の生き方への不安や焦りを無職群が強く
感じていることを報告している。つまり、労働の女性化によって進んだ女性の有職化、女性
の就業内容や就業目的を変化させる女性の高学歴化は、女性の価値志向や発達課題の変化を
引き起こしたにも関わらず、家族のケア役割は依然として女性に固定されたまま、という、
社会変動と個人の心理的発達のありようの齟齬が、家族形成への消極的態度を引き起こして
いると考えられる。 
 このように、家族ケアの主たる担当を女性に求める性別役割意識は、家庭役割の主たる責
任者となろうとする場合にも、社会的役割の獲得・達成に発達課題を求めようとする場合に
も、その目標達成のための条件整備の重要性を高めるものと思われる。 
 
4. 出生率低下の２つの人口学的要因—避妊法の普及と機会費用の上昇— 
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 では,近年の出生率低下はどのように研究されてきたのだろうか。日本のように,出産のほ
とんどが婚姻後に生じる社会では,出生率低下要因として,1.結婚の変化（未婚率の上昇）2. 
結婚した夫婦の出生行動の変化（夫婦が産む子ども数の減少）の2つの人口学的要因が挙げ
られる。1990年代までの出生率低下はそのほとんどが未婚率上昇によるものであったのに対
し,1990年代以降はさらに夫婦の出生行動の変化も重要な要因になってきている（高
橋,2008）。 
 阿藤（1997）によれば,出生率低下の説明には,近代的な避妊法の普及という技術的アプロ
ーチと女性の雇用機会が広がったことによる経済学的アプローチがある。日本では戦後1949
年を境にして出生率が一気に低下したが,その第一の要因は1948年に制定された人口妊娠中
絶と避妊の普及であるという（阿藤,2000）。避妊が罪悪視されていた明治期から「産めよ増
やせよ」の戦争期を通して,女性は子どもを産む・産まないの選択の主体とはなり得なかった。
しかし,家族計画の考え方と避妊知識の普及により,1950 年代当初 20％にすぎなかった避妊
実行率は1970年代半ばには60%に達した（佐藤,2008）。つまり,避妊という手段を持ったこ
とで,女性は妊娠・出産の選択の主体となり得るようになったのである。  
 経済学的アプローチとは,女性の雇用機会が広がるとともに高学歴化が進み,その賃金水準
が高くなったため時間コストが上昇し,子育てのための退職や働き方の調整によって得られ
なくなる潜在的収入（機会費用）が上昇するために出生率が低下するとする説明である。日
本の場合,技術的アプローチより経済的アプローチが有効ではあるものの（阿藤,2005）,伝統
的な性別分業の家族観や夫唱婦随的なジェンダー観という文化的要因についても検討する必
要があるとの指摘がなされている（阿藤,2005）。 
 日本では伝統的性別分業の家族観が今日でも強いために,子どもを産むと,主たる養育者と
見なされる母親は,長期間にわたり自分の時間や心身のエネルギー資源を子育てのために投
入することを求められ,母親以外の生き方が拘束されるとの予測を,女性自身も持っている。
このことは少子化以前から変わらない役割ではあるが,女性の社会的役割つまり資源配分対
象の役割が拡大した今日では,女性が子どもを持つ決断に関わる重要な要因と考えられる。 
 
5. 未婚化についての２つの仮説 
    -女性の自立仮説と若年男性の経済的地位悪化仮説— 
 婚外子が稀である日本の少子化の主要な要因は,晩婚化・未婚化にあると言われる。加藤
（2011）によれば,これまでの未婚化研究が依拠してきた仮説は,大きく分けると「女性の自
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立仮説」と「若い男性の経済的地位の悪化と経済的不平等仮説」であるという。「女性の自
立仮説」とは,女性の高学歴化とそれに伴う就業意欲の増大,雇用機会の拡大,男女の賃金格差
の縮小が生じたことで,経済的自立が可能になり,女性にとっての結婚の利益と魅力が低下し
たために女性は結婚を選択しなくなったというものである（例えば,八代 1993,大橋
1993,2000）。一方,「若い男性の経済的地位の悪化と経済的不平等仮説」についてみると,
例えば山田（1996,2000a）は,若者たちの結婚前の生活水準が高度成長期の高い水準であり,
経済環境が悪化したにもかかわらず結婚後に同程度の生活水準を維持しようとするため,家
族形成が困難になったと主張している。このうち,「女性の自立仮説」は日本では有効ではな
いとの見解が多く（加藤,2011）,若年男性の経済力の低下に関心が集まっている。 
 しかし,日本の経済的要因と結婚行動の関連は,例えば30代男性の年収別既婚率をみると,
年収300万円未満の既婚率は9％と群を抜いて低いが,年収300万円以上では,年収に関わら
ず20％程度は恋人がいても結婚に至っていない。また年収600万円以上であっても60％以上
が未婚である（国立社会保障人口問題研究所,2010）。経済的に安定している層の30代男性
の6割以上が未婚であることを考えると,女性の晩婚化・未婚化は,経済的に安定した男性の
不足のみが主要な要因とは考えにくい。 
 女性における結婚の利点をみると,「子どもや家族を持てる」が47.7%と最も高く近年増加
傾向にあるが(Figure1-3),その一方で,独身の利点は1992年以降一貫して結婚の利点より高
く内容では「行動や生き方の自由」71.4%が圧倒的に高い(Figure1-4)。これらを総合的に考
えると,経済的に自立可能な女性が増えたことで,子どもや家族を持つことと,生き方の自由
がもたらす満足を比較し,より満足が高い生き方を選択した結果としての晩婚化,あるいはそ
の両方を入手可能な相手を探そうとするための晩婚化である可能性が考えられる。 
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Figure1-3結婚することの利点（女性 数値は％）  
第14回出生動向基本調査独身者調査 
 （国立社会保障人口問題研究所(2011b)より作成） 
 
 
Figure1-4独身生活の利点 （女性 数値は％） 
第14回出生動向基本調査独身者調査 
 （国立社会保障人口問題研究所(2011b)より作成） 
 
 少子化の今日,結婚・子どもに興味はあっても母親として過ごす時間は短く,また家事は電
化や外部化により省力化され,家事遂行から得られる満足・評価は小さくなった。また, 家族
のケア役割には明確な目標がなく,家族の満足を自らの達成とする間接的満足にしかつなが
らない。一方,女性の社会進出が進み今や女性は多様な職種で活躍可能になった。仕事には明
確な目標があり,その達成には評価が伴う。自分の努力が明確な結果につながり,明確な評価
を得られる満足は主婦役割によるそれとは比べ物にならない。経済的基盤を結婚・家族に依
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存する必要性が減少し,さらに避妊・妊娠の医学的技術が進歩した今日,結婚・子ども・仕事
にどれほどの資源をいつ頃投入するかは女性の主体的選択が可能になった。つまり,子どもや
家族を持つことに価値は認めるものの,自分の満足にとってそれと同等かそれ以上に価値が
ある,個人としての自由な生き方も獲得しようとするために,晩婚化や晩産化が生じているこ
とが示唆される。 
 以上のことから,家族変動は,所得や非正規就労などの経済的要因と関連はあるにせよそれ
だけでは説明できず,家族形成と個人としての生き方の自由にどのような価値を認めるのか
という心理学的問題と考えられる。 
 
6. 社会経済的・文化的変動と育児不安研究 
少子化進行の一方で,母親の育児不安や臨床的問題など,産んだ後の女性の心理にも変化が
見られるようになった。牧野(1982)は育児意欲の低下やイライラ,一般的疲労感など育児に伴
う母親の否定的感情や状態を「育児不安」として概念化し,それが無職で子育て専業の母親よ
りも多忙なフルタイム有職の母親の方が低いことを報告した。母親の「育児不安」の概念は,
女性にとっての子育てがプラスの側面だけでなくマイナスの側面も含むことを明らかにした
点で重要であり,その後多くの研究がなされることになった。 
さらに大日向（1988）は,大卒の,昭和3-8生まれのA世代,昭和15-20年生まれのB世代,
昭和40－45年生まれのC世代の母親の母親意識の比較から,「なんとなくいらいらする」「自
分のやりたいことができなくて焦る」は若い世代ほど高く,「自分が世の中に遅れてしまうと
いう感じがする」「自分の関心が子どもにばかり向いて視野が狭くなるのを感じる」「育児
ノイローゼに共感できる」は,A世代に比べてC世代が高いことを報告している。 
「やりたいことができない焦り」「自分の関心が子どもにばかり向いて視野が狭くなるの
を感じる」は,子育て以外にもっとやりたいことがあることを示唆している。教職が多いA
世代に対してC世代は民間企業が多く,C世代もA世代同様結婚・出産までは有職であったも
のの,結婚・出産で退職せざるをえなかった者が多い。そのためA世代は62％がフルタイム
有職であったのに対しC世代は75.5%が無職であった。この２群間に違いがみられたことか
ら,ここでもやはり母親意識は,子どもに直接関連する事柄だけでなく,女性の生き方全体と
関わることが明らかである。つまり,子育て以前の生活で経験した,個人目標を志向する生き
方や個としての発達の機会の喪失が,高学歴無職母親の子育ての否定的側面と関わる可能性
が示唆される。 
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7. 子どもの価値 
 育児不安研究が示唆するように,子どもは親に多様な利得つまりプラスの価値とともに損
失であるマイナスの価値ももたらす可能性があり,それらは女性の生きる社会文化的文脈と
関連すると考えられる。子どもを持つことで生じる事柄についての情報が容易に入手でき,
また子どもを持つ選択の主体が女性になった今日,その選択は,子どもがもたらすプラスの価
値とマイナスの価値を勘案しどちらを高く見積もるかによると考えられる。 
 子どものマイナスの価値とは,子どもを産み育てるために多くの個人的資源の配分が求め
られ,子育て以外の生き方に制約が生じることを指す。生物学的理由から,出産は女性に,時間
や体力という有限の個人的資源の投資を求める。しかし出産のみならず,子育ての責任は母親
というジェンダー観ゆえに,それに続く育児にも母親の個人的資源の多くを配分することが
求められる。女性の生き方が妻・母という家庭内の役割に限られる場合には,他に個人的資源
投入の対象がないため,母親役割は自分自身のアイデンティティとなり,拘束感は小さい。し
かし,母親役割以外に社会的役割を持つようになると,子ども以外の個人的資源の投入対象が
生じることになる。社会的役割に明確な目標を持ち,その達成を志向するようになると,それ
に十分な資源配分ができないことが生き方の拘束と感じられるようになろう。それゆえ,女性
の社会的役割が拡大する若い世代や,高学歴・フルタイム有職の女性においては,マイナスの
価値が高くなるものと予測される。 
 
8. 伝統的性役割観に基づく家族関係観 
 以上のように,女性の社会的役割が拡大した今日,女性の個人的資源配分の対象は家族だけ
ではなくなった。しかし今日でも,子育ては母親の役割であるとの伝統的性役割観に基づく家
族観は,男性のみならず女性側にも根強くあるのではなかろうか。 
 例えば釜野（2004）は,独身者へのインタビュー調査から,“女性は家事を夫婦で平等にす
るというイデオロギーの影響も受けているが,同時に,外で仕事をしても本来は女性である自
分がきちんと家事をすべきだ”という考えを内面化している（釜野,2004,p103）と指摘して
いる。さらに山田（2000b）は,今日でも女性には,自分の子どもをよりよく育てたいという気
持ちや,手間やお金を惜しまずに子どもに注ぐという考え方があると指摘している。また岩間
（2004）は,そのような母親役割観への違和感や反発が少子化の一端を担っていると主張して
いるが,それはそのような母親役割観を内面化しているがゆえの反発とも解釈できる。 
 以上のような問題意識から,本研究では,女性の社会的役割の拡大とともに,この伝統的性
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役割観に基づく家族関係観が,女性にとっての子どもの価値と密接に関わるとの仮説を立て
検討を行う。 
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第２章 家族変動に関する先行研究と本研究の問題提出 
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第１節 社会経済的変動と家族変動の関連 
 
 少子化とその主要な要因である晩婚化・未婚化の要因については多くの研究がなされてき
た。1950年代には出生率決定要因の分析を経済学の一分野として扱う「人口経済学」が誕生
し,多くの理論研究が発表されている。伊達・清水（2004）によれば,これらの学説は,(１)
経済発展に伴って出生率が低下する現象の解明が主要なテーマになっていること,(２)出生
率の主要な決定要因として,結婚と出産に関する家計の意思決定が盛り込まれているという
２点で共通しており,子どもを得ることによる効用を含む家計の効用関数を仮定し,一人当た
りの所得上昇が,効用の変化を通じて出生数に与える影響をモデル化したものが多いとして
いる。ここではこれらを,社会経済的変動が家族構造である出生動向に直接影響を与えるとす
る「社会経済的変動—家族構造の変動モデル」と呼ぶことにする。これに対し,社会経済的変
動が,収入や家計に変化をもたらすだけでなく,そのことが家族の関係性や生き方の志向性な
ど心理的側面に影響を及ぼしそれが出生行動にも変化をもたらすとするモデル,すなわち,社
会経済的変動が個人の心理的変数である家族システムの変動を媒介に出生行動に影響すると
するモデルがある。ここではこれを「社会経済的変動—家族システム変動—家族構造変動モデ
ル」と呼ぶことにする。 
 
第２節 社会経済的変動—家族構造変動モデル 
 
 ライベンシュタイン・モデルでは,子どもを持つか持たないかの決定を,効用・不効用とい
う点から検討している。この仮説では,子どもを得る効用を,消費効用（愛玩効用）,労働効用
（所得効用）,保障効用の３つに分け,一人当たり所得の上昇に伴い,後２者の効用が低下する
一方,直接費用（養育費）・機会費用）という不効用が上昇するため,出生率の低下がもたらさ
れるとしている（伊達・清水,2004）。 
 Becker(1960,1991)の主張は「質・量モデル(Quality-Quantity Model)」として知られ,出
産する子ども数と子ども一人当たりの教育費がトレードオフ関係にあるとする主張である。
つまり,所得が高くなると,親は子ども数を増やすより,１人の子どもにより高い教育を受け
させることを通して子どもの「質」を高めようとするため,出生率が低下するとの主張である。 
 さらに Wills(1973)は,女性の労働参加による機会費用増加をモデルに組み込み,高所得女
性は出産の機会費用も大きいために,それが出生率低下の１因であるとしている。 
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 Becker(1973)は,結婚の意思決定についても理論化し,結婚することによる利益がその損失
を上回るときにのみ個人は結婚すると考え,①夫婦の分業による家計の経済的メリット ②
２人で一緒に生活するスケールメリットによる生活コストの削減 ③子どもや性的満足のよ
うな特殊な財 という３つの結婚の利益を想定した。また,経済成長との関連では,経済発展
の時期には大学を卒業すること（人的資本）が卒業しない場合に比べて将来の所得を大きく
するため,親は学費のために子ども数を少なくすると考えられている（Becker,Murphy and 
Tamura,1990）。 
 一方,経済的低成長の場合に出生率が低下するという現象についての説明もある。相対所得
仮説(Easterlin,1969,1973)は,世代間の生活水準の格差が出生率に影響するとする仮説で,
子ども世代が親世代以上の生活水準を維持しようとし,多く出産すると自身が親世代以上の
生活水準を維持できないと判断するため,子ども数を減らそうとするというものである。  
 
第３節 社会経済的変動—家族システム変動—家族構造変動モデル 
 
1. 家族変動をみる視点 
以上のように人口経済学における出生率低下の研究では,経済的要因が直接出生率に影
響を与えるとする直接モデルについての検討が数多く行われてきた。これら経済的理論によ
るアプローチに対して, 経済的変動は文化的要因や個人的要因という心理的要因を媒介に出
生率を変動させるとするのが,社会経済的・文化的変動—家族システム変動—家族構造変動モデ
ルである。 
 家族変動は,家族構造と家族システムという２つの側面の変動から捉えることができる(柏
木,2003)。家族構造とは同居家族数や続柄,家族の富の流れ方などを指し,家族システムは家
族の価値と家族相互の関係性や社会化などを含む心理的側面を指す。家族は社会経済的文脈
の中に存在するため,これら２側面は共に家族の外側で起こる社会経済的変動から影響を受
け,また家族の変化は社会経済的文脈にも影響を与える。 
 
2. 家族構造の変化 
 家族構造とは,家族の経済基盤や同居家族のサイズ,居住する場所,出生数や寿命などであ
る。第１次産業が経済基盤である場合,労働力としての家族が必要であり,子どもも労働力と
なり得る。また農業や漁業の場合,居住する場所は地方であるため家そのものも家族サイズも
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大きく,子どもの出生数が多い。 
 しかし経済基盤が工業以降の産業になると,居住場所は都市へ移行する。労働に家族の人手
は不要であり,都市では家が小さいことから家族サイズは小さくなり,核家族化が進む。さら
にサービスが産業の主体になると,家事の商品化が進み単身での生活が可能になるため,単身
家族も増えて行く。このように,家族構造の変化は社会経済的変動と密接な関わりがある。 
 
3. 家族システムの変化 
(1)家族機能の変化 
 家族には,外から観察が不可能な側面として,社会や個人から期待される価値や役割遂行,
すなわち家族機能がある。伝統的な家族機能には,①性的機能：婚外の性を禁止し結婚という
制度内の性を許容する②生殖機能：子孫を持つ欲求充足と社会成員の補充③経済機能：生産
と消費の単位としての機能 ④教育的機能：子どもを育て,社会に適応できる人間に教育する
機能 ⑤心理的機能：安らぎの場としての機能 （山根,1963）がある。家族機能は,社会や
個人から期待される役割であるため,社会変動の中で社会や個人からの期待が変化するに伴
って家族機能も変化する（野々山,2009）。 
 同様に,親が子どもを持つとき,親は自身の必要性を充足する機能を子どもに期待する。そ
の機能には,子どもを持つこと自体から満足を得る消費効用,開発途上国において子どもが労
働力となるような場合には所得効用,さらに社会保障制度が発達していない場合には年金効
用があるとされる（京極・高橋,2008）。しかし社会の変化に伴い,性の自由化,教育の外部化,
病院や施設の整備が進むと,家族機能は大幅に縮小する。さらに,家族の経済的基盤が農業な
どの第1次産業から第２次産業以降へと変化すると,家族には労働力が期待されなくなる。こ
うして今日では多くの家族機能が縮小し,心理的機能が家族の中心的機能になっていると考
えられる。 
 家族機能の縮小は子どもにも及ぶ。子どもは家族労働の担い手の価値を持たなくなるだけ
でなく,社会保障制度の整備により老後の経済的依存の必要性も減少する。一方で,工業以降
の産業では高学歴の労働力が求められることから高学歴化が進み,親の教育費の負担が上昇
する。つまり日本のような工業以降の産業を中心とする先進国では,子どもによる喜びや満足
という消費効用以外はほとんど失われる一方で,子育て・教育費用は年々上昇することになる
（京極・高橋,2008）。 
（2）家族役割の変化 
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社会経済的変動は子育ての担い手にも変化をもたらす。第一次産業中心の社会では,地域社
会の中で子育てが行われ,子育てには母親以外の多くの手が関わる。しかし工業化と都市化が
進んだ日本では,子育てに関わるのは親,それもほぼ母親に限られるようになった。このこと
は,子どもを産むとその後数年間にわたり,母親は多くの時間や心身のエネルギーを子どもに
配分せざるを得なくなることを意味している。 
一方で,女性の社会進出が進んだ今日では,ほとんどの女性が結婚前に職業生活を経験する。
労働の女性化は,女性も一人前の労働力となり男性並みの収入や個人目標達成の満足を得る
ことを可能にした。しかしそれは,仕事に男性並みの心身のエネルギーや時間の投入が求めら
れることでもある。心身のエネルギーや時間,経済などは有限の個人的資源と考えられる。そ
のため今日の日本で子どもを持つことは,長期間,妻・母以外の個人としての自分に投入する
個人的資源が制約されることを意味する。 
（3）家族関係観の変化 
家族の経済基盤の変化は家族メンバーの関係性にも変化をもたらす。家族が経済活動のた
めの労働力である場合,家族は運命を共にする集団であり,物心の一体感が強くなる。しかし,
家族がそれぞれ異なる経済活動を行うようになると,個人それぞれが仕事上の役割や交友関
係,経済力を持つようになるため,集団としての家族よりも独立した個人としての行動の重要
性が増す。その結果,家族の物心の一体感は弱くなると考えられる。子どもがもたらす喜びや
満足,あるいは情緒的安定は,運命共同体の家族である場合や子どもを自分と一体の存在と考
える場合ほど大きくなると考えられる。 
 このように,社会経済的変動に伴う家族変動は,家族サイズや家族形成などの家族構造の変
化と,家族機能や関係性など家族内部のシステムの変化からみることができ,家族構造は家族
システムと密接な関連がある。 
（4）Values Of Children 研究 
Hoffmann & Hoffmann(1973)のValues Of Children(子どもの価値。以後VOC) 研究は,心
理的要因として,子どもには「親の欲求充足のための価値(Values Of Children)」があると考
える理論で（Hoffmann & Hoffmann,1973,p.20）,子どもの価値は社会や文化によって異なり,
子どもの価値は親子関係の特徴や子どもを持つ決断に影響するというのがその主要な仮説で
ある。さらに Hoffmann(1973)のモデルでは,子どもの価値は制度や施設など子ども以外の事
柄によって置き換えが可能であり,子どもを持つ決断には,子育てにかかる経済と時間の直接
コストと,子育てのために諦めざるをえない活動についての機会コストが考慮される。米国・
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ドイツ・トルコ・フィリピン・台湾・タイ・シンガポール・日本・韓国といった多くの国・
文化における調査から,親の子どもの価値は出生行動と関連するとしている(Arnold & 
Fawcett ,1975)。また,経済的—道具的価値,社会的—規範的価値,心理的—情緒的価値の次元は,
文化を超えて出生率と関連する価値次元であることが報告されている
（Arnold,Bulatao,Buripakdi,Chung,Fawcett & Iritani,1975）。さらにNauck(2007)は,従来
の経済的アプローチで言われてきた,豊かな社会では子育て費用が増大するために出生率が
低下するとの仮説に代わり,文化を越えて共通する２大欲求,すなわち「社会的承認」と「物
質的well-being（安全な生活,心理的慰め,生活の刺激や変化への欲求）（Lindenberg,1990）」
の最大化としての子どもの価値が,出生率を左右するとの仮説を提唱している。 
 
第４節 社会変動—家族—個人の発達モデル 
 
 柏木（2008; 2003;1999）は,社会変動に伴い女性自身の発達課題が変化する可能性に注目
し,女性における伝統的女性役割の縮小と社会的役割の重要性の高まりが,発達課題としての
子どもの価値を変化させ,それが出生率を左右するとの仮説を提唱した。労働に筋力が不要に
なる労働力の女性化は女性の市場参入を促し,女性の経済力や社会的地位獲得を可能にする
ため,男性と同様に社会で有用な特性に自尊感情の根を求めるようになる。一方で,家事省力
化による主婦役割縮小や少子・長寿命化による子育て期間の縮小,つまり家庭役割の縮小が,
妻・母役割に基づく自尊心や生きがいを消失させるため,女性は仕事など個人領域に自己実現
を求めるようになる。つまり,女性の社会的役割の拡大は,性別役割による発達課題から脱却
させる方向に働き,家庭役割よりも個人としての自己実現に発達課題を求めるようになるた
め,発達課題としての性的社会化や家族役割の意味がゆらぐ,との社会変動×家族・個人の発
達仮説モデルを提出している(Figure2-1)。 
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Figure2-1 社会変動×家族・個人の発達モデル（柏木,2008; 2003;1999） 
 
 さらに柏木(2003)は,kăgitçibaşiら（1989）による社会経済的変動と家族変動のモデルを
補正・補足し,社会ー家族ー個人の発達の仮説モデルを提出している（Figure2-2）。柏木
-kăgitçibaşiの仮説モデル（以後,K-K仮説モデルとする）の前提となる枠組みは,生活条件
と家族システムと家族構造の間には相互に影響を及ぼし合う関係があるとする仮説である。 
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Figure2-2 社会変動—家族—個人の発達モデル（柏木,2003） 
 
 
生活条件とは,個人が生活する社会経済的・文化的状況であり,その人自身の社会経済的状
況,仕事や社会保障,文化の有り様など多様な事柄が含まれる。産業の変化は普遍的に農業・
漁業などの第1次産業から工業・サービス・ITなどの第２次産業以降へと変化していくため,
生活条件もそれに伴って変化する。第１次産業では筋力と人手が必要とされる仕事が主流で
収入も低く,社会保障も未熟である。また,仕事で必要度が低いため全般に学歴が低い。しか
し第2次産業以降になると,仕事に筋力が不要となる労働力の女性化が進み,女性の就業機会
が増大する。さらに教育や資格があれば性別に関わりなく仕事ができるため,高学歴化・女性
の有職化・専門職化が進む。職場は都市に集まるため居住の都市化が進み,経済的地位が向上
し,社会保障の整備も進む。 
家族構造は,家族のサイズ・富の流れ・子ども数・寿命などである。富の流れとは,有限の
資源である経済的資源を老親扶養に優先的に使うか,子どもの教育のために使うかという流
れである。生活条件は家族構造と関連し,第1次産業では労働力としての家族が必要なため,
また老後の生活を子に依存するために,拡大家族で子どもが多い。家族は第一義的には経済的
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目的のための集団であり,家族成員数が多いため家族をまとめる家父長の役割が強くなる。第
2 次産業以降になると,都市化が進むため住宅が狭く,家族労働力が不要になるため家族サイ
ズが縮小する。一方,医療技術や衛生状況・栄養状況の向上から長寿命化が進む。 
この家族構造は,家族システムに影響を与えることになる。家族システムは,親にとっての
子どもの価値,子どもの性別選好,相互依存的な集団主義的一体感の強い家族関係であるか個
人主義的関係であるかという,家族の人間関係の特徴などから成る。第一次産業中心の家族で
は子どもも労働力となるため男子が選好され,家の継承などの実用的価値や経済的価値が期
待される。実用的価値の実現を確実にするには,従属的親子関係が必要なため,集団主義的家
族関係が重視される。集団主義的家族において家族は運命共同体であり,相互依存的関係が強
いが,経済的地位の向上と社会保障の整備は,老後の生活の依存の必要性を減少させる。子ど
もの価値は経済的価値・実用的価値が期待されなくなる代わりに,親の生きがいや慰め楽しみ
などの情緒的価値に集約され,情緒的価値は女子により高く期待できることから女子が望ま
れるようになる。老親扶養の必要性が低くなると,子を家族に従属させる必要がなくなるため,
平等な個人主義的家族関係になる,とするモデルである。 
 柏木の２つの仮説モデルをVOCモデルと比較すると,VOCモデルでは「子どもの価値」のみ
を経済的変動と出生行動を媒介する心理的要因としているのに対し,柏木仮説では,経済的変
動による女性の発達課題や自己実現の方向性という個人の心理的発達の変化が子どもの価値
の変動をもたらし,それが出生行動に影響を与えると考える点で,より精緻化されたモデルと
考えられる。そこで本研究では,この柏木の２仮説モデルを中心に検討を行うこととする。 
 本研究では,柏木の２仮説モデルを統合し,以下のようなプロセスを想定する。労働力の女
性化による女性の労働市場参入拡大は,高学歴化・有職化という生活条件の変化と経済力をも
たらし,家族への経済的依存を低下させる。また,家庭役割の縮小と社会的役割の拡大は,女性
が自尊心の根を求める生き方を変え,女性は妻・母親役割より,社会的役割による個人として
の自己実現を発達上の重要な課題と考えるようになる。これらの変化は,家族システムに影響
を及ぼし,伝統的価値規範や性別役割規範に基づく家庭役割優先の相互依存的家族関係観か
ら,個人的価値を志向する個人主義的家族関係観への変化が予測される。個人主義的家族関係
観では,家族への物心の依存の期待が低下するため,家族の依存対象としての価値が低下し,
代わって個人としての生き方との両立に価値が置かれるようになり,結果として家族構造は
少子になるという,個人主義的家族の価値に基づく家族形成のプロセスが想定される
(Figure2-3)。また,本研究での個人主義は, “集団の目標が優先される場合が集団主義で,
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個人の目標が優先される場合が個人主義と定めることもできる。”(Triandis,1995神山・藤
原訳2002,p.45)に従い,個人志向の価値や態度を指すものとする。 
 
 
 
Figure2-3  生活条件の変化による家族の価値の変動と個人主義的家族の価値に基づく 
      家族形成仮説モデル 
 
第５節 子どもの価値と家族の個人化研究 
 
 柏木・永久(1999)は,柏木モデルの生活条件と家族システムの関連を実証的に検討するため,
既婚女性を対象に,子どもの価値と,家族関係観である家族の個人化についての調査研究を行
った。調査に先立ち,出産経験のある既婚女性を対象に,子どもを持つ決断に際して考慮した
事柄についての予備的面接を行った。その回答を参考に子どもの価値と家族の個人化の調査
項目を作成した。本研究における「家族の個人化」は、家族と自分を一体とみなす家族関係
観の低下および家族内での個人領域を肯定する家族関係観の個人化である。調査対象は,調査
当時40歳前後の群すなわち1950年代後半に出生し女性の社会進出が本格的に始まった1980
年代前半に社会に出て,1980 年代半ばに子どもを持つ時期を迎えたと想定される世代と,調
査当時60歳の群すなわち1937年前後に出生し,まだ女性の就業が困難だった1960年頃に社
会に出て1960年代半ばに子どもを持つ時期を迎えたと想定できる２世代の,既婚で子どもを
産んだ経験のある大卒女性とした。調査内容は,子どもを持つ決断に際して考慮した事柄（子
どもの価値）と自分を家族と一体とみなすか否かの家族関係観（家族の個人化）についてで
ある。 
 子どもの価値は「情緒的価値」「社会的価値」「自分のための価値」「条件依存」「子育て支
援」の５次元に分類され,「自分のための価値」は世代に関わらず最も高い価値であった。「社
会的価値」「条件依存」に世代差がみられ,若い世代での「社会的価値」の低下と「条件依存」
の上昇が明らかになった。また子ども４人以上の多子群は１人の少子群より「条件依存」が
低く,「条件依存」は少子化と関連する重要な要因であることが示唆された。 
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 家族関係観は,家族の心理的一体感を示す「一心同体」,物質的一体感を示す「経済共有」,
家族内での個人領域志向の「私個人の世界」の３次元に分類された。若い世代における物心
一体の依存的家族関係観の低下が示され,物心一体の家族関係観がすべての次元の子どもの
価値と正に関連していた。つまり,家族を運命共同体の１つの集団とみなす家族関係観の弱ま
りが,子どもの価値の低下と関連することが示された。 
 これら２世代間では生活条件が異なると推測されることから,子どもの価値と家族関係観
における世代差は,k-k 仮説モデルを部分的に支持するものといえる。しかし,これらの世代
差がどのような生活条件の違いを反映したものであるかについては検討されておらず,子ど
もの価値と家族関係観の世代差の意味を明らかにする課題が残された。 
 
第６節 本研究の問題提出 
 
1.本研究の目的 
 本節では,ここまでの知見と問題意識を踏まえて,本研究における問題を提出し,目的につ
いて述べる。 
 本研究の目的は,社会経済的変動が家族変動を引き起こす心理的メカニズムを,K-K 仮説モ
デルと社会変動×家族・個人の発達仮説モデルに沿って検討することにある。柏木・永久
(1999)でみられた「社会的価値」「条件依存」の世代差は,若い世代では「子どもを持つこと
で一人前」との価値が薄らぎ,子育て以外のより価値ある生き方への資源投入を可能にする条
件整備の重要性の高まりを示唆するものであった。また,大卒の母親を対象とした生活感情の
調査（永久,1995）では,現在の生活の充実感においては有職・無職の違いはないものの,将来
目標が無い焦りは専業主婦に強くみられることが報告されている。これらの報告は,育児不安
研究にみられた世代差と通底するものといえる。すなわち,高学歴化と有職化が進む若い世代
では,母親としての生き方以外に個人としての生き方や個としての発達への欲求が強いため
に,子育ての楽しさとは別次元として,将来目標がないことへの不安や将来目標にはつながら
ない子育てに多くの個人的資源投入を求められる生活に焦りが生じる,という心理的メカニ
ズムの存在が示唆される。 
 K-K 仮説モデルにおける生活条件と家族サイズ,すなわち産業構造の変化と核家族化との
関連については,多くの人口統計学的調査や落合(1994)など従来の研究からも明らかである。
しかし,生活条件と家族システムの関連については,実証的研究が一部しかなされておらず,
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その関連についての心理学的な実証的研究が必要である。本研究では,社会経済的変動がなぜ
晩婚化や少子化という家族変動を引き起こすのかについての心理的メカニズムを明らかにす
るため,K-K仮説モデルと社会変動×家族・個人の発達仮説モデルに沿って実証的研究を行う。 
 
2. 本研究で取り上げる変数 
 以上の問題意識から,本研究では柏木の２仮説モデルから以下の変数を取り上げる。生活条
件の変化として,本研究では世代および女性の高学歴化と有職化を取り上げる。晩婚化や少子
化という家族形成における変動が急速に進んだのは1970年代以降であるが,この頃に産業構
造の変化の中で労働の女性化が進み,それが女性の有職化を進め,高学歴化と相まって女性の
社会進出・社会的役割拡大が進んだ。本研究で検討を行う仮説において,女性の労働市場参入
による経済力と社会的地位獲得の可能性は,女性の発達課題の志向性を変える重要な要因で
あり,これらは就業,とりわけ高学歴での就業と密接な関連がある(永久,2008a)。また,産業構
造の変化は女性の就業を拡大すると同時に,家電製品や家事の商品化を普及させ,家事役割を
縮小した。これらは世代と密接に関連する。このように,近年の社会経済的変動を女性の生活
条件の変化として捉えるには世代・学歴・就業の変数が妥当であると考えられることから,
本研究では家族システムの変動と関連する生活条件の要因として,世代・学歴・就業を取り上
げる。 
 家族システムとしては,柏木・永久(1999)同様,子どもの価値と家族関係観を取り上げる。
先述のように,家族機能の多くは外部化・商品化や家電による省力化が進み,家事役割遂行は
もはや女性の自己実現や発達課題とはなり得ない。しかし子育ては,母親の手による子育てが
望ましいとの考え方が根強く,さらに“高学歴の母親ほど「子育てには十分にお金と手間をか
けたい」”と考えている（本田,2008）。また, “親が子どもの教育に最終的な責任を負うこ
とが前提の＜教育する家族＞”（神原,2004）などの指摘にみられるように,子育て・教育に
は達成すべき課題があり,今日でも女性の生き方の目標となり得る。子どもと仕事を達成すべ
き課題としてみる場合,それらには共に時間や心身のエネルギ ,ー経済などの個人的資源の配
分が必要となる。個人的資源は有限であるため,女性はその配分について葛藤状況に置かれ,
自分がより価値を置く対象により多くの資源配分ができるような選択をせざるを得なくなる
であろう。つまり,子どもにどのような価値を認めるかには,自己を家族に同一視して自己実
現を家族役割に求めるのか,自己を家族とは独立と考え家族役割以外の個人目標達成に自己
実現を求めるのかが反映されると考えられる。 
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 母親役割遂行や子どもの成長を,自分自身の課題達成や成長と同一視する否かには,親役割
とは別の個人としての目標があるか否かが関わるのではなかろうか。すなわち,家族から期待
される役割以外に役割がなく,家族役割遂行によってもたらされる満足が大きい場合には,自
己と家族役割を同一視することになる。しかし,家族から期待される役割以外に重要な役割が
ある場合,それらは資源配分の葛藤を生じることになる。このような家族と自己の関係につい
ての考え方を,本研究では家族関係観と呼ぶこととし,家族システムの要因として取り上げる。 
 本研究では個人化を脱価値規範・脱性別役割規範と個人志向の価値の強まりとして扱う。
日本の伝統的価値規範・性別役割規範に基づく家族は, 個人を家族集団に埋め込まれた家族
と一体の存在とみなしてきた。そこでの女性には、個としての欲求を抑え、妻・母親という
女性性に基づく役割を最優先とする家族志向の価値が期待された。ここから本研究では、自
分と家族を一体の存在とみなす傾向の低下と、個人志向の価値を追求する生き方を積極的に
肯定する家族関係観への変化を、「家族の個人化」と呼ぶことにする。さらに、家族形成に
認める価値についても、周囲の規範や期待に基づく価値が低下し、個人志向の価値に集約さ
れるようになる変化を、「家族の価値の個人化」と呼ぶこととする。 
 以上から,本研究では,家族システムとして子どもの価値と家族関係観を取り上げることと
し,「社会経済的変動はいかにして家族変動を引き起こすのか」をリサーチクエスチョンに研
究を行う。 
 
第７節 本研究の構成 
 
 本研究は社会経済的・文化的変動が,家族形成の変動を引き起こす心理的メカニズムについ
て明らかにするとともに,K−K 仮説モデル(柏木,2003)と社会変動×家族・個人の発達モデル
(柏木,2008; 2003; 1999)を実証的に検討することを目的とする。本研究の意義と目的,研究
の構成について論じた第１部第１章,第２章を受けて,以下のような構成で展開される。 
 第Ⅱ部では,生活条件と家族システムの関連について,世代・学歴・就業の要因と家族関係
観および子どもの価値との関連を検討する。第３章は,世代要因と家族関係観および子どもの
価値の関連についての検討である。ここでは,柏木・永久(1999)でみられた世代差が,より若
い世代でより顕著にみられるとの仮説に基づく検討を行う。第４章は,学歴・就業要因と家族
関係観および子どもの価値との検討である。ここでは世代による効果を抑制するため,同一世
代内における学歴・就業要因による影響の検討を行う。第Ⅲ部第５章は,ここまでの結果に基
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づき,家族関係観の測定尺度を修正した上で,世代・学歴・就業要因による影響を総合的に検
討する。第６章では,これらの生活条件の要因と,家族システム内の要因として並列に検討し
てきた家族関係観と子どもの価値の関連を階層的にモデル化し,家族の価値の個人化モデル
の実証的検討を行う。 
 第Ⅳ部では,第Ⅲ部で得られた家族の価値の個人化モデルの妥当性について,質的検討を行
う。第Ⅲ部までは,子どもを持つ選択という視点から家族形成を捉えてきたが,日本では,子ど
もは婚姻関係の中で持つケースが圧倒的に多いこと,今日の少子化の主たる要因は晩婚化・未
婚化による晩産化であること（堤,2011）から,第Ⅳ部では,結婚に期待する価値という視点か
ら検討を行う。第Ⅲ部まで,想像ではなく実際の経験についての回答を得るため, 全て既婚有
子女性を対象に調査を行ってきた経緯から,第Ⅳ部においても既婚者を調査対象とする。第７
章ではまず,結婚の価値のカテゴリーの生成と検討を行う。次に第８章で,学歴・就業がなぜ
生き方の方向性に影響を与えるのかをみるため,発達課題の志向性について分類し,仕事の評
価・将来展望と発達課題の志向性の関連を検討する。さらに,家族関係観についての分類を行
い,発達課題の志向性と家族関係観との関連の検討を行う。最後に,発達課題の志向性・家族
関係観が結婚の価値にどのように関連するかについての検討を行う。 
 第Ⅴ部では,本研究で得られた結果と先行研究との比較から本研究結果の特徴についてま
とめ,本研究結果の意義と最終的に生成されたモデルについて検討を行う。そして,家族シス
テム変容を,マクロシステムである社会経済的・文化的変動への適応戦略として捉える視点に
ついて論じる(Figure2-4)。 
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Figure2-4  本研究の構成 
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第Ⅱ部 生活条件―家族システム―家族構造の関連
の検討 
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第３章 世代—家族システムー家族構造の検討 
 
研究１ 子どもの価値と家族関係観の世代差および関連の
検討 
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第１節 目 的 
 
 K-K仮説モデルに沿って,研究１では,生活条件と家族構造および家族システムの関連,,家
族構造と家族システムの関連について検討を行う。生活条件としては世代を取り上げ,家族構
造の要因としては子ども数を取り上げる。また,家族システムの変数として,子どもの価値と
家族関係観を取り上げる。 
 柏木・永久(1999)では,家族システムの子どもの価値のうち,第１世代の60歳群に比べて第
２世代の40歳群では＜社会的価値＞が低下し＜条件依存＞が上昇していることが明らかに
なった。また,同じく家族システムの構成要素である家族関係観についても,「一心同体」 
＜経済共有＞という家族の物心一体感は第２世代での低下がみられた。第２世代は,男女雇用
機会均等法の施行など女性の社会進出が本格的に進み,女性の経済的自立が可能になる過渡
期に家族形成の時期を迎えた世代であり,女性の経済的自立が困難だった時代に20歳代を過
ごした世代といえる。より若い世代では,人生のより早期に経済的自立可能な生活条件が明確
になっていることから,柏木・永久(1999)にみられた世代差の傾向が,さらに顕著に見られる
と推測できる。そこで本研究では,第２世代より若い30歳群（第３世代）を加えたデータに
よって,生活条件の変化と家族システムの変化の関連を検討する。 
 生活条件と家族構造の関連については,子ども数とともに親自身のきょうだい数について
も検討を行う。それは,家族構造から家族システムへの影響を考える上で,生育環境における
きょうだい数は,家族が相互に助け合う経験や情緒的共感の経験などの量と関連し,それが家
族関係観や子どもの価値など家族システムに影響を及ぼす可能性があるためである。 
  
第２節 方 法 
 
 調査方法は,柏木・永久(1999)と同様の質問紙調査である 1)。調査内容は柏木・永久(1999)
と同じ,子どもの価値項目と家族関係観項目（柏木・永久(1999)では,「家族の個人化」項目）
2)を用いた。フェイスシートでは,年齢,きょうだい数,配偶者のきょうだい数,子ども数,子ど
もの年齢,最終学歴,仕事について質問している。 
 調査時期は1998年5月である。柏木・永久(1999)との世代差をみることが第一の目的であ
ることから,柏木・永久（1999）の第２世代よりさらに約10年遅く社会に出た,調査時点で
30歳代を対象とした。都内私立女子大学卒業生の同窓会名簿からサンプリングした30-35歳
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485名に調査用紙を郵送で配布,回収した。また,研究２で女性の就業・学歴要因による分析
を行うため,就業と学歴において多様であると考えられる保育園の保護者にも協力を求めた。
さらに,保育園の保護者には無職の母親がいないと想定されるため,知人の紹介による協力者
も募った。保育園の保護者には保育園を通して調査用紙を手渡しし郵送で回収を行った。知
人の紹介による協力者へは知人からの手渡しでの配布と郵送回収を行った。回収率は60.2%
であった。 
分析は,３世代間の比較を行う目的から,柏木・永久(1999)の分析対象（第１世代と第２世
代）に新たに収集した30歳代のデータ（第３世代）を加えたものについて行った。分析対象
者の内訳はTable1に示したとおりである。したがって,本研究の調査対象は,第１世代と第２
世代は大卒のみであり,第３世代も大卒が61％と多いサンプルであった(Table3-1)。 
なお研究１〜３の分析にあたってはSPSS 20.0を使用した。 
 
Table3-1  分析対象の概要 
 
 
 
第３節 結 果 
 
1. 生活条件（世代）と家族構造（３世代間の親自身のきょうだい数と子ども数） 
 世代による家族構造の変化をみるため,調査対象者と配偶者のきょうだい数を比較した。母
親自身のきょうだい数は,第１世代より第２世代が有意に少なく,第２世代と第３世代間には
有意差がなかった。配偶者のきょうだい数は,３世代間全てに有意差があり若い世代ほど少な
かった。子ども数も３世代間全てに有意差があり,若い世代ほど子ども数が少なく,本研究の
サンプルにおいても少子化の進行が確認された(Table3-2)。 
 
 
平均年齢 子ども数 人数
第１世代 58.7(.91) 2.37(.79) 248
第２世代 39.1(.65) 2.14(.74) 235
第３世代 32.4(2.33) 1.58(.66) 292
平均年齢 42.8歳 775
  注：　（　　　）はSD
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Table3-2 親のきょうだい数と子ども数 
 
 
2. 子どもの価値 
（1）子どもの価値の構造 
子どもの価値の30項目が,第３世代のデータを加えた本研究においても,柏木・永久（1999）
で見出された５因子構造となることを確かめるために,AMOS16.0を用いた確証的因子分析を
行った。５つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け,全ての因子間に共分散を仮定し
たモデルで分析を行った。適合度指数では,GFIとAGFIは大きな値であるほどよく,AGFIは
GFIを修正した値であるためGFIより小さな値となる。一般的には.90より大きいと当てはま
りのよいモデルとされる。CFIとNFIは,分析しているモデルが独立モデルから飽和モデルま
でのどのあたりに位置するかを表す。１に近いほど望ましく.90より大きいとよいモデルと
言われる。RMSEAは小さいほど望ましく,一般的に0.05以下であればよいモデル,0.10以上で
あればよくないとされる（小塩,2008）。分析の結果,適合度指標は,GFI=.84 AGFI=.81 CFI=.78 
RMSEA=.08であったため,許容される値と判断し,柏木・永久（1999）の5次元を用いて今後
の分析を進めることとした（Table3-3）。 
 子どもの価値５因子の内容は以下の通りである。 
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Table3-3子どもの価値確証的因子分析 
 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
年を取った時子どもがいないと寂しい .69
子どもがいると生活に変化が生まれる .65
年を取った時子どもがいると安心 .67
血のつながった存在が欲しかった .71
家庭がにぎやかになる .61
子どもを持つことで夫婦の絆が強まる .66
配偶者が欲しかった .42
子孫を残したかった .57
経済的ゆとりができたので .79
友達が子どもを産んだので .50
自分の生活に区切りがついた .56
夫婦関係が安定した .75
2人だけの生活は十分楽しんだ .58
自分の仕事が軌道にのった .54
周囲に勧められた .50
育児に自信が持てるようになった .51
子どもを育ててみたかった .76
子どもが好きだった .45
子育ては生き甲斐になる .65
子育てで自分が成長する .57
配偶者の子どもが欲しかった .60
女性として、妊娠・出産を経験したかった .67
子を産み育ててこそ一人前の女性 .64
結婚したら子どもを持つのが普通だから .44
次の世代を作るのは、人としてのつとめ .62
姓やお墓を継ぐ者が必要 .53
住宅事情が整ったので .62
よい保育園があったので .25
親が楽しみにしていた .56
子育てを手伝ってくれる人がいたから .42
因子間相関　　　　　　　　　 Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４ Ｆ５
Ｆ１ - .42 .72 .70 .73
Ｆ２ - .26 .17 .71
Ｆ３ - .53 .43
Ｆ４ - .60
GFI=.84 AGFI=.81 RMSEA=.08  RMR=.05 CFI=.78
因子
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因子間相関をみたところ,＜情緒的価値＞は＜自分のための価値＞＜社会的価値＞＜子育て
支援＞と,.70以上のやや高い相関がみられた。＜条件依存＞は＜子育て支援＞とやや高い相
関がみられた。つまり,＜子育て支援＞は＜条件依存＞と密接な関係にあるだけでなく,＜情
緒的価値＞とも関連する次元であることが示された。 
（2）子どもの価値の世代差 
 柏木・永久（1999）でみた若い世代ほど社会的価値が低下し条件依存が上昇する傾向が,
より若い世代においてもみられるか否かを検討するため,３世代間の子どもの価値を比較し
た。なお,第３世代については,第１世代・第２世代に合わせ大卒のみを分析対象とした。そ
の結果,＜条件依存＞とともに＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞も第３世代が最も高く,
＜社会的価値＞は最も低くなっていた。世代間の有意差をみると,＜情緒的価値＞は第１世代
より高いものの第２世代との有意差はなかった。＜条件依存＞は世代が下るごとに有意に高
くなっていた。＜自分のための価値＞は第２世代より有意に高くなっていた。一方＜社会的
価値＞は第１世代より有意に低いものの第２世代との有意差はなかった。＜子育て支援＞に
は世代差はみられなかった（Table3-4,Figure3-1）。 
 
Table3-4子どもの価値３世代差 
 
 
全体 60代 40代 30代 多重比較
情緒的価値 2.38(.68) 2.32(.71) 2.38(.67) 2.49(.63) 3.05 * 60代＜30代
条件依存 1.41(.47) 1.27(.38) 1.43(.46) 1.62(.53) 27.52 ** 60代＜40代＜30代
自分のため 2.98(.65) 3.00(.66) 2.91(.69) 3.07(.56) 3.09 * 60代・40代＜30代
社会的価値 2.30(.66) 2.55(.63) 2.17(.65) 2.09(.61) 32.39 ** 60代＞40代・30代
子育て支援 1.59(.53) 1.56(.55) 1.57(.51) 1.65(.52) 1.48 n.s
注：＊ｐ ＜.05 **　ｐ ＜.01
F 値
 44 
 
 Figure3-1子どもの価値３世代差 
 
3. 家族関係観 
 親が子どもに,情緒的価値や自分の経験・成長の価値,社会的価値をどれほど期待できるか
は,自分と家族を運命共同体である１つの集団と捉えるか否かと深く関わる。そこで,家族関
係を物心一体と捉えるか否かの世代間での変化を検討した。 
(1)家族関係観の構造 
 家族関係観12項目が柏木・永久(1999)と同じ３因子構造となることを確かめるため,Amos
を用いた確証的因子分析を行った。３つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け,全て
の因子間に共分散を仮定したモデルで分析を行ったところ,適合度指数は,GFI=.95 AGFI=.92 
RMSEA=.07 RMR=.03 CFI=.91となった（Table3-5）。許容される値であると判断し,柏木・永
久(1999)と同様の３因子を採用して以降の分析を行うこととした。 
 家族関係観３因子の内容は以下の通りであり,因子名は柏木・永久（1999）とほぼ同様であ
る。すなわち第１因子は＜家族一体＞で「子どもの喜びは私の喜び」「夫の喜びは私の喜び」
「自分が犠牲になっても家族第一」など,家族の情緒的一体感を意味する内容から構成される。
第２因子は＜経済共有＞であり,「夫のものは私のものだ」「私のものは夫のものだ」など経
済的一体感を意味する内容から構成される。第３因子は＜私個人の世界＞であり,「家族から
でも邪魔されたくない時間がある」「自分の世界を持つことは私にとって重要だ」など,家族
の枠組みの中での自分個人の世界を希求する態度から構成される。 
 
1 
1.5 
2 
2.5 
3 
3.5 
4 
第Ⅰ世代 
第Ⅱ世代 
第Ⅲ世代 
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Table3-5家族関係観確証的因子分析結果 
 
 
(2)家族関係観の世代差  
 世代が若くなるに伴って,家族関係観が個人主義的傾向を強めているか否かを検討するた
め,３次元の世代別平均値を比較した(Figure3-2)。 
 
Figure3-2家族関係観の３世代平均値 
３世代の差をみたところ,＜家族一体＞と＜経済共有＞はともに,第１世代に比べて第２世代
で有意に弱くなっていたが,第２世代と第３世代の間には有意差がみられなかった
(Table3-6)。個人化志向を示す＜私個人の世界＞は世代に関わらず極めて高かった。 
	 家
族
関係観	  項目 F1 F2 F3
子どもの喜びは私の喜びだ .36
夫の喜びは私の喜びだ .61
夫が言わなくても、夫の気持ちがわかる .55
自分が犠牲になっても、家族を第1に考える .40
言葉で言わなくても夫には私の気持ちがわかる .65
夫婦は一心同体だ .70
夫のものは私のものだ .68
私のものは夫のものだ .90
妻の事情での単身赴任など考えられない .30
家族からでも、邪魔されたくない時間がある .58
自分の世界を持つことは私にとって重要だ .63
夫婦でも「私は私」 .64
因子間相関 F1 F2 F3
Ｆ１ .09 -.04
Ｆ２ -.09
Ｆ３
 GFI=.95 AGFI=.92 RMSEA=.07  RMR=.03  CFI=.91
1	
1.5	
2	
2.5	
3	
3.5	
4	
家族一体	 経済共有	 私個人の世界	
６０代	
４０代	
３０代	
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Table3-6家族関係観 ３世代の差 
 
 
4. 親自身のきょうだい数から家族システムへの影響 
 K-K仮説モデルにおける,家族構造から家族システムへの影響について検討するため,親自
身のきょうだい数から家族関係観および子どもの価値への影響について検討を行った。親自
身のきょうだい数は,年齢要因の影響が想定されるため,年齢も説明変数に加え,子どもの価
値・家族関係観を目的変数,年齢・親自身と配偶者のきょうだい数を説明変数とする重回帰分
析を行った(Table3-7)。子どもの価値各次元は,＜自分のための価値＞を除き,いずれも年齢
のみが有意な説明変数だった。しかし,家族関係観はいずれも,母親自身のきょうだい数が有
意な説明変数であった。＜家族一体＞は母親自身のきょうだい数のみが有意だった。＜経済
共有＞は年齢と母親自身のきょうだい数が有意であったが,βは母親自身のきょうだい数の
方が大きかった。＜私個人の世界＞も年齢と母親自身のきょうだい数が有意で年齢の方がβ
が大きかった。 
  
  
全体 60代 40代 30代 Ｆ 値 多重比較
家族一体 2.62	(.51)	 	2.77	(.51) 	2.52	(.50)	 	2.55	(.47)	 17.56 *** 60代＞40代・30代
経済共有 2.06	(.65)	 	2.26	(.70) 	1.95	(.60)	 	1.93	(.58)	 18.67 *** 60代＞40代・30代
私個人の世界 3.64	(.45)	 	3.61	(.49) 	3.69	(.42)	 	3.10	(.43)	 2.29 n.s
注：*** p  ＜.001
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Table3-7子どもの価値および家族関係観を目的変数,親のきょうだい数・年齢を説明変数と
する重回帰分析 
 
 
5. 子ども数の規定要因 
 親自身のきょうだい数と子ども数の間の関連をみるため,スピアマンの順位相関係数を求
めた。その結果,母親自身のきょうだい数,夫のきょうだい数ともに有意な正相関がみられた
（母親r=.20***,夫r= .22***）。K-K仮説モデルでは,これらは同じ家族構造の中の要因である。
しかし,なぜ親のきょうだい数と子ども数に相関があるのかは明らかではない。そこで,この
関係を詳細に検討するため,子ども数を目的変数,年齢,妻の兄弟数,夫の兄弟数,子どもの価
値５次元,家族関係観３次元を説明変数とする階層的重回帰分析を行った。ステップ１で年齢
を投入し,ステップ２で兄弟数を投入した。ステップ３で子どもの価値を投入し,ステップ４
で家族関係観を投入した。その結果,標準偏回帰係数は年齢の他,＜条件依存＞(β＝-.12 
p<.01)＜社会的価値＞(β＝.17 p<.001)が有意で,モデルの変化量をみると,年齢と子どもの
価値が有意であった。(Table 3-8)。 
  
年齢 母親自身のきょうだい数 夫のきょうだい数 R２  (調整済み)
情緒的価値 -.13 ** -.03 .02 .01 **
条件依存 -.26 *** -.02 .06 .06 ***
自分のための価値 -.07 .07 -.01 .00
社会的価値 .28 *** .02 -.03 .07 ***
子育て支援 -.10 * -.03 .04 .01 *
家族一体 .05 .12 ** .06 .03 ***
経済共有 .11 * .11 ** -.03 .03 ***
私個人の世界 .15 *** -.10 * -.04 .01 *
注：　数値は標準偏回帰係数β *p<.05 **p<.01 ***p<.001
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Table3-8子ども数を目的変数とする重回帰分析 
 
 
第４節 考 察 
 
1. 生活条件（世代）から家族構造への影響 
 本研究では生活条件と家族構造の関連を,世代要因と親自身のきょうだい数と子ども数か
ら検討した。その結果,母親は第１世代に比べて第２世代と第３世代できょうだい数が有意に
少なく,配偶者は３世代間全ての間に有意差がみられ若い世代ほど少なくなっていた。また,
子ども数も３世代間全てに有意差があり,第３世代はまだ追加子ども数がある可能性がある
ものの,若い世代ほど少子化が進んでいることが明らかだった。つまり,世代という生活条件
が繁殖力（子ども数）という家族構造に影響を与えるとするK-K仮説モデルの関係は支持され
た。 
 世代差が意味するところは非常に広い。子ども数との関連に限っても,結婚・子ども規範の
緩み,ジェンダー規範の緩み,老後の生活保障の整備,避妊の一般化,女性の就業機会の拡大,
社会経済的状況など多様な要因が考えられる。 
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 今日の少子化は,若年層の経済的脆弱さが主要な要因と言われる。しかし本研究でみられた,
第１世代と第２世代間には多くの点で差があり,第３世代は第2世代の延長にあるとの結果は,
少なくともこの世代間で生じた少子化が,経済的脆弱さ以外の要因で生じていることを示唆
している。第２世代が出生した1960年頃の日本は高度成長期であり,適齢期規範がまだ強く,
若い女性の就業機会も限られていた。ここから,女性が産む子ども数の減少と関わる要因は,
経済的負担や就業困難など,女性の望む子ども数の実現を妨げる要因によるものだけでない
可能性が考えられる。例えば「当時（1960年代初期）『少なく産んで大事に育てる』ことは,
近代的な国家・社会の建設につながるものと考えられており,少なくなった子どもの『資質向
上』が基本的な政策だった」（広井,2009）というように,経済的負担感からやむを得ず産め
なかったのではなく,よりよい子育てのために,意図して「減らした」という,女性が主体的に
少子を選択した可能性がうかがえる。また,結果として,少なく産んだ子への潤沢な教育投資
は高学歴化を進め,そのための大学や学習塾の増加という形で生活条件を変化させた。つまり,
子どもの幸せを願いよりよく育てるためにと少子が選択された結果が,第２世代のきょうだ
い数の減少に現れているということができよう。この意味で,少子化は必ずしも,女性の関心
が家族以外へ向かうことによるとはいえず,ベッカーの「質・量モデル」（Becker,1960;1991）
のように,よりよい子育て・教育に価値を置くことによる少子という側面もある。 
 第２世代で生じた少子化は,単に自分のきょうだい数が少ないというだけでは終らない。充
分に教育費をかけ,子どもにはできるだけのことをして育てるのがよいと信じて子育てをし
た親の子育て観は,当然ながら,第２世代の母親たちにも継承される可能性が高い。その間に,
少ない子どもへの親の過干渉の問題や受験競争の問題などがあったにせよ,その子育て観は
第３世代の母親にも継承されている可能性があろう。さらに,近年の少子の主要な要因といわ
れる子育て費・教育費の負担も,単に育てるだけではなく,親が子どもの将来に責任を感じ,
よりよい子育てをするための教育費の負担と解釈できる。 
 また,第２世代は,高度成長期を経て経済的に豊かな時代に育ち,女性の高学歴化,有職化,
ウーマン・リブなど女性の生き方が変動する中で青年期を過ごし,海外旅行や趣味など多様な
消費生活も経験している。第２世代は,大学教育を受け,社会で働く経験を持つがゆえに,家庭
役割以外に社会で活かせる個人としての能力への自負が強い（永久,2008b）ことが推測でき
る。また,第２世代が思春期以降を過ごした1970年代以降は,“個人がより個別的な嗜好にし
たがって商品を選別する時代であり” （山崎,1987,p55）この個別化は“個人が（消費にお
いても）内面的な自発性を発揮しはじめた現象”（山崎,1987,p57）と言われるように,ライ
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フスタイルや生き方においても内面的な価値や嗜好によって選択可能な時代を生きてきた世
代と考えられる。その中で選択した少子は,おそらく自分の母親世代が選択した少子の理由に
加えて,個人としての自分の生活を維持したいという理由もあろう。つまり,親自身の経済や
時間やエネルギーを配分する対象となるものが,子ども以外に多様になったという意味で,年
長世代とは異なる生活条件であり,それが少子の選択と関連すると考えられる。 
 
2. 生活条件（世代）と家族システム（子どもの価値） 
(1)子どもの価値の構造と特徴 
 子どもの価値の構造について確証的因子分析から検討を行った結果,柏木・永久(1999)と同
じく,＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞＜社会的価値＞という子どもを持つことの積極
的価値と,＜条件依存＞＜子育て支援＞という,子育ての負担や制約が回避・縮小される状況
での子どもならば価値を認めるという消極的価値に分類された。 
  ３つの積極的価値のうち＜社会的価値＞は,姓やお墓の継承という家族への責任,次世代を
作るという社会への責任,それらの責任を果たすことで一人前になれる,という社会的承認の
価値である。＜情緒的価値＞は,老後の安心感や情緒的依存対象としての子どもを得られる価
値である。＜自分のための価値＞は子育て経験そのものへの興味・関心の充足や子育てによ
る成長を期待する,親自身の経験・成長のための価値であることから,個人主義的価値といえ
る。これらの子どもの価値の因子構造は,30歳群を入れた研究１においても,柏木・永久(1999)
とほぼ同じ因子構造であることが確認されたことから,社会経済的状況の変化にかかわらず
一貫して存在する子どもの価値に関わる変数であると考えられる。 
 因子間相関から,＜子育て支援＞は＜情緒的価値＞＜条件依存＞と密接な関係にある因子
であることが明らかになった。＜子育て支援＞と＜条件依存＞の相関は,就業と子育ての両立
を目指す女性の場合＜子育て支援＞が整備された状況で産むことに価値を認めると同時に,
子育て支援以外にも様々な状況を勘案して産む時期を選ぶためであると思われる。 
 ＜子育て支援＞の提供者は,祖父母などの家族支援と保育園などの公的支援がある。＜子育
て支援＞にはその両方が含まれるものの,住宅事情,親が楽しみ,子育てを手伝ってくれる人,
という項目はいずれも祖父母による家族支援を指すものと解釈できる。＜情緒的価値＞と 
＜子育て支援＞の相関は,これらが共に,家族は相互に助け合うべきとする伝統的家族規範の
強さと関連するためと解釈できる。＜情緒的価値＞と＜社会的価値＞の相関も同様に,子育て
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役割に自らの社会的承認を求めるほど,子どもに情緒的依存対象としての価値を求めること
から,これらは共に,家族を物心一体と考える伝統的家族意識と関連することが示唆される。 
 一方で＜自分のための価値＞には, “子どもを育ててみたい” “配偶者の子どもがほし
い” “妊娠・出産を経験したい”という自己目的的な個人主義的価値が含まれる。そのた
め,＜自分のための価値＞は,伝統的意識が強い場合だけでなく,出産や子育ての経験そのも
のへの関心や成長に価値を認める,いわば個人主義的な自己実現動機によっても高まる価値
であると考えられる。 
(2) 生活条件（世代）と子どもの価値 
 生活条件と家族システムの関連を検討するため,世代による子どもの価値の変化をみたと
ころ,３世代間で変化がみられる次元と変化のない次元があることが明らかになった。変化が
みられたのは＜社会的価値＞と＜条件依存＞で,若い世代ほど＜社会的価値＞が低下し＜条
件依存＞が上昇していた。＜自分のための価値＞はいずれの世代でも最も高い価値であり,
世代による変化がみられない,女性にとって最重要の子どもの価値であることが明らかにさ
れた。 
 ＜社会的価値＞は第１世代に比べ第２世代で大きく低下するもののさらに若い第３世代と
の差は見られなかった。この傾向は,上記のきょうだい数の変化と軌を一にする変化である。
このことは,女性の社会進出が,家族形成による社会的承認の価値を弱め結婚・子ども規範を
変化させる,重要な生活条件の要因であることを示唆している。男女雇用機会均等法などの制
度が整備され女性の社会進出が本格的に進んだのは1980年代後半であり,1960年頃産まれた
第２世代が家族形成の時期にさしかかった時期である。この時期以降女性の働き方は,就業年
数の延長,仕事内容や賃金の男性との違いの縮小と,大きく変化し始めた（経済企画庁,1997）。
その結果,女性は生活手段を結婚・家族に依存する以外の生き方が可能になり,社会的承認を
得る手段を子ども以外に持つことが可能になったといえよう。つまり＜社会的価値＞の低下
は,女性が子育て以外に社会的承認や経済基盤を得る源泉を持つことによるものと解釈でき
る。この解釈については,後に研究４で詳細に検討を行う。  
 ＜条件依存＞は,予想どおり若い世代ほど高くなっていた。＜条件依存＞は,親にとっての
条件整備を優先し,整備後に産むことに認める価値である。子どもが授かり物ではなく親の意
志で＜つくる＞もの（中山,1993）となったことで,若い世代ほど子どもを産むこと・産む時
期は親の都合で選択するものと考えるようになり,子ども以外の生活が勘案されるようにな
っていることがわかる。ここには,若い世代ほど女性の社会進出が進み仕事に個人目標を持つ
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ようになるなど,高学歴化と有職化の関連が推測されるが,この点については,学歴と就業の
関連から研究２で検討を行う。 
 また産む時期の選択は,晩産になることと同義であり,そこには高齢出産のリスクが伴う。
そのリスクを承知で産む時期を選択する背景には,高齢出産を可能にした医療技術の進歩が
あろう。つまり＜条件依存＞上昇には,医学の進歩という生活条件の変化が大きく影響してい
るといえる。  
 もう一つ注目すべき点は,第３世代は＜条件依存＞とともに＜情緒的価値＞＜自分のため
の価値＞も共に高いことである。このことは,子どもに積極的価値を認めることも＜条件依 
存＞と関連することを示唆している。少子化と高学歴化が進む今日,子どもをよりよく育てる
ことへの関心が高まり,自己実現を目指す母親であっても子どもの教育やケアを最優先する
との指摘がある（本田,2008）。子どもの教育やケアには経済や時間を要することから,子ど
もの積極的価値が高いほど子育ての資源確保という条件整備も重視されるのではなかろうか。
若い世代ほど,高学歴化とそのための教育産業の隆盛が進み,さらに女性の社会参加が進むと
いう状況の中で,生き方の軸を子育てに求める場合も社会的役割に求める場合も,いずれの場
合も＜条件依存＞が上昇するものと思われる。 
 ＜自分のための価値＞が世代を超えて最も重要な価値であるとの結果は,女性の結婚の利
点として「子どもや家族を持てる」が最も高いことと通底する（国立社会保障・人口問題研
究所,2011b）。「子どもや家族が持てる」は男性においては最重要の理由ではないことから,
女性にとって子育てや家族は,今日でも存在意義や自己実現など自己定義と密接に関わる対
象であるものと推察される。この＜自分のための価値＞が,女性の就業とどのような関連があ
るかについては,後の研究２〜４で詳細に検討を行う。 
 ＜子育て支援＞に世代差はみられなかった。仕事を持つ女性が子どもを持つ決断をする際
に,子育てのサポートの見通しが重要である点において世代による違いはみられないのは納
得のいくところである。 
 
3. 生活条件（世代）と家族システム（家族関係観） 
確証的因子分析の結果,家族関係観は柏木・永久(1999)と同じく,＜家族一体＞＜経済共
有＞＜私個人の世界＞の３次元に分類された。＜家族一体＞＜経済共有＞は物心の家族一体
感を意味する因子であるとともに,自分の喜びや生きがい,達成などを家族への同一視から得
ようとする,依存的家族関係観を意味する因子といえる。つまり,若い世代での＜家族一体＞
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の低下は,若い世代ほどより独立的な,個人主義的家族関係観を持つようになっていることを
示している。＜私個人の世界＞は,家族の枠組みの中で,時間や行動,心理についての個人領域
を希求する個人化の因子である。 
 家族関係観の平均値は,＜私個人の世界＞が最も高いものの,＜家族一体＞も2.64と中間値
より高かった。つまり,既婚女性にとって＜私個人の世界＞は＜家族一体＞と相反する次元で
はなく,＜家族一体＞であっても＜私個人の世界＞を求めるというように,共存し得る次元と
いえる。それは＜私個人の世界＞が,あくまで個人領域の希求を測定しているためだと思われ
る。 
 ３世代間での変化をみたところ,＜家族一体＞＜経済共有＞は第１世代と第２世代の間で
有意に低下し,第２世代と第３世代の間での変化はみられなかった。つまり,家族の物心の一
体感の低下という変化が生じたのは,第１世代と第２世代の間であり,第２世代に確立した。
先述のように,第２世代は女性の社会進出が大きく進んだ時期に社会に出たことから考察す
れば,この世代以降,女性が経済基盤を結婚や子どもに依存する必要が低下する一方で仕事で
の自己実現が可能になるなど,生き方が多様化したと考えられる。つまり,女性の社会進出が
進む中で第２世代が経験した,家族への経済的依存の低下や個人としての自己実現の可能性
が,依存的家族関係観の低下と関わることが示唆される。 
 一方で,＜私個人の世界＞はいずれの世代間にも有意差はみられず,しかも平均値が極めて
高いことから,家族の枠組みの中で個人領域を希求する態度は既婚女性に一般的にみられる
傾向と解釈できる。＜家族一体＞＜経済共有＞が第１世代と第２世代の間で低下している点
は,K-K仮説モデルを支持している。しかし＜私個人の世界＞は,予想に反して世代差がみられ
なかった。この点については,今後の研究で検討を重ねる必要がある。 
 
4. 家族構造（親自身のきょうだい数）から家族システム（子どもの価値・家族関係観）へ
の影響 
 K-K仮説モデルにおける,家族構造から家族システムへの影響について検討するため,親自
身のきょうだい数から家族関係観および子どもの価値への影響について検討を行った。その
結果,親のきょうだい数から家族関係観への影響がみられた。特に,＜家族一体＞は母親自身
のきょうだい数のみが有意な説明変数であり,＜経済共有＞も年齢より母親のきょうだい数
の規定力の方が大きいことが判明した。 
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きょうだいの存在は,家族が相互に助け合う一つの集団であるとの家族関係観を直接的に
強めるものであろう。また,きょうだい数と家族関係観の関連には,多子に価値を置く家族文
化の中で育ったという間接的影響もあると考えられる。つまり,多子の母親は依存的家族関係
観を持つ可能性が高く,その家族文化が子ども世代にも継承されたと考えることができる。特
に＜家族一体＞は,世代要因が有意ではないことから,家族規範などの社会文化的要因の影響
よりも,生育家族における家族文化が重要な要因である可能性がある。 
 この結果から,家族構造から家族システムへの影響は有意であることが示唆された。また,
家族関係観と子どもの価値では家族構造からの影響が異なることから,家族システム内の構
造として,子どもの価値と家族関係観は並列ではなく,階層的構造であることが示唆された。
すなわち,家族システムには,家族構造から直接的影響を受けやすい家族関係観と,家族構造
からの影響が小さい子どもの価値とがあるものと考えられる。 
 
5. 家族システムから家族構造への影響 
 K-K仮説モデルの家族構造内の要因である,親自身のきょうだい数と子ども数の間には相関
関係がみられた。この相関を解釈するため,子ども数を目的変数とする重回帰分析を行ったと
ころ,子ども数は年齢のほか＜条件依存＞＜社会的価値＞が有意な説明変数であった。このこ
とから,子ども数という家族構造は,年齢という生活条件のほか,子どもの価値という家族シ
ステムからの影響を受けていることが示された。つまり,親のきょうだい数は,家族関係観を
媒介に子どもの価値に影響を与え,それが再度,家族構造（子ども数）に影響を与えるという,
循環的関係があるものと考えられる。 
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第４章 学歴・就業—家族システムー家族構造の検討 
 
研究２ 子どもの価値と家族関係観の学歴・就業差および
子どもの価値の規定要因の検討 
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第１節 目 的 
 
 研究１では,生活条件として世代差を取り上げ,家族構造および家族システム（家族関係観
と子どもの価値）の変化について検討し,＜家族一体＞の家族関係観や＜社会的価値＞の世代
差について考察した。そこで本研究では,残る生活条件との関連を明らかにするため,同一世
代内における学歴と就業を生活条件の要因とし,それらと家族構造および家族システムとの
関連を検討することを目的とする。 
 高学歴化という生活条件の変化は,親自身の学歴のみならず,子どもの学歴期待においても
高学歴を期待し教育費負担を高める（本田,2008）ため,子ども数が抑制されると予測される。
また,母親の就業は,家計収入を上昇させるために子育て・教育の経済的負担感を減少させる
側面と,心身のエネルギーや時間という個人的資源を仕事に多く配分せざるを得ず,子ども数
を抑制する側面があると推測できる。そこで,就業・学歴と子ども数の関連の検討を行う。 
 とりわけ高学歴での就業は,女性に経済力をもたらし,家族役割とは異なる個人目標や個人
的ネットワークを増やす。このことは,家族への物心の依存の低下と個人領域の重要性の高ま
りをもたらすものと予測できる。そこで第１の目的として,生活条件（学歴・就業）と家族シ
ステム（家族関係観と子どもの価値）の関連の検討を行う。  
 また,母親の生育家族が,多子で依存的家族関係観が強い場合,その社会化は家族一体を志
向することから,母親自身の子ども数も多子になると推測される。そこで研究１の年長世代を
含むサンプルでみられた,きょうだい数と家族関係観の関連が,若い世代においてもみられる
か否かの検討を第２の目的とする。 
 先述のように,家族への経済的依存の低下は,労働の女性化や就業機会の拡大,さらには男
女雇用均等法施行による就業期間の延長と密接に関連する。しかし,今日の女性の就業形態は
多様であり,それに伴い収入や仕事へのコミットメントも多様である。特に,パートは最も割
合が高く,就業目的,労働時間,仕事内容,収入において多様であるが,いずれも不安定な働き
方である。一方,フルタイム就業で大卒の場合には,男性とほぼ同等の就業時間,仕事内容,収
入であることから,家族システムにおいても性別分業を脱却し,独立的家族関係観へと変化す
る可能性が想定される。このように,女性の就業は,その働き方・就業時間により家族システ
ムに与える影響が異なると想定されるため,心理学的意味を考える上で,フルタイムとパート
タイムは異なる群とする必要がある。 
 以上のように,女性の生活条件としての就業は,学歴と密接な関連があると考えられること
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から,本研究では学歴と就業の２つの変数の組み合わせを生活条件とし,家族構造および家族
システム（子どもの価値と家族関係観）の関連を検討する。 
 
第２節 方 法 
 
 調査対象は,研究１で追加した第３世代である30歳群である。したがって,調査時期は研究
１と同様である。調査内容も研究１と同じく,柏木・永久(1999)の項目を用いて質問紙調査を
行った。就業については先述の理由から,以下のように詳細な回答を求めた。①学校卒業以降
フルタイムで継続 ②フルタイムで就業後退職し無職,③フルタイムで就業後退職しフルタ
イムで再就職,④フルタイムで就業後退職しパートで再就職,⑤学校卒業後フルタイム就業の
経験がなく現在も無職,⑥フルタイム就業経験がなく現在パート,⑦自営業,⑧その他,とした。
本研究ではこのうち,①学校卒業後ずっとフルタイムで継続した者と③退職後フルタイムで
再就職した者をフルタイム群とした。また,②退職後無職の者と⑤フルタイム就業経験がなく
現在も無職の者を無職とした。④退職後パートと⑥フルタイム経験がなく現在パート をパ
ート群とした。コーディングは就業時間数を反映させ,無職=1 パート＝２ フルタイム＝３ 
とした。学歴は,最後に卒業した学校についてたずね,教育年数を反映させ,中学＝１ 高校＝
２ 短大・高専＝３ 大学＝４ 大学院＝５ としてコーディングした。すなわち,就業と学
歴の値はカテゴリー変数であるが,就業時間や教育年数を反映した数値となっている。 
 分析対象の30歳代群は,大卒が61％と多いサンプルで,しかも大卒の専業主婦が全体の
35％を占めるサンプルであった。これは,この世代がまだ子育て期にあるためと考えられる。 
 本研究で扱う学歴と就業は,以上のように,女性の経済的自立という生活条件の変化と,家
庭役割以外の個人目標の存在を見ることが目的である。就業の意味を解釈する上で,パートや
アルバイトという働き方は,就業時間,収入,仕事の意味づけが多様であり,結果の解釈が困難
になる。また学歴についても同様で,短大や高専は,その内容により仕事内容や収入との関連
が一義的ではなく解釈を困難にする。そこで本研究では,学歴は大卒以上と高卒以下のみを取
り上げ,前者を大卒群,後者を高卒群とする。また,就業は①③をフルタイム有職群とし,②⑤
を無職群として分析を行った(Table4-1)。 
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Table4-1 調査協力者の学歴と就業 
 
 
第３節 結 果 
 
1. 生活条件（学歴・就業）と家族構造（子ども数） 
 女性の高学歴化と有職化は,晩婚化を進め,その結果,少子化を促進すると予測できる。そこ
で,学歴と就業による子ども数を比較した（Table4-2）。就業は,無職・フルタイムともに,
子ども数１人は約50% ,子ども数２人は約40％と大きな違いはみられない。したがって,カイ
二乗値も有意ではなかった(就業 χ2＝2.98 n.s)。 
 一方,学歴による違いは有意で(学歴 χ2＝21.60 p<.001),３人以上の多子は大卒群の方
が多い。一方１人群は高卒群の方が多かった。 
 
Table4-2学歴・就業と子ども数 
 
 
 
 
 
高卒 短大卒 大卒 就業計
無職 26 29 101 156
フルタイム 11 20 43 74
家業手伝い 0 0 4 4
パート 14 7 10 31
自営・フリー 3 3 18 24
その他 0 0 4 4
学歴別計 54 59 180 293
 59 
2. 家族構造と家族システムの関連 
(1)30歳群における子どもの価値の構造の検討 
 柏木・永久(1999)の子どもの価値の因子構造が,30代のみのサンプルにおいても支持され
るか否かを確証的因子分析から検討した。その結果,適合指数は許容できる値であったた
め,Table4-3のように,柏木・永久(1999)と同じ因子構造と判断した。 
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Table4-3 子どもの価値 確証的因子分析結果 
 
(2)子どもの価値と子ども数の関連 
 柏木・永久（1999）では,４人以上子どもを持つ多子親は少子親に比べて＜条件依存＞を除
く全ての価値が高く,中でも＜自分のための価値＞＜社会的価値＞＜子育て支援＞は有意に
高いことが示された。この傾向を第３世代についても検討するため,多子親（3人N=21）と少
子親（1人N=128）で比較した。 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
年を取った時子どもがいないと寂しい .69
子どもがいると生活に変化が生まれる .54
年を取った時子どもがいると安心 .64
血のつながった存在が欲しかった .66
家庭がにぎやかになる .60
子どもを持つことで夫婦の絆が強まる .58
配偶者が欲しかった .36
子孫を残したかった .54
経済的ゆとりができたので .77
友達が子どもを産んだので .40
自分の生活に区切りがついた .50
夫婦関係が安定した .73
2人だけの生活は十分楽しんだ .61
自分の仕事が軌道にのった .52
周囲に勧められた .53
育児に自信が持てるようになった .53
子どもを育ててみたかった .72
子どもが好きだった .43
子育ては生き甲斐になる .63
子育てで自分が成長する .52
配偶者の子どもが欲しかった .60
女性として、妊娠・出産を経験したかった .71
子を産み育ててこそ一人前の女性 .66
結婚したら子どもを持つのが普通だから .39
次の世代を作るのは、人としてのつとめ 58
姓やお墓を継ぐ者が必要 .51
住宅事情が整ったので .52
よい保育園があったので .17
親が楽しみにしていた .53
子育てを手伝ってくれる人がいたから .39
因子間相関　　　　　　　　　 Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４ F5
Ｆ１ - .42 .71 .80 .77
Ｆ２ - .26 .33 .85
Ｆ３ - .56 .46
Ｆ４ - .62
GFI=.799 AGFI=.763 RMSEA=.075  RMR=.061  CFI=.753
因子
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その結果,多子親は＜社会的価値＞が有意に高いことが明らかとなった(Table4-4)。 
 
Table4-4  少子親と多子親の子どもの価値  
 
 
(3)家族関係観の確証的因子分析による構造の検討 
 第３世代においても柏木・永久（1999）の家族関係観の因子構造（柏木・永久（1999）で
は「家族の個人化」の項目）が支持されるか否かを確証的因子分析から検討した。 
その結果,適合度指数は許容範囲であったため,本研究においてもこの因子構造を用いて分析
を行うこととした(Table4-5)。 
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Table4-5家族関係観項目 確証的因子分析結果（標準化推定値） 
 
 
(4)家族関係観と子ども数の関連 
 家族関係観が子ども数によって異なるかを１要因の分散分析から検討した。その結果,＜家
族一体＞＜経済共有＞という非個人化因子に違いはなく,個人化因子である＜私個人の世界
＞において,子ども数１人(N=128)は３人(N=21)より有意に高かった(Table4-6)(Figure4-1) 。 
 
Table 4-6家族関係観の子ども数による違い 
 
 
「家族関係観」項目 F1 F2 F3
子どもの喜びは私の喜びだ .32
夫の喜びは私の喜びだ .44
夫が言わなくても、夫の気持ちがわかる .70
自分が犠牲になっても、家族を第1に考える .28
言葉で言わなくても夫には私の気持ちがわかる .72
夫婦は一心同体だ .73
夫のものは私のものだ .79
私のものは夫のものだ .85
妻の事情での単身赴任など考えられない .32
家族からでも、邪魔されたくない時間がある .43
自分の世界を持つことは私にとって重要だ .60
夫婦でも「私は私」 .78
因子間相関 F1 F2 F3
Ｆ１ .52 -.35
Ｆ２ -.32
Ｆ３
 GFI=.92 AGFI=.87 CFI=.86 RMSEA=.08  RMR=.04
１人 ３人 t
家族一体 2.64.(50) 2.64(.52) -.04
経済共有 2.10(.68) 2.14(.51) -.29
私個人の世界 3.51(.55) 3.22(.65) 2.20*
* p<.05
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Figure 4-1家族関係観 多子親と少子親の違い 
 
以上から,家族構造と家族システムの関連は,少子親では＜私個人の世界＞が高く＜社会的
価値＞が低いことが示された。本研究のサンプルは30歳代のみであることから,子ども数の
違いは初産年齢の違いの反映と考えられる。つまり,個人化志向および＜社会的価値＞の低下
が晩産化の心理的要因と考えられる。 
 
3. 生活条件（学歴・就業）と家族システムの関連 
(1)生活条件（学歴・就業）と子どもの価値 
学歴・子どもの価値５次元について,就業と学歴を要因とする２要因の分散分析を行った
(Table4-7)。 
  
1	
1.5	
2	
2.5	
3	
3.5	
4	
家族一体	 経済共有	 私個人の世界	
１人	
３人	
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Table4-7子どもの価値 就業と学歴による差            
 
 学歴の主効果は＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞にみられたが,同時に交互作用もみ
られたことから単純主効果の分析を行った。その結果,＜情緒的価値＞はフルタイムの場合に
大卒群は高卒群よりも有意に低いこと,無職の場合には学歴による違いはないことが明らか
になった。また＜自分のための価値＞は,大卒の場合は無職の方が有意に高いが,高卒ではフ
ルタイムの方が有意に高かった。＜子育て支援＞には就業の主効果がみられ,フルタイム群は
無職群より有意に高かった。また,＜条件依存＞＜社会的価値＞に就業・学歴による違いはみ
られなかった。 
これらの平均値をグラフ化したものがFigure4-2である。 
 
 
 Figure 4-2子どもの価値 就業と学歴による違い 
 
職の有無 職の有無 交互作用
学歴 高卒群 大卒群 高卒群 大卒群
情緒的価値 2.62  (.57)  2.55  (.63)  2.99  (.73)  2.36  (.58) 0.46 7.51 ** 4.54 *
条件依存 1.46  (.50)  1.58  (.51)  1.50  (.46)  1.67  (.51) 0.34 1.88 0.04
自分のため 3.01	(.57)		3. 14	(.62)	 	3. 48	(.52)		2. 88	(.40) 0.78 3.85 * 9.25 **
社会的価値 2.10	(.66)		2. 14	(.59)	 	2. 41	(.77)		2. 10	(.51) 1.19 1.19 1.89
子育て支援 1.54	(.52)		1. 60	(.51)	 	2. 05	(.66)		1. 82	(.49) 11.2 ** 0.61 1.80
注：(　)内はSD　* p<.05  **p<.01
平均値(SD) 分散分析F値
無職群 フルタイム群 学歴
1 
1.5 
2 
2.5 
3 
3.5 
4 
情緒的価値 条件依存 自分のため 社会的価値 子育て支援 
フルタイム群 高卒群 
フルタイム群 大卒群 
無職群 高卒群 
無職群 大卒群 
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 グラフからは,フルタイム高卒群において＜条件依存＞を除く全ての子どもの価値の次元
で高い平均値を示すことが明らかである。一方でフルタイム大卒群は＜情緒的価値＞＜自分
のための価値＞が４群中最も低いとの特徴がみられた。無職群では学歴による違いはみられ
ないことから,学歴は女性の働き方になんらかの影響を与え,就業による心理的変化が子ども
の価値に影響を与えるものと推測できる。 
(2)生活条件（学歴・就業）と家族関係観 
 家族関係観について学歴と就業を要因とする分散分析を行った。その結果,＜家族一体＞ 
＜経済共有＞において学歴の主効果が有意であり,物心の一体感は大卒群の方が有意に低か
った。＜経済共有＞において交互作用が有意だったため,単純主効果の検定を行ったところ,
フルタイムの場合のみ大卒群は高卒群より有意に低くなることが明らかになった。＜私個人
の世界＞で就業の主効果は有意傾向であり,フルタイム群の方が高い傾向にあった
（Table4-8）。 
  
Table4-8家族関係観 学歴と就業による違い 
 
 これらの平均値をグラフ化したものがFigure4-3である。生活条件のうち,大卒であること
は家族の物心の一体感を弱め,フルタイム有職であることは＜子育て支援＞＜私個人の世 
界＞を高めること,特に大卒フルタイムの場合には＜情緒的価値＞＜経済共有＞という家族
への物心の依存が弱まることが示された。 
 
職の有無 職の有無 交互作用
学歴 高卒 大卒 高卒 大卒 F値
家族一体 2.69	(.57)	 	2. 59	(.46)		2. 80	(.39)		2. 41	(.47) .12　 5.53 * 2.23
経済共有 2.10	(.72)	 	2. 00	(.58)		2. 55	(.81)		1. 72	(.57) .45　 13.73 *** 8.31 **
私個人の世界 3.33	(.55)	 	3. 52	(.45)		3. 55	(.48)		3. 65	(.42) 3.31　† 2.49 .20
注：　*p<.05 **p<.01 ***p<.001
平均値および標準偏差 分散分析
無職 フルタイム 学歴
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Figure4-3家族関係観 就業と学歴による違い 
 
 Figure4-3から,＜私個人の世界＞は学歴・就業にかかわらず極めて高いことが明らかであ
る。また,物心の一体感は大卒フルタイム群において低いことがわかる。子どもの価値同様,
学歴による差が顕著であるのはフルタイムの場合であり,無職の場合は学歴差がみられない
ことが示された。また,＜経済共有＞は高卒フルタイム群において最も高いことから,高卒フ
ルタイム群の就業目的が家族のため,すなわち家計補助であり,自分自身のための自由裁量の
経済は小さいことがうかがえる。 
 
4. 子どもの価値の規定要因 
 以上のように,子どもの価値は,その全ての次元が生活条件や家族構造からの影響を受ける
わけではないことが明らかになった。一方,同じ家族システム内の家族関係観は,生活条件が
大卒フルタイムである場合に,＜家族一体＞＜経済共有＞という物心一体の家族関係観が低
下することが明らかになった。これらは,子どもの価値が,生活条件や家族構造という家族シ
ステム外の変数ばかりでなく,家族システム内の家族関係観からも影響を受ける可能性を示
唆している。 
 そこで,子どもの価値と,生活条件（学歴,就業）,家族関係観との関連を相関係数から検討
した（Table4-9）。この際, 就業・学歴の値は,就業時間の長さと教育期間の長さとして,ピ
アソンの相関係数を求めた。 
 
1	
1.5	
2	
2.5	
3	
3.5	
4	
家族一体	 経済共有	 私個人の世界	
フルタイム 高卒	
フルタイム 大卒	
無職 高卒	
無職 大卒	
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Table4-9子どもの価値と,学歴・就業,家族関係観の相関 
 
 その結果,家族関係観の＜家族一体＞＜経済共有＞が子どもの価値全般と関連しているこ
とが示された。一方で＜条件依存＞はいずれも有意ではなかった。また,＜私個人の世界＞は
＜自分のための価値＞とは有意な負の関係にあった。次に,子どもの価値を目的変数とし,学
歴,就業,家族関係観を説明変数とする重回帰分析を行った(Table4-10)。 
 生活条件である学歴と就業要因と家族関係観という心理的要因の影響を分けて検討するた
め,第一段階で学歴と就業を投入し,第2段階で家族関係観各変数を投入する階層的重回帰分
析を行った。 その結果,＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞＜社会的価値＞という, 子ど
もに積極的価値を認める因子は,いずれも＜家族一体＞のみが有意な説明変数であった。＜子
育て支援＞は就業が有意であり,＜条件依存＞はこれらの変数では説明ができなかった。生活
条件要因は,いずれも子育て支援以外の子どもの価値への直接の影響は, ほぼみられなかっ
た。 
 
Table 4-10子どもの価値を目的変数とする階層的重回帰分析 
 
 
 
 
 
子どもの価値 情緒的価値 条件依存 自分のための価値 社会的価値 子育て支援
ステップ 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
学歴 -.17* -.11 .08 .11 -.11 -.05 -.07 -.01 -.06 -.05
就業 -.05 -.02 .03 .04 -.06 -.04 .01 .04 .19** .19**
家族一体 .26*** .11 .25*** .29*** .13†
経済共有 .05 -.03 -.01 .06 -.04
私個人の世界 .02 -.08 -.05 .06 .05
R２（調整済み） .02* .09*** -.00 -.00 -.01 .06** -.01 .07*** .03* .03*
注：数値は標準化係数β *p<.05   **p<.01 ***p<.001
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第４節 考 察 
 
1. 家族システムと家族構造の関連 
 研究１の子ども数を目的とする重回帰分析では, 子ども数を左右するのは＜条件依存＞ 
＜社会的価値＞であることが明らかにされた。しかし,研究１には３世代間のコホート差が含
まれることから,本研究では同世代内の少子親・多子親の違いを検討した。その結果,少子親
は＜私個人の世界＞が高く,＜社会的価値＞が低いことが明らかになった。 
第３世代内での分析では＜条件依存＞は有意ではなかったものの,個人化志向と＜社会的
価値＞の低下が少子と関連するとの結果は,これまでの研究と一貫した結果であり,整合性の
ある結果といえる。柏木・永久(1999)や研究１では,世代要因に注目してきたが,世代要因に
は,規範の変化から経済的状況まで多様な要因が含まれる。これまでのコホート差の主要な心
理的要因を追及する上で,コホート差を除外したサンプルにおいても同様の結果がみられた
意義は大きい。 
 少子化に関する多くの調査では,子育て費用や教育費の負担など経済的要因が強調される
（例えば 国立社会保障・人口問題研究所,2011a）。しかし,本調査結果では,経済的理由以
上に,家族とは別の自分の世界を持ちたいと願う個人化志向が, 少子と多子,あるいは晩産か
否かを分ける要因であることが示された。高卒フルタイム群で＜経済共有＞が高いことにみ
られるように,仮に経済的理由からの少子であれば,子ども数によって＜経済共有＞に有意差
がみられるはずである。つまり, 経済的理由からやむを得ず晩産・少子になっているのでは
なく,＜私個人の世界＞を子どもより優先した結果としての晩産・少子と考えられる。ここに
は,本研究のサンプルが大卒の割合が高く,経済的に比較的ゆとりのある層であることが関連
する可能性がある。しかし,それだからこそ, なぜ大卒女性では＜私個人の世界＞が重要であ
るのかを追及することは, 家族変動を理解する上で非常に重要な視点といえよう。 
 
2. 生活条件（学歴と就業）から家族構造（子ども数）への影響 
 生活条件と子ども数の関連について検討した。同世代内でみると,子ども数は大卒群に多子
が多く,高卒群には少子が多いことが示された。また就業による違いはみられず,就業の意味
合いは一様ではないことが示唆された。サンプルの年齢の特徴から今後の子ども数追加の可
能性はあるものの,少子は,少なく産む選択または産み始めを遅らせる,のいずれかの選択に
よるものと思われる。 
 69 
 日本の結婚は同類婚と言われ（岩澤,2010,p42）,大卒女性の配偶者が大卒である可能性は
高卒女性より高く,結果として大卒群の家計収入は高卒群より高いものと推測できる。つまり,
子ども数と学歴の関連からは,家計収入の高さが子ども数を規定している可能性が示唆され
る。一方母親自身の就業は,経済的資源をもたらすが,多重役割になるため母親の時間資源の
逼迫を生むという側面があり,子ども数との明確な関連がみられないものと思われる。 
 ここで注目されるのは,大卒無職群における＜私個人の世界＞＜条件依存＞が大卒フルタ
イム群と変わらず高いこと,一方で＜自分のための価値＞はフルタイム高卒群に次いで高い
点である。つまり大卒無職群は, 個人化志向が強く,母親として以外の個人としての生き方
を希求する一方で,子育てや子どもに強い興味・関心を持つ群といえる。本研究の無職群は調
査時点での無職であり,第３世代の大卒女性はほとんどが卒業後に就業経験を持つ世代であ
る。すなわち, 家庭役割以外の生き方を希求しつつも, 子どもが好き・子育てをしてみたい,
あるいは子育てとの両立は不可能などの理由から離職し,子育てに専念している群と考えら
れる。しかし,長寿命の一方で少子化の今日,子育て期間は短くその後残される人生は長い。 
 永久(1995)は, この第２世代に相当する世代で幼児を持つ大卒の母親を対象に, 日常生活
で経験する生活感情について, フルタイム有職群と無職群間での比較を行った。その結果, 
現在の生活についての満足度に就業差はないものの, 将来の生き方への焦りや不安といった
否定的感情は無職群が有意に高いことを明らかにした。つまり大卒専業主婦は,子育てを楽し
む一方で,将来目標がない不安や焦りが強いのである。本研究の結果はその理由の一端が,個
人としての生き方を希求すると同時に, 子育てをよりよく経験したいなど個人主義的価値が
高いことによる, 両立の困難さにあることを示唆している。 
 
3. 生活条件（学歴・就業）と家族システム 
(1)学歴・就業と家族関係観 
 家族関係観について学歴と就業による違いをみた結果,若い世代ほど,また高学歴化,有職
化が進むほど物心の一体感が弱まる傾向がみられ,生活条件の変化が家族システムの人間関
係を相互依存的関係から独立的関係へと変化させるとしたK-K仮説モデルを支持した。 
 家族関係観３次元のうち,K-K仮説モデルの主張を最も明確に支持したのは＜経済共有＞
であり,＜経済共有＞の交互作用は,学歴によって女性の就業の意味合いが異なることを示
している。日本では高学歴になるほど男女の賃金格差が縮小するが（経済企画庁,1997）こ
れは,賃金のみの格差の縮小ではなく,仕事の内容においても男女差が縮小することを意味
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している。このことは,大卒フルタイム群の就労理由を見ても明らかで,大卒女性は家計補助
のためではなく「自分で自由に使えるお金を得るため」「自分の能力・技能・資格を生かす
ため」に働いている（経済企画庁,1997）。また,大卒フルタイムは男性とほぼ同じ経済力を
持つことから,経済的余裕が大きい。その経済の一部は家族共有になるとしても,余剰分は個
人の自由裁量になる（家計経済研究所,2000）。この自己裁量の経済が経済的一体感を弱め
るであろうことは容易に想像できる。 
 このような一体感の低下は,経済のみならず家族関係にも及ぶと予測されたが, 有意では
なかった。このことから,＜家族一体＞は生活条件による直接的影響で変化するのではなく,
それらを媒介する変数の存在が示唆される。 
(2)学歴・就業と子どもの価値 
 学歴・就業は,＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞＜子育て支援＞との関連がみられた。
＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞では交互作用がみられ,とりわけ高学歴でのフルタイ
ム就業が,子どもの積極的価値の低下を推進することが示された。 
学歴・就業の組み合わせからみた子どもの価値の比較で,最も際立つ違いがみられたのは, 
大卒フルタイムと高卒フルタイムの間であった。この２群は経済的事情において対照的な群
と考えられ,就業目的において,高卒フルタイムが家計補助目的であるのに対し大卒フルタイ
ムはより自己実現的理由（西川,2001）という違いがある。自分自身のための自由裁量の経済
的余裕が小さい高卒フルタイム群において, ＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞が極めて
高いのは,仕事役割にはさほど刺激や楽しみを見いだせず,かといって趣味などに多額の経済
や時間を配分するゆとりもない生活の中では,それらの心理的欲求を子どもに求める他なく,
それらの価値が高くなるためと思われる。また,フルタイムではあっても男性と対等の役割を
担える可能性は小さいために,子どもを持つことによる社会的承認の価値が高いのであろう。 
対照的に大卒フルタイム群は, ＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞が格段に低く＜条件
依存＞は最も高い。この結果は,高学歴化と有職化により,女性は経済的自立のみならず,安心
感や自分自身の関心や興味の対象をも家族生活以外に求めることが可能になることを示唆す
るものと思われる。高学歴フルタイムの場合,初職選択理由は「適性・能力発揮」という自己
実現的理由が高く（西川,2001）,達成感や成長を仕事によって得られる可能性が高い。また,
職場のネットワークを通して人間関係が広がり, それが心理的サポートとしても機能するた
めに,子どもへの情緒的依存の必要性が低下するものと考えられる。一方,長時間の勤務を求
められるフルタイムや専門職の場合,＜子育て支援＞の価値が高いのは当然のことであろう。
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つまり女性の社会的役割は経済力をもたらすだけでなく,個人目標や達成感,社会的ネットワ
ークによる安心感など,子どもに代わる親の欲求充足の心理的資源となり得るために,子ども
の価値が低下するものと解釈できる。 
 しかしながら,女性の社会進出と関連すると思われた＜条件依存＞＜社会的価値＞は,同世
代内では就業・学歴による有意差はみられなかった。このことから,＜条件依存＞＜社会的価
値＞の変化には,＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞とは異なる要因の介在が示唆される。 
(3)子どもの価値の規定要因 
 子どもの価値を目的変数とし,学歴と就業および家族の個人化３次元を説明変数とする重
回帰分析の結果,子どもの価値の低下は,生活条件の変化によるものではなく,主として＜家
族一体＞の低下によって説明されることが明らかになった。これは柏木・永久(1999)でみた,
より年長世代と同様の結果である。すなわち,家族の情緒的一体感の低下が子どもの価値の低
下を引き起こす現象は,どの世代においても見られる関連といえる。このことは,家族システ
ムの中でも,家族関係観と子どもの価値は並列の構造ではなく,生活条件の変化がまず家族関
係を個人主義的関係に変化させ,それが子どもの価値を変化させるという階層構造であるこ
とを示唆している。 
 家族を物心一体の依存的関係と捉えるならば,分身である子どもの成長や経験は,自分自身
の成長や経験であり,子どもは老後の安心など将来の情緒的満足の期待を高める存在となろ
う。しかし,家族を独立的関係と捉えると,子どもの成長以外に個人としての自分の成長が重
要であり,子どもに期待する情緒的満足より自分自身のネットワークからの満足の期待の方
が大きく,また子どもへの依存は子どもの自立を妨げるものとの思いが強くなるのではなか
ろうか。つまり,家族を物心一体の依存的関係と捉えれば,子どもを持つことは将来の物心の
依存対象を得ることであり,最重要の発達課題となるが,家族を独立的関係と捉えると,個人
領域を持つ重要性は子ども以上に高まるものと考えられる。このことが, ‘子どもを生み育
ててこそ一人前’に代表される＜社会的価値＞の低下につながるものと考えられる。 
 ＜条件依存＞は,個人主義的な家族関係観と関連すると予想されたが,＜経済共有＞との弱
い正相関がみられ,＜私個人の世界＞との明確な関連はみられなかった。＜経済共有＞はフル
タイムの大卒に比べ高卒が有意に高いことから,家計経済のゆとりの大小と関連するものと
考えられる。つまり,＜条件依存＞は親自身の個人領域確保のためだけでなく,経済的ゆとり
確保のための条件も含まれるものと考えられる。 
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第５節 研究２のまとめ 
 
 本研究では,K-K仮説モデルに沿って,生活条件の変化と家族構造（親のきょうだい数,子ど
も数）および家族システム（家族関係観・子どもの価値）間の関係の検討を行った。その結
果,生活条件（学歴・就業）と家族構造（子ども数）の間には, K-K 仮説モデルから想定され
た関係はみられなかった。これは第３世代が既に少子化世代であり,子どもは２〜３人という
規範が強いためと考えられる。 
 このように,生活条件と家族関係観・子どもの価値の間には, K-K 仮説モデルと一致する関
連が一部みられたものの,以下の課題が残された。 
 
１. 注目された＜条件依存＞は, 学歴,就業,家族関係観,いずれの要因とも関連がみられな
かった。また,＜家族一体＞も予想された学歴・就業との明確な関連はみられなかった。これ
らの結果から,生活条件と＜条件依存＞＜家族一体＞の間には,なんらかの変数の存在が示唆
される。今日のサービス産業の隆盛は,個別の多様な欲求を満足させるべく多様な文化的サー
ビスを生み出し,個別の時間消費へと向かわせる（山崎,1987）。つまり,世代が下るほど生活
の多様化が進むことを勘案すると,個別の時間消費や経済の必要性が高まり,それが＜条件依
存＞や＜家族一体＞と関わる可能性が示唆される。このことから,生き方の個別化の視点を含
めた家族の個人化尺度の作成が必要と思われる。 
２．＜私個人の世界＞は若い世代ほど,また就業している場合に強まることが想定されたが,
どのような群においても高く,子どもの価値とも明確な関連がみられなかった。その理由とし
て,＜私個人の世界＞が個人の世界を希求する態度のみを尋ねている点が考えられる。＜私個
人の世界＞の希求は一般的に望まれるとしても,その実現には自己裁量の個人的資源の有無
が重要であろう。すなわち,＜私個人の世界＞を希求と現実に分けて検討する必要性があるも
のと考えられる。 
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第Ⅲ部 生活条件の変化から子どもの価値の変化に
至る心理的プロセスの検討 
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第５章 
 
研究３-1 生活条件と家族関係観および子どもの価値の関
連の検討 
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第１節 目 的 
 
 本研究では,研究2で残された課題を検討するとともに,研究2までの結果を元に生活条件
の変化から家族システムの変化に至るモデルの作成と,その検討を行うことを目的とする。 
 研究２で残された課題は3点ある。第１の課題は＜条件依存＞と就業・学歴との関連が明
確でないことであった。世代差のみがみられたことから,就業・学歴という生活条件が＜条件
依存＞に直接影響するのではなく,生活条件の変化が,生き方や家族のあり方を選択可能と考
える独立的家族関係観を強め,それが媒介となって＜条件依存＞を高めるとの関連が示唆さ
れた。そのため本研究では,世代・就業・学歴という生活条件の変化が家族関係観を媒介して
子どもの価値の変化をもたらすというモデルを作成し,その検討を行う。 
 第２の課題は,その家族関係観のうち,ライフスタイルとの密接な関連が想定される 
＜私個人の世界＞の項目内容の再検討である。＜私個人の世界＞の得点は天井効果に近く,
子どもの価値との関連も明確ではなかった。その理由として,家族生活の枠組みを維持しつつ
個人領域を希求する態度を尋ねていることが挙げられる。個人領域の希求は,いかなる生活条
件でも可能であり,また個人領域はその時間,内容,目的において多様である。一方で,家族生
活を維持しつつ,女性が個人領域の充実を実現できるか否かには個人的資源の量や,その配分
についての家族規範などが関連すると想定される。そこで,本研究では＜私個人の世界＞につ
いて,希求と実現の両側面からみる項目を追加・修正し再度検討を行う。 
 第３の課題として,就業要因と年齢的制限の問題がある。研究１の結果から,伝統的家族観
や規範の変化をみる上では,女性の社会進出が進む以前の60歳群（1937年出生）のサンプル
とそれ以降に出生したサンプルの比較が必要と思われる。しかし60歳群のサンプルは定年制
ゆえにフルタイムで有職の者がほとんどいなくなるため,就業要因との関連を見る上では不
都合である。この矛盾を解決するには,就業可能な50歳代で,なおかつ伝統的家族規範が強く
残るサンプルとの比較が有効と思われるが,伝統的家族規範が薄れた今日の日本でそのよう
なサンプルを集めるのは困難である。そこで,これら以外の要因を統制するため,日本と類似
の社会文化的背景を持ちつつ,日本よりも伝統的家族規範が強いと想定される韓国のサンプ
ル３）を加え分析を行う。 
 明（2004）によれば,韓国は,1953 年の朝鮮戦争終了後経済的に発展したが,女性の雇用上
の差別が大きかった。女性の雇用に関する法的整備は1987年に初めて「男女雇用平等法」が
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制定されて以来改定を重ね,2001 年の第４次改定によって女性が働き続ける上での障害を除
外する法的整備がなされた。この間,女性の社会進出は著しく進んだが,実質的に女性が男性
と対等に扱われるようになったのは,1997年のIMF通貨危機後,雇用の流動化が進み能力主義
管理が進んだ影響が大きい。資本にとって利益を生み出すなら性別を問わないという経済合
理性によって,韓国でも女性の総合職が増加しているという。 
 日本では男女雇用機会均等法が1986年に施行され,韓国においても日本より数年遅れて同
様の法的整備が進んだ。一方,雇用環境の推移は日韓でズレがみられる。日本は1980年代を
通して,韓国よりも失業率が低く,その中で女性の社会進出が進んでいった。しかし1989年に
いわゆるバブル経済が崩壊し,1990年代初めまで安定して低かった失業率は1990年代半ば以
降上昇していく。一方韓国は,1997 年の経済危機から立ち直るまでの２年間は失業率が高い
ものの,その後低下し続け,2000 年以降は日本よりも低くなっている（金・山本, 2009）。つ
まり,韓国では日本の経済が停滞を続ける時期に経済発展が続き,その時期に女性の社会進出
が進んでいったといえる。このことは,日韓の女性の社会進出が,その時期に多少のズレがあ
るものの,その変化の方向性は軌を一つにしており（篠原,2009）,本研究の日韓の同世代の調
査協力者が,社会経済的文脈においては異なる時期を経験したことを意味する。 
 日韓では,社会保障の整備にも違いがみられる。日本では1943年に厚生年金保険の前身で
ある労働者年金保険法が施行されている。一方韓国では,1973 年に「国民福祉年金法」が制
定されたものの,国民皆年金となったのは 1998 年で,しかも受け取り金額は小遣い程度と実
効性は低い。また,韓国では高齢者を施設に入所させることへの否定的風潮が強く,高齢者福
祉施設が少ない（金・山本, 2009）。つまり韓国では,老後,経済的にも生活面でも自立が困難
で,家族に頼らざるをえない現状があるものと想定される。 
 なお,日韓の伝統的家族規範（父親は職業を持ち,母親は家族を守るのがよい）については,
日本・韓国・中国の 28―77歳の女性を対象に調査を行い,否定的態度の割合が,日本では 60
歳代以上の世代とそれ以下の世代で異なること,また否定的態度が日本は57%と6割近いのに
対して, 韓国は21%と, 8割が肯定的であることが報告されており（西野, 2008）,韓国の家
族規範は今日でも日本に比べて伝統的であるといえる。 
 以上のように,女性の社会進出において韓国は日本と極めて類似しているものの,社会文化
的文脈においては,家族規範が強く残っている。このことから,日本と韓国を,同じ東アジアの
儒教文化圏（篠原,2009）でありながら,社会の進展の時期が異なるサンプルと捉え分析する
ことで,女性の社会進出が家族にどのような影響をもたらすかの検討が可能になると考えら
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れる。 
 
第２節 方 法 
 
 調査時期は日本が2001年10月から12月,韓国は2002年９月から11月である 4)。 
 調査方法は質問紙法で,調査内容は,子どもの価値と家族関係観に関する項目およびフェイ
スシートである。子どもの価値については研究１,２の「子どもの価値」と同じ項目を用いた。
家族関係観における個人化因子については,個の希求と実現を分離して捉えるため,研究１,
２の項目に個人としての生活の実現に関する項目を追加した。なお,項目数が多くなることか
ら,経済共有の“私のものは夫のもの”“夫のものは私のもの”は“家族の経済はひとつだ”
としてまとめた。また“妻の事情での単身赴任など考えられない”は他の項目と比べて負荷
量が低かったため除外し29項目を作成した。フェイスシートでは,年齢,初産年齢,子ども数,
学歴,就業などを尋ねた。就業については研究２と同様に詳細に尋ねた。質問項目の翻訳は,
日本の大学院において心理学研究経験のある韓国人研究者が行った。 
 配布方法は,韓国は韓国の幼稚園児の母親と大学生の母親に回答を依頼した。幼稚園児の母
親には園から手渡しで配布・回収を行い,大学生の母親にも手渡しで配布・回収を行った。日
本では保育園,幼稚園児と大学生の母親に回答を依頼した。保育園,幼稚園児の母親には園か
ら手渡しで配布し郵送回収を行った。大学生の母親には大学生から手渡しで配布し母親から
の郵送で回収した。日韓それぞれ800名に配布したが,本研究では就業要因の分析を可能にす
るため,分析対象を20歳以上55歳以下に限定した。有効回収率は日本64％,韓国は66％であ
った。本研究の分析対象は日本515名,韓国524名の既婚有子女性となった。 
分析の際に,世代・学歴・就業を連続変数として扱う必要から,次のようにコーディングし
た。年齢を世代要因とするため,20歳代＝１とし,順に 50歳以上＝４とした。学歴は教育年
数から,中学卒業＝１ 高卒＝２ 短大と高専＝３ 大学以上卒＝４ とした。就業は,就業
時間の長さから,無職・退職後無職=1,退職後パート・非常勤（週40時間以下）=2,常勤=3と
した。 
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第３節 結果と考察 
 
1. 調査協力者概要 
 平均年齢は日本36.53(7.11)歳,韓国40.61(7.64)歳であった。韓国の方がやや平均年齢が
高いが,日韓とも,31-35歳が約半数（日本 47.8% 韓国 65.6%）と最も多い年齢構成である。
子ども数は, 日本は１人が34.0％,２人47.8％,３人18.3％,韓国は１人17.7％,２人65.6％,
３人 15.8％,４人 0.8％と,韓国の方が２人にやや集中している。就業は,フルタイムが日本
20.0% 韓国19.5%と同程度であり,ずっと無職と退職後無職（以後,無職）が日本28.7% 韓国
24.4%で大きな違いはない。学歴は,日本は高卒以下（以後,高卒）41.9%,大卒以上（以後,大
卒）22.9%であり,韓国は高卒39.3%大卒28.1%で大きな違いはない。以上のように,本研究で
分析する日韓のサンプルは,年齢構成,学歴,就業状況においてほぼ同じ構成のサンプルとい
える(Table 5-1 )。本研究で韓国データを加えた目的は,日韓の違いを明らかにすることでは
なく,共通の社会文化的文脈を持ち経済的発展の方向性も共通でありつつ,社会の進展の時期
が日本より遅いサンプルを加えることで,社会経済的変動が家族と個人に与える影響を見よ
うとしたものである。この目的から,以降は日韓を統合したデータによって分析を行う。 
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Table5-1 調査対象概要 
 
 
 少子化の主要な要因は, 日本では結婚と出産が密接な関係にあり晩婚化が進んでいること, 
すなわち晩産化にある（内閣府,2004）, との指摘を検討するため,日本と韓国の初産年齢と
子ども数による初産年齢を算出した（Table5-2）。その結果,日本は韓国より有意に初産年齢
が高く(F(1,1009)=32.43 p<.001),また子ども数の主効果も有意だった(F(2,1009)=54.57 
p<.001)。多重比較の結果,初産年齢は子ども数1人,２人,３人の間それぞれが有意で,少子ほ
ど遅いことが明らかにされた。交互作用はみられないことから,この傾向は日韓共通であった。
また初産年齢の分散は韓国の方が小さいことから,結婚適齢期などの家族規範が韓国の方が
強いことが示唆された。 
 
Table5-2  初産年齢 国と子ども数による違い 
 
 
日本 (N =515) 韓国 (N =524)
度数 度数
<平均年齢＞ 36.53(7.11) 40.61(7.64)
　　　　　　　(　)内はSD
数値は度数　　(　)内は%
＜子ども数＞
1人 175(34.0) 93(17.7)
2人 246(47.8) 344(65.6)
3人 94(18.3) 83(15.8)
4人 0(0.0) 4(0.8)
＜就業状況＞
フルタイム 103(20.0) 102(19.5)
無職 148(28.7) 128(24.4)
＜学歴＞
高卒 216(41.9) 206(39.3)
大卒 118(22.9) 147(28.1)
日本平均年齢 子ども数別平均年齢
28.04(4.17) 1 2 3
29.83 (4.51) 27.65 (3.65) 25.72 (3.30) F値
韓国平均年齢 1 2 3 国 子ども数 交互作用
26.29(3.26) 27.89 (4.24) 26.28 (2.89) 24.66 (2.61) 32.43*** 54.57*** .88 n.s.
*** p<.001
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2. 子どもの価値 
(１) 子どもの価値の確証的因子分析 
子どもの価値 30 項目の構造が研究２までと同様の５因子構造となることを確かめるため
に,Amos16.0を用いた確証的因子分析を行った。研究１で行った確証的因子分析と同様に,５
つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け,全ての因子間に共分散を仮定したモデル
で分析を行ったところ,適合度指標は,GFI=.84 AGFI=.81 RMR=.07 RMSEA=.08 CFI=.79であっ
た。許容される値が得られたと判断し,本研究においても研究２までと同じ子どもの価値５因
子を用いて以後の分析を行う。因子間相関を検討した結果＜条件依存＞は,他の積極的価値の
次元と正の関係にあった（Table5-3）。このことから,＜条件依存＞が意味する内容には,親の
側の個人領域維持の条件整備だけでなく,子どもに積極的価値を認めるがゆえの環境整備が
含まれる可能性が示唆される。このことは本研究の重要なテーマであることから,後にさらに
詳しく見ることとする。 
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Table５−３子どもの価値 確証的因子分析結果(標準化推定値) 
 
子どもの価値５次元の平均値について反復測定の検定を行った結果有意で
（F(4,4136)=1121.78 p<.001）,各次元全ての間に有意差がみられた。５次元中最も高いのは
＜自分のための価値＞であった。＜自分のための価値＞が最も高いとの結果は,研究１,２に
おいても一貫して見られた特徴である。 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
年を取った時子どもがいないと寂しい .54
子どもがいると生活に変化が生まれる .44
年を取った時子どもがいると安心 .67
血のつながった存在が欲しかった .69
家庭がにぎやかになる .55
子どもを持つことで夫婦の絆が強まる .63
配偶者が欲しかった .50
子孫を残したかった .66
経済的ゆとりができたので .65
友達が子どもを産んだので .42
自分の生活に区切りがついた .54
夫婦関係が安定した .46
2人だけの生活は十分楽しんだ .51
自分の仕事が軌道にのった .65
周囲に勧められた .53
育児に自信が持てるようになった .64
子どもを育ててみたかった .66
子どもが好きだった .62
子育ては生き甲斐になる .67
子育てで自分が成長する .55
配偶者の子どもが欲しかった .58
女性として、妊娠・出産を経験したかった .57
子を産み育ててこそ一人前の女性 .69
結婚したら子どもを持つのが普通だから .51
次の世代を作るのは、人としてのつとめ .68
姓やお墓を継ぐ者が必要 .53
住宅事情が整ったので .64
よい保育園があったので .53
親が楽しみにしていた .54
子育てを手伝ってくれる人がいたから .51
因子間相関 Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３　Ｆ４ Ｆ５
Ｆ１ .23 .33 .37 .23
Ｆ２ .20 .20 .30
Ｆ３ .29 .18
Ｆ４ .24
Ｆ５
 GFI=.84 AGFI=.81 CFI=.79 RMSEA=.0８ RMR=.07
因子
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(2)子どもの価値と子ども数 
 本研究では,調査対象が20歳代から50歳代と幅広いため,まだ子どもを産み終わっていな
い者の割合が高いことが想定される。しかしながら,子どもの価値は,初産年齢と関連すると
予測され,それは結果としての少子・多子と関連する。そこで,コホート差を排除するため
20-30歳代の子どもを持つ価値と子ども数（１人群＝少子群,３人群＝多子群）による違いか
ら,子どもの価値の妥当性を検討した。少子群は212人, 多子群は66人と偏りが大きいため, 
解釈には慎重であるべきであるが, ＜条件依存＞は有意に少子群が高く（条件依存平均値：
１人群1.90(SD =.54)３人群1.57(SD=.44) t=4.95 p<.01）, これまでの研究と一貫する結
果を得た(Figure5-1)。 
 
 
Figure5-1子ども数と子どもの価値 
 
 この分析は,20-30歳代を対象としており今後子ども数が増える可能性はある。しかし少子
群では＜条件依存＞が有意に高いとの結果は, ＜条件依存＞が高いほど出産年齢が遅いこ
とを示唆している。つまり,＜条件依存＞が高くなるほど, 親自身や子育てのための条件が
整備される時期や, 親の計画したライフスタイルが実現できるような時期を主体的に選択
するため, 晩産になる様子がうかがえる。 
 次に, 初産年齢が子どもの価値によってどう異なるかを, 20-30 歳代を対象に初産年齢
1 
1.5 
2 
2.5 
3 
1人 
3人 
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を目的変数とする重回帰分析から検討した。 その結果,＜条件依存＞と＜社会的価値＞が有
意な変数であった(Table5-4)。 ＜社会的価値＞は負の影響がみられたことから,＜社会的価
値＞の低下が初産年齢を遅らせることが明らかにされた。さらに＜条件依存＞には正の影響
がみられ,＜条件依存＞の上昇が初産年齢の遅れにつながることが明らかにされた。 
 
Table5-4初産年齢を目的変数,子どもの価値を説明変数とする重回帰分析（20—30代） 
 
 
このことから,若い世代における初産年齢の遅れは,＜社会的価値＞すなわち子どもによる社
会的承認の価値の低下と＜条件依存＞の上昇が重要な要因であることが明らかになった。以
上の結果から,研究１から研究３までで検討してきた子どもの価値は,実際の出生行動と結び
ついた価値であることが明らかにされた。 
(3)子どもの価値の日韓差および世代差 
 子どもの価値と生活条件（日韓・世代差）の関連をみるため,子どもの価値の日韓差と世代
差を要因とする２要因の分散分析から検討した(Table5-5)。その結果,国の主効果は子育て支
援以外の次元全てで有意であり,韓国の方が高かった。次に世代の主効果をみたところ,＜社
会的価値＞が40歳代以上群に比べて30歳代以下の世代は有意に低いことが明らかになった。
20歳代は30歳代より平均値は低下しているものの有意差はみられなかった。また,＜情緒的
価値＞は有意傾向で,同じく 40歳代以上の世代に比べ 30歳代以下の世代では低くなる傾向
が見られ,20歳代は30歳代より平均値は低いものの有意差はみられなかった。＜条件依存＞
の世代差は有意ではなかった。 
 
子どもの価値 　(β は標準偏回帰係）
β t
情緒的価値 .10 1.67
条件依存 .12 2.15 *
自分のための価値 -.03 -.54
社会的価値 -.16 -3.01 **
子育て支援 .06 .98
R2 .03
F 4.23 ***
注：　* p<.05 ** p<.01 *** p<.001
R2　は調整済み
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Table5-5子どもの価値 国と世代による違い 
 
 
 ＜子育て支援＞では交互作用が有意傾向で,日本では40歳以上群,30歳代群,20歳代群と世
代とともに低下してくる（平均値：40 歳以上群から年齢順に 1.80(.64 ), 
1.71(.59 ),1.62(.56)）。一方韓国は,1.77(.63 ),1.78( .62 ),1.89( .52 )と上昇しており,
日本と対照的であった。今日でも40代で幼児を持つ母親は晩産であり,日本では就業などに
よる産み遅れによる可能性が高い。一方20代での出産は平均より若く,子育て中心の生き方
である可能性が高い。そのため若い世代ほど＜子育て支援＞の価値が低いのであろう。一方
韓国は,産業の進展が近年急速に進み,女性の高学歴化と社会進出も若い世代で急速に進んだ。
また一方で,離婚率は1990年以降急上昇している(洪,2004)。つまり,若い世代における社会
進出への意欲と婚姻関係の不安定さが＜子育て支援＞につながるのかもしれない。 
(4)子どもの価値の学歴と就業による違い 
 次に,子どもの価値と学歴・就業の関連を,学歴（高卒と大卒）と就業（無職とフルタイム）
を要因とする２要因の分散分析から検討した(Table5-6)。その結果,＜情緒的価値＞には学歴
の主効果がみられ,大卒群の方が低かった。＜条件依存＞＜自分のための価値＞はいずれも有
意ではなかった。＜社会的価値＞は学歴の主効果と交互作用が有意で,フルタイムの場合に大
卒群が有意に低かった。＜子育て支援＞は学歴,就業ともに主効果が有意で,大卒群の方が低
く,また無職群の方が低かった。 
 
 
 
 
 
 
 
日本 韓国 20代 30代 40代以上 国 世代 交互作用
情緒的価値 2.44(.66) 2.71(.65) 2.48(.65) 2.53(.64) 2.68(.70) 27.43 *** 2.55 † 1.06
条件依存 1.72(.52) 1.96(.55) 1.78(.54) 1.84(.54) 1.82(.56) 30.1 *** .38 2.20
自分のための価値 2.79(.72) 2.97(.66) 2.90(.73) 2.83(.72) 2.90(.66) 7.93 ** 1.60 .39
社会的価値 2.14(.71)  2.56(.05) 2.16(.72) 2.21(.68) 2.62(.68) 56.34 *** 34.97 *** .17
子育て支援 1.71(.60) 1.81(.62) 1.70(.06) 1.74(.60) 1.79(.63) 4.62 * .82 2.88 †
注： (　)内はSD である † p <.10   * p <.05 ** p <.01 *** p <.001
国 世代 F値
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Table5-6子どもの価値 就業と学歴による違い 
 
 
 これらの平均値をグラフ化したものがFigure5-2である。どの群においても＜自分のため
の価値＞は高いことがわかる。群の特徴に注目すると,フルタイム高卒群は全ての価値におい
て最も高い得点を示した。それと対照的なのは大卒フルタイム群であり,無職群における学歴
差はほとんどみられない。このことから,学歴による特徴はフルタイムの場合に顕著であると
いえる。これらは研究２と同様の結果であり, 学歴そのものが子どもの価値に影響するので
はなく,学歴が就業の意味に違いをもたらすことにより,子どもの価値に違いが生じることが
示唆される。 
 
 
Figure5-2 子どもの価値 就業と学歴による違い 
 
 
 
高卒 大卒 高卒 大卒 就業 学歴 交互作用
情緒的価値 2.74(.63) 2.44(.61) 2.69(.72) 2.62(.60) .65  5.19 * 2.20
条件依存 2.07(.62) 1.89(.57) 1.88(.59) 1.83(.41) 3.29 †  2.80 † .93
自分のための価値 2.96(.71) 2.82(.72) 2.88(.70) 2.88(.70) .01 .89 .67
社会的価値 2.60(.75) 2.12(.69) 2.38(.75) 2.32(.67) .01    8.93 ** 5.75 *
子育て支援 2.14(.68) 1.74(.55) 1.82(.60) 1.64(.53)   8.32 **    16.04 *** 2.59
注：(　)内はSDである † p <.10   * p <.05 ** p <.01 *** p <.001
フルタイム 無職 F値
1 
1.5 
2 
2.5 
3 
3.5 
フルタイム 
高卒 
フルタイム 
大卒 
無職 高卒 
無職 大卒 
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3. 家族の個人化尺度の検討 
(1)家族の個人化項目の構造 
 研究２までの家族関係観尺度項目を追加・修正した家族の個人化29項目について,全デー
タを対象に,最尤法による因子分析を行った。固有値の減衰状況から3因子および4因子を指
定して因子分析を試み,プロマックス回転を行ったところ,4 因子が最も解釈しやすい因子で
あったことから,4因子に決定した。いずれの因子にも負荷量が.35以下の項目を除外して再
度同様の手続きを繰り返し,Table5-7 の 4 因子に確定した。除外された項目は, 
3.11.12.13.14.16.17.18.22.24.25 だった。第Ⅰ因子は,「夫婦は一心同体」「言葉で言わな
くても夫には私の気持ちがわかる」など,研究１,研究２の＜家族一体＞と同様の項目に高い
負荷がみられた。これらは家族の情緒的一体感や家族に同一視する態度など, 相互依存的家
族関係を意味する項目で構成されることから,＜家族一体＞と命名した。第Ⅱ因子は, 「私自
身の生き方のために必要なお金は惜しまず使う」「高額でも私にとってどうしても必要なら夫
と意見が違っても購入する」「家族と意見が違っても自分の考えで行動する」など,経済や時
間を個人としての自分に使うという個人主義的な資源配分を支持する項目への負荷が高いこ
とから＜個別化＞と命名した。第Ⅲ因子は,「妻や母として以外の生きがいがほしい」「自分
の個性が活かせる家族以外の世界がほしい」という,家族役割以外の個としての生きがいや目
標を希求する内容であることから＜個の希求＞と命名した。第Ⅳ因子は「家族のために自分
のやりたいことを諦めることはない」「私の将来を作るのは家族の都合ではなく私自身の考え
だ」など,個人目標への強いコミットメントとともに,自分を家族に従属する存在ではなく独
立の個人であり,生き方の主体的選択が可能な存在と捉える内容に負荷が高いことから＜生
き方の個人化＞と命名した。信頼性をα係数から検討したところ,.82 .75 .84 .63 と十分な
値であった。 
 家族の個人化の概念規定は研究者によって違いがあるものの, 「集団の規範によってでは
なく, 個人の価値規範,選好基準によって行動や態度を決定する傾向」（篠崎,1996）, 「生活
編成の中心を個人価値の実現におく傾向」（長津, 2007）など価値としての側面と, 行動様式
の変化すなわち生活実態として,家族や夫婦一緒に行われていた行動が個別に行われるよう
になる変化の側面があり,「個別化」と呼ばれる（長津, 2007）。本研究で見いだされた＜生
き方の個人化＞＜個の希求＞は価値の次元に,＜個別化＞は生活実態の次元にそれぞれ相当
する。＜家族一体＞は情緒的一体感ではあるが,その一体感は,妻・母である女性が個として
の自分を抑制して家族に合わせることで実現する価値規範的色彩が強い次元と解釈できる。 
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 Table5-7家族の個人化因子分析（最尤法・プロマックス回転後）  
 
 
 家族の個人化は,＜個別化＞＜個の希求＞＜生き方の個人化＞という個人化志向の因子と,
それらとは独立の＜家族一体＞から構成されることが明らかにされた。＜個別化＞は個人化
の実現であるのに対し,＜個の希求＞は個人目標や個人領域の希求であり,これらは予想通り
異なる因子に分類された。＜生き方の個人化＞は,個人目標追及や個人としての生き方におけ
る自己実現を家族や家庭役割より優先する次元である。ここでいう自分の生き方とは,家族よ
り優先されるほど重要なものであり,その達成が個人にとって重要な意味を持つ目標と解釈
できる。これら３次元は,女性の時間・経済・心身のエネルギーといった個人的資源を優先的
に投入する対象が個人目標志向であることを意味する個人化志向の次元といえる。一方＜家
族一体＞は,家族間の情緒的依存や同一視による心理的一体感を示す次元である。家族への同
一視とは,自分自身の生き方や満足を家族に依存する心理的傾向でもあるため,依存的家族関
係観と解釈できる。個人化志向３次元と＜家族一体＞は負の関係にあることから,＜家族一 
体＞は依存的な家族関係観であり,非個人化志向の因子である。またこの得点の低さは個人主
義的家族関係観を示すものといえる。 
 近年の家族の個人化についての実証的研究では,共通して,個人化が夫婦の情緒的良好さと
は独立であることが報告されている。磯田(2000)は,「家族から邪魔されない自分の時間を持
ちたい」などの個別化項目と,「家庭内のことは何でも夫婦で話し合って決めたい」などの共
同性項目の関係から,これらは１次元ではなく２次元であり,個別性によって共同性が損なわ
因子名(α係数) 項目内容 F1 F2 F3 F4 共通性
家族一体 10．夫婦は一心同体だ .78 .01 .01 -.08 .55
(α =.82) 23．言葉で言わなくても夫には私の気持ちがわかる .72 .11 -.02 -.00 .45
15．夫の喜びが私の喜びだ .67 -.09 -.01 .04 .43
 9．困ったときに一番頼りになるのは、なんといっても家族だ .64 -.12 .03 .20 .40
20．私の問題に一番よいアドバイスを与えてくれるのは家族だ .62 -.07 -.04 .10 .44
 1．夫が言わなくても、夫の気持ちがわかる .53 .15 -.06 -.02 .27
 7．悩み事を安心して相談できるのは家族だけだ .42 .10 -.12 -.12 .27
 2．いつも一緒に行動してこそ家族だ .42 -05 .10 -.22 .26
個別化 29．私自身の生き方のために必要なお金は惜しまず使う .12 .78 -.03 .05 .43
(α =.75)  8．高額でも私にとってどうしても必要ならば、夫と意見が違っても購入する .02 .65 -.06 -.08 .28
28．自分のことや自分の将来のためにお金を使いたい .06 .59 .29 -.04 .49
21．家族と意見が違っても、自分の考えで行動する -.15 .55 -.07 .12 .38
19．家族とは別の、自分の世界を持っている -.00 .37 .07 .11 .22
個の希求 27．妻や母親として以外の生きがいが欲しい -.03 -.04 .94 .03 .59
(α =.84) 26．自分自身の個性を活かせる家族以外の世界が欲しい -.07 .11 .70 -.00 .57
生き方の個人化  4．家族のために、自分の生き方ややりたいことをあきらめることはない .07 -.05 .04 .76 .31
(α =.63)  5．私の将来を作るのは、家族の都合ではなく私自身の考えだ .03 .08 .05 .61 .33
 6．自分のやりたいことをあきらめてでも、家族の期待にこたえる .21 -.13 .13 -.35 .22
因子間相関 F1 F2 F3
F2 -.35
F3 -.30 .55
F4 -.26 .43 .30
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れないような努力が行われると主張している。長津（2007,p37-38）も個人化を “生活編成
の価値原理が個人にあるとする概念”,個別化を “実態としての生活の細分化を捉える概念” 
とする一方,夫婦関係のまとまりを統合として検討し,個人化・個別化と統合を独立の異なる
軸として捉えている。伊藤・相良(2013)は個別化志向と夫婦の愛情の次元が独立の２軸であ
り,ライフスタイルとしての個別化志向が愛情とは独立であることを報告している。本研究で
も同様に,個人化志向３次元と＜家族一体＞は独立の次元であることを示し,家族の情緒的一
体感は持ちつつも,生活実態においては家族に従属しない個人領域を持つライフスタイルが
存在し得ることを示した。 
(2)「家族の個人化」―国と世代による違い  ー
 「家族の個人化」は,伝統的価値観との関連が想定されることから,生活条件である国と世
代を要因とする２要因の分散分析による検討を行った(Table5-8)。その結果,国の主効果は,
＜家族一体＞＜生き方の個人化＞でみられ,＜生き方の個人化＞は日本の方が有意に高く, 
＜家族一体＞は韓国の方が有意に高かった。また,＜個の希求＞のみ世代の主効果が有意
で,30歳群は40歳群より有意に高かった。＜個別化＞＜生き方の個人化＞に交互作用がみら
れたため,単純主効果の検定を行ったところ, ＜個別化＞は日本では20歳代が40歳以上より
低く,韓国では若い世代ほど高かった。＜生き方の個人化＞は日本では若い世代ほど低く,韓
国ではどの年代でも日本より低いものの,若い世代ほど高い傾向がみられた。 
 ＜家族一体＞は日韓差にみられるように,伝統的家族規範に基づく依存的家族関係観であ
る。近年,産業の進展に伴い家族形態の変容が著しい韓国であるが,韓国では近代的家族を形
成しても,伝統的家族原理が維持され（野辺,2007）,「三従」（生家では父に従い,嫁しては夫
に従い,夫の死後は子に従う）の考えが根深く残る（白井, 2005）。日本が韓国より格段に低
いのは,韓国に先じて進んだ社会経済的変動によって伝統的家族規範が弱まり,より個人主義
的家族関係観を持つようになったことによるものと考えられる。 
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Table 5-8  家族の個人化 国と世代による違い 
 
 
（3）「家族の個人化」―就業と学歴による違い― 
 続いて,残る生活条件の学歴と就業を要因とする２要因の分散分析を行った（Table 5-9）。
＜家族一体＞はいずれも有意ではなかった。＜個別化＞は学歴,就業ともに主効果が有意で,
高卒群より大卒群が高く,無職群よりフルタイム群が高かった。＜個の希求＞は学歴の主効果
が有意で高卒群より大卒群が高かった。＜生き方の個人化＞は就業の主効果と交互作用が有
意だった。単純主効果の検定を行ったところ大卒の場合のみフルタイム群が無職群より有意
に高かった(M=フルタイム群2.69(.58) 無職群 2.32(.62) p<.05 )。 
 
Table 5-9 家族の個人化  就業と学歴による違い 
 
 
これらの違いをグラフ化したものがFigure5-3である。 
 
20代 30代 40代以上 日本合計
家族一体 2.55(.62) 2.40(.56) 2.41(.56) 2.43(.57)
個別化 2.31(.64) 2.42(.59) 2.45(.69) 2.41(.63)
個の希求 2.94(.80) 3.03(.80) 2.90(.81) 2.98(.80)
生き方の個人化 2.54(.68) 2.73(.57) 2.80(.57) 2.71(.60)
20代 30代 40代以上 韓国合計 国 年齢 交互作用
家族一体 3.16(.54) 3.13(.53) 3.22(.54) 3.17(.53) 272.76*** 1.51 1.31
個別化 2.54(.54) 2.40(.56) 2.23(.65) 2.33(.61) .00 1.61 6.53**
個の希求 3.08(.76) 3.18(.71) 2.80(.96) 2.99(.86) 1.05 9.44*** 2.34
生き方の個人化 2.39(.56) 2.34(.62) 2.30(.62) 2.33(.62) 52.90*** .88 3.59*
注：(　)内はSD である
日本
韓国 F値
*p < .05  **p <.01  ***p <.001
フルタイム 無職 フルタイム 無職 学歴 就業 交互作用
家族一体 2.80(.67) 2.73(.69) 2.76(.53) 2.98(.60) n.s. n.s. 3.39
個別化 2.45(.63) 2.19(.59) 2.78(.56) 2.43(.58) 16.05*** 18.22*** n.s.
個の希求 2.88(.71) 2.83(.75) 3.30(.70) 3.12(.67) 16.83*** n.s. n.s.
生き方の個人化 2.58(.65) 2.51(.59) 2.69(.58) 2.32(.62) n.s. 8.67** 4.03*
注：（　）内はSD  * p < .05 **p <.01 ***p <.001
高卒 大卒 F値
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Figure 5-3 家族の個人化 就業と学歴による違い 
 
＜個の希求＞＜個別化＞は就業にかかわらず大卒群が高いことが見てとれる。また＜個別化
＞は無職高卒群がフルタイム大卒群と比べて際立って低いことがわかる。つまり,個人化志向
は就業にかかわらず大卒群の方が強く,＜個別化＞は妻自身の自由裁量の経済的資源の有無
によって左右されることが示された。 
 
第４節 研究３−１のまとめ 
 
 以上の結果から,生活条件である学歴・就業による違いは,「家族の個人化」においてより
顕著にみられ, 「子どもの価値」では一部にみられるのみであることが明らかになった。こ
のことは,K-K仮説モデルにおいては家族システム内の並列の要因である子どもの価値と家
族関係観が,実際には階層的であることを示唆している。すなわち,生活条件がまず家族関係
観を変化させ,その家族関係観が子どもの価値を変化させるという階層的構造であることが
うかがえる。そこで,次の研究ではこれらの関係についての検討を行う。 
 
 
 
1	
1.5	
2	
2.5	
3	
3.5	
家族一体	 個別化	 個の希求	 生き方の個人化	
フルタイム 高卒	
フルタイム 大卒	
 無職 高卒	
無職 大卒	
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第６章 
研究 3-2 家族形成の個人化モデルの検討 
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第１節 目的 
 
本研究では,研究１から研究３−１までの結果に基づき,社会経済的変動に伴う生活条件の
変化が,家族関係観である「家族の個人化」を媒介に,子どもの価値を変化させる心理的プロ
セスについて, モデルの生成と検討を行う。 
 研究１では＜条件依存＞＜社会的価値＞に世代差がみられたが,世代差には多様な要因が
含まれる。世代要因のうち,女性の経済的自立と密接に関わる学歴・就業については,研究２
で詳細な検討を行った。その結果, 子どもの価値, 家族関係観のいずれも,フルタイム大卒群
とフルタイム高卒群の間の違いが顕著であることが示された。この結果は,女性の仕事内容や
就業目的には学歴による違いがあり,高学歴でのフルタイム就業には個人としての能力を活
かすという自己実現的目的があるのに対し,高卒では経済的理由による就業が多いことを示
唆するものと思われる。また, 子どもの価値は生活条件よりも家族関係観との関連が強く, 
家族関係観は生活条件による違いが明らかだった。つまり,学歴と就業は,「家族の個人化」
の個人化志向の３次元を媒介に,子どもの価値を変化させているものと推測できる。 
 しかしながら,研究１で世代差のみられた＜社会的価値＞＜条件依存＞には学歴・就業によ
る違いがみられなかった。女性の生き方の世代間の変化には,高学歴化・有職化以外に,社会
規範の変化や女性の働き方や制度の変化,女性の生き方の多様化など様々な変化が関連する
と考えられる。そこで,学歴・就業とともに世代も要因としてモデルに組み込むこととする。 
 また,晩婚化や少子化の要因としては,子育て・教育費用の負担感が常に指摘される。しか
し,どれほどの経済的資源を子育て・教育に配分したいと考えるかは,子どもにどのような価
値を認めるかにより異なると考えられる。つまり＜条件依存＞は,個人化志向による上昇と共
に,積極的価値による上昇も想定できる。そこで,個人化志向が高いほど,また,子どもの積極
的価値が高いほど＜条件依存＞が高くなるという関連を想定してモデルの生成と検討を行う。 
 
第２節 方法 
 
 調査対象,調査時期,調査手続き,調査内容は全て研究３−１と同様である。共分散構造分析
を行うにあたり,学歴は高卒以下,高等専門学校,短大,大学,大学院を教育年数ととらえ,連続
変数として扱った。就業は,無職・退職後無職,退職後パート・非常勤,常勤とし,それらが概
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して就業時間の違いに対応することから,これらを連続変数として扱った。世代は,年齢をカ
テゴリー変数に置き換えずに使用した。分析にはAmos16.0を使用した。 
 
第３節 結果 
 
1. 生活条件および家族の個人化各次元の子どもの価値との関連 
 生活条件および家族の個人化が子どもの価値を規定するプロセスを示すモデル作成のため,
世代（年齢）・学歴・就業および家族の個人化と子どもの価値の相関を検討した(Table5-10)。 
 
Table6-1生活条件および家族の個人化各次元と子どもの価値の相関 
 
 
 年齢・学歴・就業は,＜情緒的価値＞＜社会的価値＞との関連がみられたが,他の価値の次
元との関連はみられなかった。＜家族一体＞は子どもの価値全てと関連がみられた。また,
＜生き方の個人化＞は積極的価値３次元と負の関連がみられた。＜個別化＞は＜条件依存＞
とは正,＜社会的価値＞とは負の関連がみられた。＜個の希求＞は＜自分のための価値＞＜社
会的価値＞と負の関連がみられた。 
 
2. 家族の価値の個人化モデルの検討 
 ここまで見てきた家族の個人化および子どもの価値と生活条件要因の関連をもとに,社会
変動に伴う生活条件の変化が, 伝統的家族関係観である相互依存的家族関係観から相互独立
的・個人主義的家族関係観へと変化させ,それが「自分のため」と「条件依存」を特徴とする
個人主義的子どもの価値へと変化させるという「家族の価値の個人化」仮説モデルを生成し
年齢 .14 *** .06 .04 .34 *** .09 **
学歴 -.11 *** .01 -.04 -.15 *** -.04
就業 -.07 * .03 -.02 -.09 ** .02
家族一体 .32 *** .22 *** .33 *** .29 *** .13 ***
個の希求 -.04 -.04 -.07 * -.07 * -.06
個別化 -.02 .11 *** -.04 -.07 * .08 *
生き方の個人化 -.16 *** -.06 -.10 ** -.19 *** -.02
注：　*p<.05, **p<.01, ***p<.001
情緒的価値 条件依存 自分のため 社会的価値 子育て支援
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た（Figure 5-4）。仮説モデルでは以下のようにパスを仮定した。 
 子ども数は, 家族関係観ではなく＜社会的価値＞＜条件依存＞と関連することが示された
ものの, ＜条件依存＞は世代以外の規定要因が明らかではなかった。ここから, 子どもの積
極的価値が＜条件依存＞と関連するとの仮説を立て, 社会変動に伴う生活条件の変化が, 
「家族の個人化」を媒介に積極的子どもの価値を変化させ,それらが＜条件依存＞を上昇させ
るという構造になるようパスを仮定した。また,＜家族一体＞が子どもの価値全般と関連する
との研究２,３の結果から,＜家族一体＞から全ての子どもの価値へのパスを仮定した。研究
３では,家族の個人化尺度を新たに作成し, ＜家族一体＞以外の下位尺度に学歴・就業による
違いがみられたことから,学歴・就業からこれらの要因へのパスを仮定した。＜家族一体＞は
研究１では世代差がみられたが,研究３では生活条件による違いは見られず,個人化志向の因
子との負の因子間相関がみられたことから,個人化志向から＜家族一体＞へのパスを仮定し
た。研究３の家族の個人化尺度と子どもの価値の相関から,＜社会的価値＞と家族の個人化の
下位尺度全てからのパスと,個別化から＜条件依存＞へのパスを仮定した。＜条件依存＞は,
社会変動との直接の関連がみられないことから,子どもの価値の因子間相関が.20 以上の因
子との間にパスを仮定した。また,家族関係観には,社会変動だけでは説明しきれない誤差相
関があると仮定してモデルに組み込んだ。同様の理由から,子どもを持つ価値にも誤差相関を
仮定してモデルに組み込んだ。 
 学歴と就業は「家族の個人化」の個人化志向３次元に影響を与えると想定し,パスを設定し
た。「家族の個人化」の因子間相関がみられたことから,下位尺度間にも一部パスを仮定し,
個人化志向は＜家族一体＞を低下させると想定して,パスを仮定した。そして,個人化志向が
積極的価値を弱め,＜条件依存＞＜子育て支援＞を高めるとのパスを仮定した。一方,非個人
化志向である＜家族一体＞からは,子どもの価値全体への正のパスを仮定した。学歴・就業・
世代の間には相関関係を仮定し、各変数には誤差を設定したが,Figure 5-4,5-5 では煩雑に
なるため省略した。(Figure6-1)。 
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Figure6-1 家族の価値の個人化仮説モデル  
 
 家族の価値の個人化仮説モデルを検討するために,共分散構造分析を行った。分析の過程で
は,有意ではないパスを消去してモデルを修正し,再度分析を行う手続きを繰り返し,最終モ
デルを算出した。就業から＜子育て支援＞, 世代から＜家族一体＞＜条件依存＞へのパスは
有意ではなかった。有意だったパスについて,最尤推定法で得られた各影響指標の推定値を
Figure5-5 に示した。既述のように,パス解析の適合度指数では,GFIとAGFIは大きな値であ
るほどよく,AGFI は GFI を修正した値であるため GFI より小さな値となる。一般的には.90
より大きいと当てはまりのよいモデルとされる。CFIとNFIは,分析しているモデルが独立モ
デルから飽和モデルまでのどのあたりに位置するかを表す。１に近いほど望ましく.90 より
大きいとよいモデルと言われる。RMSEAは小さいほど望ましく,一般的に 0.05 以下であれば
よいモデル,0.10 以上であればよくないとされる（小塩,2008）。本研究の最終モデル
Figure6-2 の適合度指標は, RMSEA=.05 GFI=.98  AGFI=.96 AIC=197.7  CFI=.98 NFI=.97
であったことから,モデルとデータの当てはまりは良好であると判断した。 
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 参考のため,＜生き方の個人化＞から＜自分のための価値＞への直接効果を追加したモデ
ルを検討したところ,影響指標が有意ではなく,AICの値も上昇したため,Figure6-2を最終モ
デルとした。最終モデルから,社会変動に伴う女性の生活条件の変化は子どもの価値に次のよ
うな影響を与えることが明らかにされた。 
 予想通り学歴と就業は女性の個人化志向を強めていた。個人化志向の強まりは,就業に必要
な＜子育て支援＞の価値を高め,それが＜条件依存＞を高めていた。一方,個人化志向の強ま
りは,＜社会的価値＞＜家族一体＞を低下させ,さらにそれが＜情緒的価値＞＜自分のための
価値＞を低下させていた。また,年齢の直接的影響は＜社会的価値＞のみに見られた。つまり,
高学歴化と有職化という生活条件の変化は,個人化志向を強めることを媒介に,就業環境整備
という意味での＜条件依存＞を高め,＜社会的価値＞は高学歴化と個人化志向からの影響と
ともに,女性の社会的役割拡大や規範の変化などを含む世代要因によっても低下し,個人化志
向によって低下する＜家族一体＞とともに積極的価値を低下させ,晩産化・少子化へと向かわ
せることが示された。 
 しかし,個人化志向が低い場合にも＜条件依存＞は上昇することが示された。すなわち＜家
族一体＞が＜社会的価値＞を高め,＜社会的価値＞は＜子育て支援＞を媒介に＜条件依存＞
を高めるだけでなく,＜情緒的価値＞＜自分のための価値＞の上昇を通して＜条件依存＞を
高めていた。つまり,個人化志向が低い場合には,家族に子育て支援を期待するための＜条件
依存＞や,育児・教育環境整備のための＜条件依存＞が生じることが示された。しかしながら,
＜条件依存＞への＜子育て支援＞からのパス係数の値は＜情緒的価値＞からの２倍以上と大
きいことから,＜条件依存＞の上昇は主として個人化志向の強まりによるものと解釈できる。 
 一方＜自分のための価値＞は平均値が極めて高いことが明らかにされた。晩婚化が進む近
年では, 不妊に悩む女性も増え, 相当なコストをかけて様々な不妊治療が行われている。こ
れは, 自分自身の子どもの出生欲, 出産・子育てを経験したいとの経験欲の例であり, 個人
主義的子どもの価値と言える。このような＜自分のための価値＞は,平均値が高いことに加え, 
個人化志向や＜社会的価値＞と関連がなく, ＜家族一体＞からの影響も小さいことから,生
活条件の変化によっても変化しにくい,子どもを持つ中心的価値であることが明らかになっ
た。つまり,家族機能の縮小と女性の社会的役割拡大が進む状況での出生意欲は,主として, 
個人主義的価値である＜自分のための価値＞によるものであることが示された。 
以上のように,社会変動に伴う高学歴化と有職化は女性の個人化志向を強め,その個人化志
向は家族関係観を生活実態に合致した, より個人主義的家族関係観へと変化させていた。こ
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の個人化志向と家族関係観の変化が中心となり,それが社会的承認および情緒的依存の価値
を低下させる変化と,個人化志向が条件依存を高める変化を引き起こしていた。一方で,個人
主義的価値は平均値が高く個人化志向による影響が小さいことから,今日の子どもの中心的
価値であることが明らかにされた。 
 
第４節  考 察 
 
1. 生活条件の違い（日韓）と家族構造（子ども数） 
 日韓の比較から,日本は韓国より初産年齢が高く,子ども数が少ないことが示された。子ど
も数が少ないほど初産年齢が遅いとの結果は,少子化が初産年齢の遅れと密接に関連する（例
えば 厚生労働省,2013;伊達・清水谷,2004）との主張を支持している。また初産年齢の分散
は韓国より日本の方が大きいことから,社会経済的・文化的文脈の変化によって,子どもの価
値が子ども以外の様々な活動や生き方と比較検討される相対的価値となり,より価値のある
生き方が優先されることにつながることが示唆された。 
 子どもの価値の相対化は, 子どもへの経済的依存・心理的依存の縮小が前提となろう。女
性の経済的自立の可能性や老後の社会保障の整備という生活条件の変化は日本の方が進んで
いる。このことから,これら生活条件の変化は, 家族への経済・生活面での依存の必要性を縮
小することに加え,社会的役割における自己実現の価値を高めるために, 晩婚化・晩産化・少
子化という家族構造の変化を引き起こすものと考えられる。 
 有子女性を対象とした本研究の＜条件依存＞は, 子どもを回避・拒否するわけではなく,
様々な条件整備がなされた状況で子どもを持つことに価値を認める因子と解釈できる。その
ため,＜条件依存＞は子どもの有無ではなく初産年齢の遅れにつながっていた。しかしながら
結果としての少子につながることが明らかになり,＜条件依存＞は少子化の主要な心理的要
因と考えられる。 
 
2. 生活条件と家族システム 
(1)生活条件と個人化志向の関連 
 本研究の結果から,高学歴化と有職化による個人化志向が,相互依存的家族関係観から相互
独立的・個人主義的家族関係観へと転換させる主要な要因であることが明らかにされた。 
 学歴・就業と個人化志向の関連には,高等教育や就業経験による心理的発達の変化が関わる
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ものと推測される。成人期女性の能力の自己評価の調査では,大卒群とフルタイム有職群は社
会で活かせる能力の自負が高く（永久,2008b）,また大卒女性の就業動機の調査では高卒女性
に比べて「知識や技能を生かしたい」（厚生労働省,2009）「適性や能力の発揮」（西川,2001）
が多い。これらを考え合わせると,社会的役割での自己実現を求める個人化志向は,高学歴化
と有職化による社会志向の能力の自負によって強まるものと推測できる。 
 個人化志向３次元への学歴・就業の影響には違いがみられ,＜生き方の個人化＞は就業と 
＜個の希求＞からのパスが有意だった。このことは,「自分がやりたいことを家族のためにあ
きらめたくない」という明確な個人目標が,フルタイム就業や＜個の希求＞によってもたらさ
れることを示している。家庭外での仕事には,収入のみならず達成感や社会的評価が伴い,家
事子育てに比べて多様な刺激がある。社会に活かせる能力への自負が高い女性にとっては,
評価が曖昧なケアを主体とする家庭役割より,明確な目標と努力によって男性と対等に評価
される社会的役割の方が,より能力を発揮できると感じるのではなかろうか。 
 就業から＜個の希求＞へのパスがみられないのは,＜個の希求＞が就業の有無のみによっ
て規定されるのではなく,就業が自己実現的であるか否かが重要であり,それが学歴により異
なるためと考えられる。このことは,＜個の希求＞へのパスが学歴のみ有意で,就業は有意で
はないことの理由でもあろう。学歴から＜個の希求＞へのパスが有意であるのは,例え調査時
点では無職であっても,大卒女性は家庭役割以外に活かせる能力の自負が高いために,それを
活かす場を強く希求しているためと考えられる。＜個別化＞へのパス係数が就業より学歴か
らの方が大きいのも同様の理由であろう。すなわち,大学教育や職業生活では個人としての考
えや価値観が重要視されるため,結果として伝統的性役割規範に沿う社会化が相対化され, 
個人としての自分を活かすことへの関心が強まりそれを肯定する方向へと発達する。本研究
ではこのような発達のありようを、社会が要請する価値を取り込む社会化に対して、自律的
発達と呼ぶことにする。高学歴化が＜個の希求＞を高めるのは、このような, 自己実現や個
人目標達成に動機づけられる心理的志向性が,例え退職し無職になったとしても,その後も女
性の生き方を方向づける軸として機能し続けることの証左と解釈できる。 
 (2)生活条件の変化と女性の発達課題の変化 
 先述のように,就業は明確な個人目標をもたらすが,特に今日の大卒フルタイムの働き方は,
収入,社会的責任,家計への貢献など全般において男性とほぼ対等である。このことは,子ども
を持つことによる社会的承認と社会的役割を持つことによる社会的承認との間に大きな違い
をもたらす。すなわち,子どもによる社会的承認はあくまで「女性として一人前」であるのに
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対し,社会的役割による承認は,男性と対等の個人として「一人前」であることを示すものと
なる。さらに,男性と対等な社会的役割と経済的貢献は,家庭内での夫婦関係も対等にする（柏
木・平山,2003）。ここから考えれば,夫婦間の対等性は,女性性に基づく役割における社会的
承認によってではなく,社会的役割における社会的承認によって実現されるものであり,対等
な夫婦関係実現において社会的役割はより重要であろう。 
 柏木は,女性の社会的役割の拡大と家庭役割の縮小が,女性の発達課題を変化させるとの仮
説を提出している（柏木,1999;2008）。発達課題とは,その達成により社会からの承認が得ら
れるような課題, すなわち, 個人が幸福に生きるために達成すべき課題である。多子短命で
社会保障制度が整備されておらず, しかも女性が経済力を持てなかった世代では, 妻・母と
いう女性性に基づく役割が, 社会的要請としても個人の安寧・幸福を保障するものとしても
発達課題として強調された。しかし, 少子・長寿命になり, 女性も社会的役割を担い経済力
を持てる世代では, その発達課題は変化している。女性の高学歴化は, 高学歴の労働力を必
要とした社会の要請による変化であり, 高学歴女性は社会的役割の中で, 女性性ではない個
人としての能力を活用し評価される経験をする。このことは結果として, 女性の「心」を変
え, 女性性以外の個人としての自分や目標への関心を強めることになる。 
 「家族の価値の個人化モデル」における, 高学歴化・有職化による＜生き方の個人化＞の
上昇と＜社会的価値＞の低下は,自らの能力や価値志向に基づく社会的役割遂行が、その後の
幸福や社会的承認においてより重要になったために,女性性に基づく家族役割による発達課
題達成の価値が低下したことを示している。つまり子どもの価値の相対化は, 女性の発達課
題として, 女性性に基づく社会的承認を得るための発達課題を志向するのか個人としての承
認を得るための発達課題を志向するのかが,個人の能力や価値志向によって選択されるよう
になったという変化,すなわち発達課題の個人化と解釈できる。 
 ＜家族一体＞＜社会的価値＞の低下は,＜情緒的価値＞の低下にもつながる。＜情緒的価 
値＞は子どもを情緒的依存対象とする価値であるが,子どもからの情緒的サポートの質は,家
族の物心一体感に左右されるであろう。さらに,個人主義的家族関係観を持つと,子どもへの
サポートの期待は,それを当然とする捉え方から子どもの生き方の拘束になるとの捉え方に
変化するのではなかろうか。また,学歴が高いほどネットワークにおける親族の割合が低い
（原田,2012）との報告のように,高学歴化や家庭外での就業は,家庭外の人的ネットワークを
拡大するため,子どもへの情緒的依存を低下させるものと考えられる。 
 発達課題には,その失敗が次の段階の発達を困難にするとの意味がある。＜社会的価値＞が
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＜情緒的価値＞と密接に関連するのは,家族への依存の必要性が大きいほど,依存対象の獲得
がその後の人生を左右する絶対的価値を持つことを示している。すなわち,依存対象獲得によ
る「一人前」の承認である。しかし,高学歴化とフルタイム有職化により家族への依存の必要
性が減少すると同時に,社会的役割における自己実現の重要性が増し＜生き方の個人化＞が
強まると, 依存対象を獲得する価値は低下し, さらに個人目標実現のための＜個別化＞の重
要性が増すため,それを可能にする方略としての＜条件依存＞が上昇する。すなわち, 高学歴
化・フルタイム有職化により家族の個人化志向が強まり, それが子どもの価値の相対化を進
めるということができよう。 
 一方,＜自分のための価値＞は得点自体が極めて高く,しかも女性の社会進出や個人化志向
の影響が小さい,子どもを持つ中心的価値といえる。＜自分のための価値＞は積極的価値の中
でも他の２次元とは価値の方向性において違いがある。それは,子どもへの関心,好奇心や経
験欲という,親自身の欲求充足の価値であり,個人主義的価値と言うことができる。したがっ
てこの価値は,子ども以外によっては充足され得ないために,生活条件の変化や個人化志向に
よる影響を受けにくいものと考えられる。 
(3)発達課題達成方略としての＜条件依存＞ 
 成人期女性は複数の役割を持つが,主要な役割は,妻役割・母親役割・社会的役割である（伊
藤, 1999）。それらの役割はいずれも,よりよい達成にはより多くの個人的資源の配分を必要
とする。 
 ＜条件依存＞は個人化志向と非個人化志向双方との関連が示された。このうち個人化志向
との関連は,社会的役割遂行のための条件整備と考えられる。既述のように,自尊の根となる
ほどの社会的役割には多くの個人的資源投入が求められる。一方で,性別分業や母性愛信奉
（江上,2005）が強い日本では,母親役割には多くの個人的資源投入が必要との予測を持つで
あろう。また日本では,欧米の夫婦中心家族に対して, 親子中心家族であるため（柏木,2014）,
出産・子育ては夫婦に性別分業を促し, 夫婦の親密性と併存しにくいものとなっている。こ
のように,複数の役割への個人的資源配分が求められる状況において,自らの発達課題を達成
するには,いずれかの役割を選択し,そこへの個人的資源の集中が必要になる。 
 個人的資源は有限であるため,社会的役割,妻・母役割を自分の生き方に織り込む方略とし
ては,３役割を並行させず,社会的役割と妻への資源投入終了後に母になるという「優先順位
方略」と,子育て支援の活用などより母親役割への個人的資源投入を節約し,その個人的資源
を社会的役割に配分することで並行させる「資源配分方略」があると考えられる。この意味
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で,生活にゆとりができてから産む,先に自分の生活に区切りをつけてから産むなどの＜条件
依存＞は,発達課題達成のための「資源配分方略」と解釈できる。少子化の主たる要因と言わ
れる晩産化は「優先順位方略」であり,個人化志向から＜条件依存＞への直接のパスにみられ
る関係と考えられる。一方,育児協力のための「近居」の増加（北村,2006）や少子の選択は,
＜子育て支援＞を経由するパスにみられる関係で,仕事と子育てを並行させるための「資源配
分方略」であると考えられる。いずれの方略にせよ,子ども・子育てへの資源投入は,社会的
役割を優先,あるいは子育ての資源が節約される方向にあり,個人化志向が進むほど資源投入
対象としての優先度が低下していくことが読み取れる。 
 つまり,個人化志向が高い女性は,社会的役割を発達課題として重視するために,子育てへ
の資源配分を節約し個人目標への資源配分の維持・拡大を求めるものと解釈できる。この傾
向は,大卒の若い世代ほど子育ての肯定意識が低下し否定的感情が高まるとの知見（大日
向,1988）や,大卒の子育て専業の母親はフルタイムの母親よりも否定的生活感情が高いとの
知見（永久,1995）とも合致する。つまり, 大卒で個人化志向が強い女性が, 子育てに個人的
資源のほとんどを投入せざるを得ない状況になると, 社会的役割における発達課題達成が困
難になるために, 子育て感情が否定的になるものと解釈できる。 
 一方,個人化志向が低い場合には＜社会的価値＞を媒介に,親に子育て支援を期待するため
の＜条件依存＞や,情緒的依存を媒介に育児・教育への十分な資源配分を可能にするための 
＜条件依存＞が上昇することが示された。女性の就業率が高い今日では,個人化志向が低い場
合には,親による子育て支援のための＜条件依存＞が上昇すると考えられる。また,個人化志
向が低く子育てが自分自身の目標となる場合には,習い事や塾などによる教育費が増えると
推測できる。そのため個人化志向が低い場合には, 子育て・教育環境整備としての＜条件依
存＞が上昇するのではなかろうか。 
 しかし既述のように,＜条件依存＞は＜子育て支援＞からのパスが最も強いことから,社会
的役割との両立のための方略としての意味合いが強いものと考えられる。 
(4)世代差を解釈する２つの視点—社会変動の視点と発達的視点— 
 女性の労働市場への参加と社会的役割の拡大は若い世代ほど進むことから, 「家族の個人
化」は若い世代ほど進むものと期待されたが,世代要因と個人志向との明確な関連はみられな
かった。このことは,個人化志向は世代が若いほど強まるように見えるが, その真の要因は女
性の高学歴フルタイム就業の拡大であることを示している。その点でこの結果は, 研究２の
同一コホートを対象とした研究で, 大卒フルタイムは最も個人化志向が強く＜条件依存＞が
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高いという結果と一致している。 
 別の見方として,社会経済的変動の文脈から考えることも必要かもしれない。女性の経済的
自立は,日本では1980年代後半の男女雇用機会均等法の施行,韓国でも1980年代後半の男女
雇用平等法の制定とそれ以降の改定という制度の整備に負うところが大きい。しかしながら
社会経済的変動には,女性の社会的役割の拡大方向だけでなく,長期的な景気の停滞による逆
の方向性も含まれる。日本では1980年代以降女性の社会進出が進んだが,1991年にいわゆる
バブル経済が崩壊し,その後長期間の景気後退が続き,大卒であっても不本意な仕事に就かざ
るを得ない時代に移行した。また日本では,＜個別化＞＜生き方の個人化＞ともに20歳代群
が低いが,調査対象地域の平均初婚年齢が29歳前後であること（厚生労働省, 人口動態統計
年報,2009）を考えると,20 歳代での出産は早婚といえる。つまり,仕事へのコミットメント
が弱く社会的役割がもたらすものがさほど魅力を持たない就業内容である場合には, 学歴に
かかわらず個人化志向が弱まる可能性もある。 
一方韓国では,1995年に制定された「女性発展基本法」以降,男女共同参画への取り組みが
進み,同世代のコホートでも日韓で異なる職業生活を経験している。“私自身の生き方のため
に必要なお金は惜しまず使う”などは,経済的見通しが明るい場合の方が積極的になろう。ま
た,“家族のために自分の生き方ややりたいことを諦めることはない”という仕事への執着は,
自分の能力を発揮できる仕事に就いている場合の方が当然強いであろう。すなわち,個人化志
向の方向性に違いがある日韓の若い世代の数値を平均化しために,世代の効果が相殺された
のかもしれない。 
  
3. 家族システム（子どもの価値）と家族構造（子ども数および初産年齢）の関連 
子どもの価値と子ども数・初産年齢との関連では,少子群で＜条件依存＞が高く,初産年齢
は＜条件依存＞の上昇＜社会的価値＞の低下と関連することが明らかにされた。分析対象が
20-30 歳代であることから今後追加子ども数がある可能性があるものの,この結果は,少子が
初産年齢の遅れによるものであり,＜条件依存＞が密接に関連することを示している。 
＜社会的価値＞の低下と＜条件依存＞の上昇は,先述のように,子どもによる女性として一
人前と承認される価値の低下と, 子育てへの資源配分節約のための条件整備の価値と考えら
れる。子どもは結婚の最大の利点であるとの報告や（国立社会保障・人口問題研究所,2011）, 
＜自分のための価値＞の高さにみられるように,晩産化・少子化の今日でも,女性の子どもへ
の個人的関心は高い。しかしながら,フルタイム就業には多くの資源配分が求められ,子ども
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にも仕事にも同時に多くの資源配分を行うことは不可能である。より多くの満足が得られる
社会的役割に資源を集中的に配分するには,子どもへの資源を節約できる条件の整備が必要
になる。 社会や家族のための子ども（柏木,2001）であれば,その社会が決めた時期により多
く産むことで承認が得られるが, 自分のための子ども(柏木,2001)になると,時期や人数も自
分の人生設計に合わせて選択可能になる。子どもと仕事など社会的役割から得られる満足を
最大化するための方略としての時期と人数の選択, これが＜社会的価値＞低下＜条件依存＞
上昇による,初産年齢の遅れと子ども数減少の理由であると思われる。 
 
第５節 研究３−２のまとめ 
 
以上から,生活条件の変化が子どもの価値を変化させるプロセスは,高学歴化・有職化によ
って強まる社会的役割の重要性と「家族の個人化」,その結果弱まる依存的家族関係観を媒介
とすることが明らかにされた。つまり,生活条件が家族システムにおける家族の人間関係を変
化させ,それが子どもの価値を変化させるという心理的プロセスが示された。また＜社会的価
値＞＜条件依存＞の変化は,家族変動の中核的変動であることが明らかにされた。 
 一方, 家族の価値の個人化モデルにおいて,＜生き方の個人化＞を強める要因と予想され
た学歴は,予想に反して有意ではなかった。同様に,個人化志向は若い世代ほど強まると予想
されたが,世代要因は＜社会的価値＞のみ有意な関連があり,他の次元には有意な関連を持た
なかった。また,研究２でみられた高学歴フルタイム群における＜家族一体＞の低下は,研究
３ではみられなかった。おそらくこれらの理由は,研究３には伝統的家族観が強い韓国サンプ
ルが入っているためと思われるが,これらの関連については今後さらに検討が必要である。 
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第Ⅳ部 生活条件—発達課題の志向性—家族の価値の
変動に関する質的研究 
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第７章 研究４-1 生活条件と家族の価値の関連 
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第１節 目 的 
 
 研究３では,生活条件の変化によって,家族の個人化を媒介に,子どもの価値が変化する様
相が明らかにされた。しかし,今日の少子化は未婚化や晩婚化による晩産化が主たる要因とさ
れていることを考えると,子どもの価値は結婚の価値に内包されている可能性が高い。今日で
も,日本は婚外子が少なく,子どもは婚姻関係の中で持つべきであるとの規範が強く,結婚し
たら子どもを持つべきとの意識は減少傾向とはいえ70%以上が持つ。また,子どもは,結婚の
重要な目的である（国立社会保障・人口問題研究所,2011）ことを考えれば, 子どもは結婚を
選択する時点で既に考慮・選択されていると推測できる。また結婚後には,配偶者やその家族
からの「結婚したら子どもを持つのが当然」との圧力があり得ることを考慮すると,家族形成
の選択の自由度は,子どもを産む際よりも,結婚に際しての方がより大きいと考えられる。つ
まり,家族の価値は,結婚選択時により端的にみられるものと思われる。 
 研究１から研究３において,子どもには積極的価値だけでなく母親の生き方の拘束として
の側面があり,それゆえに個としての生き方の維持可能な条件整備がなされた状況での子ど
もに認める価値,という消極的価値の存在が見出された。結婚は女性にとって生き方の制約を
伴うことから,結婚と子どもには,家族に共通の積極的価値と消極的価値があるものと予想で
きる。 
そこで本研究では,家族の価値の構造を,結婚の価値と子どもの価値から検討する。そして,
社会経済的変動に伴う生活条件の変化と家族の価値の変動との関連について,研究３で得ら
れたモデルに沿って質的検討を行い,生活条件の変化がどのようにして家族の価値を変動さ
せるのかについて,より詳細な考察を行うことを目的とする。 
 
第２節 方 法 
 
1. 調査協力者  
  調査目的が結婚の選択であることを説明した上で,知人に紹介を依頼した。依頼内容は,年
齢範囲と既婚であること,結婚についてのインタビューであることを承諾済みであることで
あった。年齢範囲は70歳代-20歳代を対象とし,46名に面接を行ったが,本研究では目的に従
い,70歳代1名,60歳代１名,50歳代4名,20歳代2名,30歳代1名の合計9名 を分析対象
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とした。以降の分析では,70歳代と60歳代を第１世代,50歳代を第２世代,30-20歳代を第３
世代と呼ぶ。 
 
2. 調査手続き 
 2011年2月から11月にかけて個別の面接調査を行った。面接は協力者が指定する場所（喫
茶店など）で,筆者が実施した。調査開始前に調査の趣旨と録音や結果の公表についての同意
を得た上で内容を全て録音した。まず,年齢や結婚年齢,父母の年齢,学歴,きょうだい関係な
どについての調査用紙に回答を求めた後,全員に共通する質問を行った。面接は１人約1時間
から1時間半,半構造的面接方法で行い,必要に応じてさらに詳しく話してもらい,面接後に
逐語録を作成した。 
 
3. 調査内容  
 全員に共通の質問内容は以下の通りである。      
①独身の頃の生活,および,その頃結婚とはどのようなものだと思っていたか ②結婚しよう
と思ったのはどのような理由からか ③結婚するとできなくなることがあると思ったか,ど
んなことはできなくなりそうだと思ったか ④その相手と結婚することを決めたのはどうい
う理由からか ⑤その相手より前に交際していた人はいたか,その人と結婚しなかったのは
どういう理由からか ⑥同棲についてどう考えるか ⑦結婚時の仕事についてどう思ってい
たか ⑧結婚時に,将来の仕事についてどう考えていたかである。 
その他,属性・家族構成などは調査用紙にて回答を求めた。 
 
第３節 結 果 
 
１. 結婚価値カテゴリーの生成 :分析方法 
 質的データの分析方法には様々なものがあるが,手続きが最も体系化されていることから,
グラウンデッド・セオリ ・ーアプローチ（Strauss & Corbin,1990 南監訳,1999）（以降,GTA）
に準拠して行った。具体的には以下の手順で分析を進めた。①逐語録から結婚に関連する部
分を抜き出し,内容ごとに切片化した。②切片化したデータの意味を解釈し,それを概念ラベ
ルとして用い,切片化したデータのラベル名とした。③カテゴリー生成：まず70―60歳代2
名のデータについて,②で得られた概念ラベル同士を比較し,似た内容同士をまとめ,そのま
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とまりに名前をつけてカテゴリーを生成した。同一カテゴリーの中に,異なるレベルや異なる
方向性などさらなるまとまりがみられた場合には,サブカテゴリーを作成した ④カテゴリ
ー同士を比較し,内容的にさらに上位のまとまりがみられる場合には,カテゴリー・グループ
（Ｃ・Ｇ）を作成した ⑤カテゴリーの精緻化：新しいデータを追加するごとに,既存のカテ
ゴリーによるそのデータの説明を試み,困難な場合には新たなカテゴリーを生成した。また,
既存のカテゴリーを統合,分解することで新たなカテゴリーを生成することで説明できる場
合には,カテゴリーの再編成を行った。その結果,Ｃ・Ｇを変更する方がよりよく説明できる
と判断した場合には,Ｃ・Ｇの変更も行った。この手順を50歳代4名について行い,次に20
歳代2名のデータを追加して行った。⑥新たに30歳代1名のデータを追加して,既存のカテ
ゴリーの修正,追加の必要がないと判断されたところで分析を終了とした。⑦生成されたカテ
ゴリー間の関連から,「女性の就業はどのようにして結婚の価値を変化させるのか」について
考察を行った。 
調査協力者のプロフィールと切片化したデータ数はTable 7-1の通りである。 
 
Table7-1調査協力者プロフィールと切片化データ数 
 
 
 
 
対象者 年齢 きょうだい 学歴 結婚年齢 結婚時の職業 結婚時の仕事の見通し 切片数
(調査時） 　仕事への思い
第 70a 79 3人姉妹の長女 高校 24 自営 家業を継続 47
1 家業を継ぐ責任がある
世 70b 65 兄と妹 専門学校 24 看護師 一時退職しても復帰可能 30
代 ずっと働ける職場
第 50c 52 兄と妹 大学 26 一般職 子育て一段落後に再就職 41
2 長く働けるし面白い
世 50d 52 2人姉妹の長女 大学 25 一般職 専業主婦 43
代 長くやる仕事ではない
50e 59 兄2人姉1人 大学 29 一般職 子育て一段落後に再就職 63
長く働けるし面白い
50f 56 なし 大学 27 一般職 専業主婦 52
同僚も後輩も寿退社
第 20g 26 なし 大学 24 一般職 子育て一段落後に再就職 80
3 仕事を変わりたい
世 20h 29 姉 大学 27 一般職 子育て一段落後に再就職 39
代 今やめても惜しくない
30i 31 妹 大学院 28 専門職 結婚出産後も継続 34
やっとここまできた
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2. 分析過程:既婚女性における結婚価値カテゴリー析出のプロセス  
 GTAではデータ収集と分析が同時並行で行われ,それを１ステップとする。本研究では,世
代を基準とする３ステップで分析を行い,ステップが進むごとに若い世代のデータを増やす
形で分析を進めた。 
(1)ステップ１：第１世代（60-70歳代）２名からのカテゴリー生成 
これ以降, [ ]はＣ・Ｇを示し『  』はカテゴリー「  」はサブカテゴリ ,ー 
“    ”は概念ラベルを示す。 
＜目的＞ 女性の就業が困難だった第１世代の結婚の価値の生成を行い,結婚の価値を生活
条件との関連から理解する。 
＜結果＞ 2名のデータから生成した概念ラベルから,以下の20のカテゴリーと５つのＣ・
Ｇが生成された(Table6-2)。①『親も知り合い』『縛られない生活』『姑に仕える不安』『安
定した生活』のカテゴリーからＣ・Ｇ[安心できる生活]を生成した。②『結婚による経済的
安定』『経済的に自立可能』からＣ・Ｇ[経済的基盤]を作成した。③『自分の家族を築ける』
『成長の契機としての経験』『家庭役割をもつ』『結婚意欲』『生活の変化の不安』からＣ・
Ｇ[経験と成長]を生成した。④『親孝行』『適齢期規範』『周囲に独身が多く焦らない』『結
婚規範』『子どもを産む役割』『親への責任』『結婚したら戻れない』からＣ・Ｇ[結婚規
範と社会的価値]を生成した。『適齢期規範』には「適齢期に結婚が普通」「年齢にこだわ
らない」を生成した。『結婚規範』には「結婚が当然・普通」「いい人がいれば結婚」を生
成した。『親への責任』には「親の面倒をみる責任」「家業を継ぐ責任」を生成した。⑤『仕
事はまた見つかる』『独身は充分楽しんだ』からＣ・Ｇ[個人領域との折り合い]を生成した。 
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(2)ステップ２：第２世代(50歳代)４名のデータ追加によるカテゴリーの精緻化 
＜目的＞ 第２世代が社会に出た時期は,女性の就労が可能になるものの,まだ経済的自立
は一部の女性に限られる移行期の世代である。この第２世代のデータを追加してカテゴリー
の精緻化を行う。 
＜結果＞①[安心できる生活]の『親も知り合い』には,“実家の親も大事にしてくれる”が
追加されたため,『自分の親も含めた家族になれる』に修正した。『縛られない生活』は,“自
分の意見を聞いてくれる”“したいようにさせてくれる”“自分を支えてくれる”が追加さ
れたため『自分を尊重してくれる』に修正した。『安定した生活』には“安定した関係がも
てる”“信頼できる関係がもてる”が追加されたため『安心できる関係』に修正した。“自
然な自分でいられる”などから成る『居心地のよさ』,“頼りがいがあって安心”などから成
る『頼れる人ができる』,『結婚しないと将来孤独』が新たに追加された。カテゴリーの修正・
追加に伴い,Ｃ・Ｇ名を[情緒的価値]と修正した。②[経済的基盤]の,『結婚による経済的安
定』に「女性には経済力がない」と「相手の経済力への安心感」を生成した。③[経験と成
長]：新たに『子どもを持てる』『新しい生活』を生成した。「子どもを産む役割」は,新た
に生成した「子育てがしたい」とともに『子どもを持てる』のサブカテゴリーに変更した。
『家庭役割をもつ』のサブカテゴリーに「家事育児は女性の役割」,家事育児への積極的態度
の「家事育児は自分が引き受ける」,「家事育児は夫と分担したい」を生成した。「新しい生
活への期待」「生活の変化への消極的態度（『生活の変化の不安』を統合）」「相手の経験
や成長の同一視」から構成される『新しい生活』を生成した。『生活の変化への不安』には
“生活に満足していたので結婚で生活を変えたくない”を加えたため,「生活の変化への消極
的態度」に修正し,『新しい生活』のサブカテゴリーとした。「結婚・子育てで成長する」「親
のようになれる」「親からの自立」が生成されたため,『成長の契機としての経験』のサブカ
テゴリーとした。『結婚意欲』は“結婚したいという気持ちがある時に出会った”などのラ
ベルが生成されたため,「結婚のための恋愛」と修正し『恋愛結婚』に変更した。また,“好
きな人との生活”“結婚は責任のある関係”“相手に切望された”などから構成される「恋
愛のゴール」を新たに生成し,『恋愛結婚』の下位カテゴリーとした。 ④[結婚規範・社会
的価値]では,『適齢期規範』に「結婚できない不安」を生成した。また, “親からの結婚圧
力”を新たに生成された “親からの結婚期待”と統合し『親からの結婚期待』を生成した。
『周囲に独身が多いと焦らない』に「周囲の結婚退職で焦る」を統合して再編成し『友人の
結婚』を生成した。⑤[個人領域との折り合い] には,”結婚退職してもまた働ける”など
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仕事と両立できる結婚に価値があるとするラベルが生成されたことから,『仕事をするなら職
住接近』を統合して再編成し,『仕事との両立しやすさ』を生成した(Table7-3)。 
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Table7-3 第１−２世代の結婚の価値カテゴリ  ー
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（前ページより続く） 
 
 
(3)ステップ３：第３世代（20歳代）データ追加によるカテゴリーの精緻化(Table 7-4) 
＜目的＞ さらに若い第３世代のデータ追加によるカテゴリーの精緻化と洗練を行う。 
＜結果＞ ①[情緒的価値]：『頼れる人ができる』に「頼りがいのある人に頼れる」「二人
で支えあえる」を生成し,『結婚しないと将来孤独』をサブカテゴリーに変更した。『居心地
のよさ』に「姑にいじめられる不安」「居心地よく楽しい」を生成した。『自分の親も含め
た家族になれる』は, “嫁に行くのではなく一緒の家族になる” “お互いの家族と一緒に
やっていける”を追加したため「お互いの家族になれる」に修正し,[結婚規範・社会的価値]
に変更した。②[経済的基盤]には,“何かの時には自分も働いて家族を支える”が生成され
たため『経済的責任の共有』を生成した。③[経験と成長]には,カテゴリ ,ーサブカテゴリー
の修正・追加・再編はなかった。④[結婚規範と社会的価値]では,『結婚規範』に「いつか
はするだろう」を生成した。これは既存の「いい人がいればするし,しなくてもかまわない」
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よりも結婚へのコミットメントが低いサブカテゴリーである。『結婚したら戻れない』に,
新たに生成した「結婚してから同居」「子どもは結婚してから」を統合してカテゴリーを再
編成し『けじめとしての結婚』を生成した。また,『お互いの家族になれる』は『結婚したら
戻れない』と共に実家との関係についての内容であることから,このカテゴリーのサブカテゴ
リーに変更した。『適齢期規範』に「目安としての適齢期」を生成した。『友人の結婚』は,
“親戚に未婚がいないので結婚するのが当然だと感じる”を生成したため,「友人・親戚が基
準」に修正し『適齢期規範』のサブカテゴリーとした。⑤[個人領域との折り合い]には,“（や
りたかった仕事はひととおりやったので）今仕事を辞めてもそんなに惜しくない”が追加さ
れたが,遊びや恋愛が中心の『独身は十分楽しんだ』とは内容が異なるため,『目標を達成し
てから結婚』を追加した。また『仕事との両立の可能性』には,「両立してきた母親がモデル」
「資格や制度による見通し」が生成された。『自分が尊重される』には「働くかどうかを自
分で選べる」が生成された。働くかどうかの選択も自分の考えが尊重されることではあるが,
他の事柄と異なり家庭内で個人領域を持つことの尊重と解釈できることから,「したいように
させてくれる」は[情緒的価値]から[個人領域との折り合い]に変更した(Table7-4)。 
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Table7-4 第１−３世代の結婚の価値カテゴリ  ー
 
C・G カテゴリー サブカテゴリーと発言者 概念ラベルの例と発言者
安定した関係 信頼に基づく安定した関係 70a 真面目でよく働く
情緒的価値 70a 50e 安定した関係がもてる
50c  50e50f 50c 安心できる関係がもてる
20g 20h 50e 信頼できる関係がもてる
20g 結婚生活が破綻しなさそう・浮気をしなさそう
20h 長続きする関係
頼れる人ができる 頼りがいがある人に頼れる 50f 頼りがいがあって安心・守られて生きられる
50c 50d  50f 50d 引っ張って行ってくれる
二人で支え合える 50e 二人で支え合える
50d 50e 50d 一人で生きていくのは大変
結婚できないと将来孤独 20g 一人っ子なので両親が死んだら一人になる
50f 20g 50f 一人っ子なので結婚できないと将来孤独
姑にいじめられる不安 70a 姑にいじめられる不安
居心地のよさ 居心地よく楽しい 20h 自然な自分でいられる
50c 居心地がいい
50c 50e 50e 一緒にいて楽しい
20g 20h 30i 20h 好きすぎると疲れるから結婚できない
20g 自分の家族と似た雰囲気
20h 相手が自分の友達とも仲良くできる
結婚による経済的安定 女性には経済力がない 70a 女性は長くは働けない
経済的基盤 70a 生活の安定が優先
70a 50d 50d 結婚は永久就職
50d 女性は経済力がない
相手の経済力への安心感 50d 経済的にはなんとかなる
50c 3高だった
50c 50e 50f 50e 一流企業に勤めていた
20g 20h 30i 20h 正社員だからアルバイトよりはいい
経済的自立 70b 70b 一生一人でも食べていける
経済的責任の共有 20g 何かの時には自分も働いて家族を支える
 20g 20h 30i 30i 二人で働いて家計を成り立たせる
自分の家庭を築ける 70b 自分の家族を作れる
70b 50d 自分の家族を築き上げていく
50c 50d 50e 50f 50c 相手が親から自立している
30g 30h 50e 問題があっても積み上げていく生活
子どもを持てる 子どもを産む役割 70a 子どもを産むのは女性の役割
70a 男子を産む価値
子育てを経験したい
50c 50f 50c 子どもを持ちたい
20g 20h 20g 子育てがしたい
家庭役割を持つ 家事育児は女性の役割 70a 家事育児を女性がやるのは当然
70b 50f 50f 家事育児は自分が引き受ける
家事育児は自分が引き受ける 50d 家族を支えることが自分のステイタス
50d  50e 20g 20h 50e いずれは家事は自分がメインでやっていく
20h 家事育児を自分が引き受けることにポジティブ
経験と成長 家事育児は夫と分担 50c 夫は家事を自分でできる人
50c 30i 30i 家事・育児は分担
新しい生活・経験 新しい生活・経験 70b やったことがないことはする方がいい
70b 50d 今の生活を変えられる
50d  50f 50d  新しい場所で生活できる
20g 20g 仕事を変えられる
相手の経験や成長を同一視 50d 50d 自分ができない経験を聞き疑似体験できる
生活の変化への消極的態度 70a 外に嫁に行くより実家の方が気楽
70a 50e 50e 生活に満足していて結婚で生活を変えたくない
成長の契機としての結婚 結婚・子育てで成長する 50c  50c 結婚・子育てで成長する
親のようになれる 50e 仲のいい両親のようになりたい
50c 50d 50e　50f 50c 仕事と子育てをした母のようになりたい
20g 20h 20h 仕事と子育てを両立した母が目標
親からの自立 50d 結婚で親から自立する
50d 50d 結婚で自分の経済をもてる
20h 30i 30i 結婚で実家を出られる
恋愛結婚 恋愛のゴール 50d 好きな人と一緒に生活したい
50c 50d 50e 50f 50e 相手と深く仲好くなれる
20h  30i 50d 遠距離の好きな人と一緒にいる手段
30i 相手の熱意に押された
結婚のための恋愛 50c 結婚したいという気持ちの時に周囲にいた
50c 50d 20g 20g 結婚前提でしか付き合わない
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（前ページより続く） 
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(4)ステップ４：30歳代専門職のデータによるカテゴリーの検討 
 新たに30歳代専門職のデータを加えたところ,ここまでのカテゴリーとサブカテゴリーで
説明が可能であったことから,これらのカテゴリーとサブカテゴリーは,既婚女性における結
婚の価値のカテゴリーとして有効な枠組みであると判断し分析を終了した。 
 既存の結婚の利点の調査で用いられている項目（国立社会保障・人口問題研究所,2011）と
比較すると,「精神的安らぎの場が得られる」「経済的余裕が持てる」「子どもや家族を持て
る」「親や周囲の期待に応えられる」「社会的信用を得られる」「親から独立できる」「愛
情を感じている人と暮らせる」「生活上便利になる」「性的充足を得られる」であり,これら
は本研究のカテゴリーとサブカテゴリーにほぼ含まれる。 このことから,本研究の結婚の価
値カテゴリー・グループとカテゴリーは, 一定の妥当性のあるカテゴリー・グループとカテ
ゴリーであると判断した。 
 
第４節 考察 
 
１. 析出された結婚価値カテゴリーの特質と世代の特徴 
 生成されたカテゴリ ・ーグループとカテゴリーについて,その特質と世代別の特徴をまとめ
た。 
①[情緒的価値] は,『安定した関係』『頼れる人ができる』という情緒的依存と,『居心地
よく楽しい』という安心感から構成されていた。『頼れる人ができる』は「頼りがいのある
人に頼れる」「二人で支えあえる」「結婚できないと将来孤独」のサブカテゴリーから構成
されている。『居心地のよさ』は「姑にいじめられる不安」「居心地よく楽しい」から構成
されている。 
『居心地のよさ』は, 50歳代以降の世代で「居心地良く楽しい」に価値を認めるのに対し,70
代が「姑にいじめられる不安」をイメージしたのは対照的で,この間に伝統的家族意識が大き
く変わったことをうかがわせる。ここには, 若い世代の“相手が自分の友達とも仲良くでき
る”“好き過ぎると疲れて結婚はできない”にみられるように,結婚が規範や家同士のつなが
りから,友達や恋人関係の延長になったという質的変化がうかがえる。また,50歳代以降に
「頼りがいのある人に頼れる」「二人で支えあえる」という情緒的依存の価値がみられるの
も,結婚が恋愛という情緒的依存関係の延長上になったことの反映と解釈できる。しかし,カ
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テゴリーの内容は,ステップ１からステップ３まで大きな変化はみられないことから, [情緒
的価値]は社会経済的変動による影響を受けにくい価値であると考えられる。 
②[経済的基盤]は,『結婚による経済的安定』『経済的自立可能』『経済的責任の共有』か
ら構成されていた。『結婚による経済的安定』の「女性には経済力がない」は20歳代にはみ
られず,若い世代では経済的基盤を結婚に依存する価値が弱まっていることが読み取れる。し
かし一方で,若い世代においても「相手の経済力への安心感」がみられた。このことは「相手
の経済力への安心感」が,経済的依存だけを意味するのではなく,社会的信用などの安心感も
意味するのかもしれない。一方で,20歳代では全員が『経済責任の共有』の認識を持ってい
た。ここには,社会経済的状況の変化が関連するのだろう。50歳代が結婚した時代には“３
高”に象徴されるように,高学歴であれば有名企業の社員になれて高収入という仕組みが安定
していた。しかし20歳代では,“（一流企業でも）何かの時”がある可能性があり,正社員で
も給与が“アルバイトよりはいい”のも一般的になった。しかも,若い世代は女性でも男性に
近い給与を得ることができることから『経済的責任の共有』がみられたのであろう。このよ
うに,経済的基盤の価値は社会経済的状況に伴って変化するものと考えられる。 
③[経験と成長]は,『自分の家族を築ける』『子どもを持てる』『家庭役割を持つ』という新
たな役割を獲得する価値,『新しい生活』『成長の契機としての結婚』『恋愛結婚』という経
験や刺激,自己成長の価値から構成されていた。つまり女性の結婚には,自分自身の経験,成長
の価値があることが理解できた。しかし結婚による新たな経験は,必ずしも積極的に受け止め
られるだけではなく,現在の生活に満足している場合には『生活の変化への消極的態度』につ
ながる可能性があることが示された。 
『自分の家族を築ける』『子どもを持てる』『家庭役割をもつ』という, 新たな役割の獲
得の価値はどの世代にもみられたことから,世代共通にみられる価値といえる。しかし新たな
役割の獲得への主体性には世代間の変化がうかがえる。『子どもを持てる』に受動的な「子
どもを産む役割」がみられたのは70代のみで,50歳代以降では「子育てを経験したい」とい
う主体的価値のみがみられた。家庭役割を担う価値についても,70歳代は「女性の役割」で
あるのに対し,50歳代以降は一人を除いてより主体的であり, 再就職や就業継続を予定する
50c,30iのサブカテゴリーは「夫と分担」だった。つまり家庭役割は,女性に割り当てられた
役割を受動的に果たすことに認める価値から,自分の興味・関心や好みに従ってどのように経
験するかを選択する個人主義的価値へと変化しつつあること, また、性別分業が女性の就業
を困難にするとの予測から, 有職化が脱性別分業へと向かわせることが示された。 
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『恋愛結婚』には,“好きな人との生活”“好きな人に会う手段”“相手に切望された”と
いう,恋愛の自然の帰結として結婚になったという「恋愛のゴール」と,結婚相手を探す目的
のために恋愛するという「結婚のための恋愛」があることが示された。近年の商業化された
見合や婚活と呼ばれる出会いは後者である。このカテゴリーが第２世代で生成されたのは,
この世代が結婚した1980年代に,それまで主流だった見合い結婚から恋愛結婚が主流に変化
したことの反映といえよう。 
恋愛結婚では,70aや50cのように,「恋愛のゴール」に価値を認めていても,恋愛が結婚に
至らないケースは多い。結婚規範や適齢期規範が強い時代には,恋愛結婚より適齢期での結婚
を優先するため,多くが一定の年齢で結婚するが,それらの規範が弱まった今日ではその後さ
らに「結婚のための恋愛」を重ね,晩婚化や未婚化の一因となるものと考えられる。 
④[結婚規範と社会的価値]は,『親孝行』『結婚規範』『適齢期規範』『けじめとしての結
婚』から構成される,いずれも社会や親という自分以外の基準や枠組みに合わせる価値である。
『親孝行』は世代に関わらずみられた。これは,親の期待に応えたいとする心理的傾向が社会
的要因よりも親子関係の良さなどの個人的要因とより関連することによるためと思われる。
『結婚規範』『適齢期規範』では,若い世代ほど「いつかはするだろう」「目安としての適齢
期」であることから,若い世代ほど,結婚・適齢期規範が弱まっていることがうかがえる。『け
じめとしての結婚』は70歳代では,「結婚したら戻れない」というように家族集団の移行と
して語られているのに対し,若い世代では「お互いの家族になれる」というように,双方の家
族集団の結合という文脈に変化している。一方で,「法的に守られる関係」という,関係の解
消困難性によって恋愛の延長上に区切りをつける価値を挙げたのも若い世代であった。性的
規範が弱くなった今日の結婚には,不安定な関係性を安定させる価値があるものと思われる。 
 これらはいずれも,親や周囲の期待に応える価値であることから,親や周囲から一人前と承
認される価値と考えられる。 
⑤[個人領域との折り合い]は,『仕事との両立の可能性』という結婚後の個人領域維持の価
値と,個人目標を結婚より優先する『結婚前の個人目標』,対等な夫婦関係を志向する『自分
が尊重される』から構成されていた。 
 『仕事との両立の可能性』の「両立してきた母親がモデル」は,家庭役割と仕事役割への資
源配分方略に成功したモデルに近づける価値と解釈できる。「資格や制度による見通し」は,
優先順位方略や資源配分方略を取る場合に, 資格や制度によって両立が可能になるとの考
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え方である。「働くかどうかを自分で選べる」は, 仕事と子育てへの資源配分が自分自身の
価値観で選択できることの価値である。 
 『自分が尊重される』の中の, 「自由や意見が尊重される」はほぼ全員が言及しているこ
とから, 結婚が自由の制約としての一面を持つとの認識と,自分の意見が尊重される対等な
夫婦関係への志向は, 世代を越えた価値といえる。しかし,その実現につながる「働くかどう
かを自分が選べる」は20-30歳代と50歳代の一部のみが重視しており,結婚後の就業継続へ
の態度は,均等法世代である50歳代を境に変化していることがうかがえる。 
 『結婚前の個人目標』は,個人目標を結婚より優先させる,優先順位方略の価値と解釈でき
る。「独身は十分楽しんだ」の内容は遊びで,世代にかかわらずみられるのに対し,「目標を
達成してから結婚」は若い世代のみに見られ,その目標内容は仕事に関わることである。この
ことから,「目標を達成してから結婚」は,女性の就業の長期化,専門職化を反映した価値であ
るとともに,結婚後の個人領域維持の困難さを反映した価値と考えられる。 
 
2. 結婚の価値と子どもの価値 
 生成された結婚の価値カテゴリーは,研究３までみてきた子どもの価値下位尺度と多くの
共通性があるように思われる。そこで,結婚の価値カテゴリ ・ーグループと子どもの価値下位
尺度の内容を比較した(Table7-5)。 
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Table7-5 結婚の価値カテゴリーと子どもの価値の比較 
 
  
 Table7-5のように,[情緒的価値]の意味する安定した関係性に基づく安心感や楽しさなど
の情緒的満足感は,子どもに認める＜情緒的価値＞と共通する。[自己の経験と成長]の意味す
る,家族形成そのものに認める価値,家庭役割を持つことへの興味,新たな生活・経験への関心
や,家族形成による自己成長への期待,パートナーとの愛情の証としての家族形成という内容
は,結婚の価値と子どもの価値に共通してみられることが示された。[結婚規範と社会的価値]
の意味する,家族形成による家族や社会からの承認の価値もまた,子どもの価値の＜社会的価
値＞と共通するものであった。[個人領域との折り合い]は, 「資源配分方略」「優先順位方
略」によって結婚生活と個人領域の両立を図る内容であり,＜条件依存＞の内容と共通する。 
 このように,結婚の価値は子どもの価値とほぼ対応する内容であるといえる。つまり,本研
究における子どもの価値は,結婚・子どもという家族形成の選択において共通に考慮される,
家族の価値の構造であると考えられる。 
 
  
結婚の価値カテゴリー・グループ カテゴリー内容 子どもの価値下位尺度 項目内容
情緒的価値 信頼に基づく安定した関係 情緒的価値 血のつながった存在が欲しかった
頼れる人ができる 年を取った時子どもがいると安心
居心地のよさ 家庭がにぎやかになる
子どもがいると生活に変化が生まれる
年を取った時子どもがいないと寂しい
経験と成長 自分のための価値
自分の家庭を築ける 子育ては生き甲斐になる
子どもを持てる 子どもが好きだった
家庭役割を持つ 子どもを育ててみたかった
新しい生活・経験 女性として、妊娠・出産を経験したかった
成長の契機としての結婚 子育てで自分が成長する
恋愛結婚 配偶者の子どもが欲しかった
結婚規範と社会的価値 社会的価値
親孝行 姓やお墓を継ぐ者が必要
次の世代を作るのは、人としてのつとめ
結婚規範 結婚したら子どもを持つのが普通だから
適齢期規範 子を産み育ててこそ一人前の女性
けじめとしての結婚 友達が子どもを産んだので
周囲に勧められた
個人領域との折り合い 条件依存
仕事との両立しやすさ 自分の仕事が軌道にのった
自分が尊重される 経済的ゆとりができたので
結婚より優先の個人目標 自分の生活に区切りがついた
夫婦関係が安定した
2人だけの生活は十分楽しんだ
注："友達が子どもを産んだ""周囲に勧められた"は＜条件依存＞項目だが内容から＜社会的価値＞とした
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第８章 
 
研究４−２ 生活条件—発達課題の志向性と家族関係観—家
族の価値の関連 
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第１節 目的 
 
 研究３では社会変動に伴う生活条件の変化, とりわけ女性の高学歴でのフルタイム就業が
発達課題を個人化志向へと変化させ,それがより個人主義的家族関係観への変化と子どもの
価値の変化につながることをみてきた。しかしながら,世代と学歴要因は, 予想に反して個人
化志向の強まりとの関連はみられず, 子どもの価値との関連もみられなかった。そこで本研
究では, 生活条件の変化がどのように家族の価値と関連するのかの質的検討を目的とする。 
 
第２節 方法 
 
 調査対象,調査内容,調査時期,調査内容は全て研究４−１と同様である。 
 
第３節 結果 
 
1. 発達課題の志向性 
(1)発達課題の志向性の分類の定義 
 研究 1〜３では,生活条件の変化によって,個人化志向の強まりと社会的価値の低下,つま
り発達課題の志向性の変化が生じることをみてきた。そこで,本研究では, 高学歴化と有職化
がなぜ発達課題の志向性を変化させるのかについての質的検討を行う。 
 研究３までで見てきたように,社会経済的変動による生活条件の変化は, 女性性に基づく
ケア役割による自己実現・社会的承認の価値を低下させ, 社会的役割における明確な個人目
標達成による自己実現・社会的承認の価値を上昇させると考えられる。そこで,発達課題の志
向性をみるため, Table8-1のように, 結婚規範の強弱と個人目標の明確さの組み合わせによ
る４パターンに分類する。結婚規範の強弱に注目するのは, 女性性に基づく役割に発達課題
を求める場合, 婚外子や同棲が少ない日本では, 「結婚が当然・結婚すべき」になるためで
ある。 
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Table8-1 発達課題の志向性の定義 
 
 
 個人志向型は,結婚を選択可能と考え個人目標が明確なケースである。アンビバレント型は, 
結婚については伝統的価値を持ちつつも明確な個人目標を持つケースで,その両方に多くの
資源配分が求められ葛藤状態に置かれると考えられる。模索型は, 家族のケア役割以外に個
人目標を求めようとし,脱結婚規範であるものの,個人目標がまだ見つからず,模索している
ケースである。伝統志向型は,個人目標は曖昧で,伝統的性役割に基づく発達課題を志向する
ケースである。 
 家族形成と生き方についての発言内容を概念化したものを,Table8-1 の定義に従って分類
したものがTable8-2である。Cアンビバレントに分類されたケースはなかった。 
 
Table8-2発達課題の志向性の分類 
 
 
(2)発達課題の志向性と生活条件の関連 
 発達課題の志向性と,学歴・就業・世代の関連をみたところ,D伝統志向と A個人志向は世
　A 個人志向　　　　：脱結婚規範・個人目標明確
　B 模索　　　　　　　：脱結婚規範・個人目標曖昧
　C アンビバレント　：結婚規範　・個人目標明確
　D 伝統志向　　　　：結婚規範　・個人目標曖昧
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代や学歴に関わらずみられ,B模索は第２世代と第３世代にみられた。これは,世代や学歴,結
婚時の就業そのものが発達課題の志向性を変化させるのではないことを示唆している。 
 看護師で経済的自立が可能であった 70b の発言にみられるように,結婚規範を相対化でき
るか否か, つまり家族形成に発達課題を求めるか否かは,結婚への経済的依存が左右する。そ
して経済的自立は,自分自身の長期的・確実な収入見込みが左右する。そのため発達課題の志
向性は,仕事の将来展望やそれと関わる仕事の評価と密接に関わるものと予測できる。 
 そこで,発達課題の志向性が仕事とどのように関連するかを見るために,結婚時の仕事の評
価と将来展望についてまとめたものがTable8-3である。 
 
Table8-3 仕事の評価・将来展望と発達課題の志向性 
 
 
 仕事の将来展望は,A 個人志向ではいずれも, 結婚時の仕事を結婚後にも継続もしくは復
帰を予定していた。D 伝統志向は世代や学歴に関わらず,将来就業の予定がないか,経済的必
要に迫られた場合は就業と消極的であった。B 模索は,就業が未定,あるいは再就職予定とし
ながらも仕事内容は未定であり,結婚時の仕事への執着はみられなかった。また,結婚時点の
仕事への評価は,D 伝統志向はいずれも否定的であるのに対し,A 個人志向は仕事内容への興
味や意欲が高く肯定的であった。B模索は, 仕事の評価は中立的であるが,退職に葛藤はなく,
それを受け入れていた。このように,発達課題の志向性は,結婚時の仕事の評価や将来展望と
関連することが示唆される。 
協力者 結婚時の仕事 仕事の評価 将来展望 発達課題の志向性
70a 家業・家事手伝い 働くのが好きだった 家業・家事手伝い D伝統志向
70b 専門職（看護師） ずっと続けられる・やっと慣れた 未定・いつでも復帰できる A個人志向
独身の先輩が多い
50c 一般事務 楽しかったが、 子育てと仕事の両立 B模索
結婚退職が当然の職場 仕事内容は未定
50d 一般事務 つまらない仕事 無職 D伝統志向
早くやめたい
50e 英語力を活かし外資 仕事が面白かった この仕事をずっと続けると思っていた A個人志向
系企業から合弁企業 外国人も含め人間関係がいい
50f 一般事務 給料をもらうだけ 無職 D伝統志向
結婚退職が当然の職場
20g 一般事務 やりたいことはやったので、 違う仕事であっても仕事を持ち続ける B模索
今辞めても惜しくない
20h 営業 仕事が合わなくて辛い 未定・必要になるか働きたくなったら働く B模索
30i 専門職（心理臨床） やりたい仕事に就くため これまでやってきた仕事を継続 A個人志向
ずっと頑張ってきた
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2. 発達課題の志向性と家族関係観 
 研究３では,＜生き方の個人化＞の強まりが＜家族一体＞を弱めることが示された。この関
係を検討するため,発達課題の志向性と家族関係観の関連をみていく。まず,研究３の結果か
ら,依存的家族関係観と独立的家族関係観をTable8-4のように定義した。ケースごとに家族
関係観についての発言内容を分類し,発達課題の志向性とともにまとめたものが Table 8-5
である。 
 分類された家族関係観には,世代による特徴はみられなかった。発達課題の志向性との関連
では,依存的家族関係観の生き方の志向性は全てD伝統志向だった。一方,独立的家族関係観
は,A個人志向と B模索のケースがみられた。これらは,女性の家族関係観が, 発達課題の志
向性と密接な関連にあることを示唆している。 
 
Table8-4家族関係観分類の定義 
 
 
Table8-5 家族関係観と発達課題の志向性 
 
 
 
依存的家族関係観 夫の考え方や生活に、妻が合わせること、一体化することを当然視する家族関係
独立的家族関係観 個人としての生活領域を持ち続けられることが最重要視される家族関係
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3.生活条件—発達課題の志向性・家族関係観—結婚の価値の関連 
研究３において＜条件依存＞は,個人化志向と＜家族一体＞両方の家族関係観と関連して
いた。また＜自分のための価値＞は,学歴・就業などの生活条件とも,個人化志向の家族関係
観とも関連がみられず,どのような世代・学歴・就業においても最も高い価値であった。 
これらの関連について詳細な理解を得るため,発達課題の志向性と家族関係観,結婚の価値
の関連について検討を行う。先述のように,本研究における[経済的基盤][個人領域との折り
合い]は, それらの条件整備後の結婚に価値があると考えることから, ＜条件依存＞と対
応する価値であるといえる。また, [経験・成長]は, 親自身の経験欲の充足や成長の価値で
あり＜自分のための価値＞と対応する。そこで,Table8-6に,発達課題の志向性・家族関係観
と,[経済的基盤][個人領域との折り合い][経験と成長]の価値について,ケースごとにまとめ
た。 
  
 130 
Table8-6発達課題の志向性・家族関係観と結婚の価値 
 
 
D伝統志向は,仕事の将来展望について, 無職または経済的に必要なら働くとした
70a,50d,50f,30hであり,家族関係観は「依存」であった。[経済的基盤]は全員が『結婚によ
る経済的安定』を求めていた。[個人領域との折り合い]では,経済的に必要なら働くとした
30hは『両立した母がモデル』であり,それ以外は『独身は充分楽しんだ』あるいは特にない
との発言だった。[経験と成長の価値]では,『家事育児は女性の役割・自分が引き受ける』『結
婚のための恋愛』が他の発達課題の志向性型より多く,『新しい生活・経験』がみられたのも
D伝統志向のみだった。 
発達課題の志向性 家族関係観 経済的基盤の価値 個人領域との折り合い 経験・成長の価値
70a D：伝統志向 依存 結婚による経済的安定 自由や意見が尊重される 自分の家庭を築ける
独身は充分楽しんだ 子どもを産む役割
生活の変化への消極的態度
70b A：個人志向 独立 経済的自立可能 資格や制度による見通し 自分の家庭を築ける
自由や意見が尊重される 家事育児は女性の役割
働くかどうか自分で選べる 結婚・子育てが成長の契機
独身は充分楽しんだ
50c B：模索 独立 結婚による経済的安定 両立した母がモデル 自分の家庭を築ける
自由や意見が尊重される 子育てを経験したい
働くかどうか自分で選べる 家事・育児は夫と分担
時間や経済の個人化 結婚・子育てが成長の契機
50d D：伝統志向 依存 結婚による経済的安定 独身は充分楽しんだ 自分の家庭を築ける
家事育児は引き受ける
新しい生活・経験
相手の経験や成長を同一視
親のようになれる
親からの自立
50e A：個人志向 独立 経済的自立可能 両立した母がモデル 家事育児は引き受ける
自由や意見が尊重される 生活の変化への消極的態度
働くかどうか自分で選べる 親のようになれる
50f D：伝統志向 依存 結婚による経済的安定 自由や意見が尊重される 自分の家庭を築ける
子育てを経験したい
家事育児は女性の役割
新しい生活・経験
20g B：模索 依存 結婚による経済的安定 両立した母がモデル 自分の家庭を築ける
経済的責任の共有 自由や意見が尊重される 子育てを経験したい
働くかどうか自分で選べる 家事育児は引き受ける
親のようになれる
20h B：模索 独立 経済的責任の共有 両立した母がモデル 子育てを経験したい
自由や意見が尊重される 家事育児は引き受ける
目標達成してから結婚 親のようになれる
親からの自立
30i A：個人志向 独立 経済的責任の共有 資格や制度による見通し 家事育児は夫と分担
自由や意見が尊重される 親からの自立
働くかどうか自分で選べる
目標達成してから結婚
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A個人志向は,結婚時の仕事を将来も継続する展望を持つ70b,50e,30iであり,家族関係観
は「独立」であった。[経済基盤]は,『経済的自立可能』『経済的責任の共有』であった。[個
人領域との折り合い]では,「資格や制度による見通し」「両立した母がモデル」「目標達成
してから結婚」がみられ,結婚後の就業の具体的展望が持てる時期での結婚に価値を認めてい
る。しかし同時に「働くかどうか自分で選べる」がみられ,あくまでも主体的に就労を選択で
きる結婚に価値があり,家計のために働かざるを得ない状況の結婚を意味してはいない。つま
り,A個人志向の女性にとっての就業は,家計補助目的のD伝統志向とは異なり,個人目標と捉
えられているといえよう。[経験と成長の価値]では,「結婚のための恋愛」がみられない他は,
際立つ特徴はみられなかった。しかし, 本調査協力者は, 30iを除き, 結婚・出産で一時的
にであれ就業を中断している。そのため, 『家庭役割を持つ』では30iを除き,仕事の展望に
関わらず, 自分が引き受けるとしたのであろう。その点で, 同じA個人志向であっても,  
70b・50eと30iの間には, ジェンダー観の違いがあるものと推測される。 
B模索は,仕事を持ち続けるとはしつつも,仕事内容については未定で具体的ではない。し
かし,将来仕事に就くことを想定しているため,家族関係観は「独立」である。[経済的基盤の
価値]は『結婚による経済的安定』でD伝統志向と同じである一方,[個人領域との折り合い]
はA個人志向と同じである。つまり,仕事を模索しつつも将来展望が未確定であるため,[個人
領域との折り合い]『結婚による経済的安定』の両方が満たされる結婚を望むと解釈できる。
また『結婚による経済的安定』を重要視する理由には,子どもに充分な資源を投入したいとの
思いもあると推察される。この型では,２名とも『子育てを経験したい』がみられ,子育て経
験が結婚の重要な価値と認識されていた。つまり,子育てと仕事の両立を模索中であるために,
子育て専業の選択を可能にする『結婚による経済的安定』と,仕事と子育ての両立を可能にす
る[個人領域との折り合い]の両方が,結婚の条件になるものと考えられる。 
 
第４節 考 察 
 
1. 生活条件と発達課題の志向性 
 研究1〜3で,世代,高学歴化,有職化が,女性の個人化志向を強める重要な要因であること
をみてきた。そこで,高学歴化と有職化がどのように発達課題を変化させるのかを,質的に検
討した。その結果以下のように,学歴や就業そのものではなく,仕事と収入の将来展望が,生き
方の個人化の強まりや家族一体の低下をもたらす重要な要因であることが示された。 
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 まず,発達課題が家族形成であるのか,社会的役割であるのかについて分類を行った。伝統
的女性性に基づく家族形成を発達課題とする「伝統志向」は,結婚を当然視する結婚規範を受
け容れる一方,個人目標が曖昧なケースである。社会的役割獲得を発達課題とする「個人化志
向」は,結婚を選択可能とする脱結婚規範であり,個人目標が明確なケースである。結婚規範
を相対化する一方で個人目標が曖昧・探索中のケースは「模索」とした。 
 世代別にこれらの分類をみたところ,「伝統志向」「模索」「個人志向」は３世代にわたっ
てみられ,世代以外の生活条件の要因が生き方の志向性を特徴づけることが示唆された。また,
本研究の分析対象者は第１世代を除き大卒以上であるが,それにもかかわらず「伝統志向」が
みられたことから,発達課題の志向性は世代や学歴そのものが特徴づけるのではないことが
示された。 
 そこで,発達課題の志向性と仕事の将来展望との関連を検討したところ,学歴にかかわら
ず,70aを除く「伝統志向」はいずれも結婚時の仕事への評価が否定的で,仕事への興味やコ
ミットメントがみられず,仕事の将来展望は無職または経済的に必要に迫られれば働くとい
う消極的なものだった。一方「個人志向」は,仕事内容へのコミットメントがみられ,結婚時
の仕事を継続または再就業の将来展望を持っていた。「模索」は仕事内容にコミットメント
を持ちつつも,その仕事を辞めることを葛藤なく受け入れていた。つまり発達課題の志向性は,
仕事の将来展望と密接な関連があるものと考えられる。 
 発達課題の志向性が仕事の評価や将来展望と関連するのは,女性は本来家族に資源を投入
すべきとの性役割観を内面化しているためと考えられる。“女性は子どもを持つことによっ
て,自分の仕事の重要性や必要性を子育てと比較されるということを意味する。その比較にお
いて,自分の仕事が重要であり必要であることを示せなければ,「子どもにつらい思いをさせ
てまで働いて私は何をしているのだろう？」という疑念にかられることになる。”（江
原,2000,p.42）との指摘は, 女性が子どもと仕事のどちらに資源を集中させるかの基準が,
自分にとっての仕事の評価であることを示している。またこのことは＜生き方の個人化＞と
＜社会的価値＞の関係にも当てはまる。「家族のために自分のやりたいことをあきらめるこ
とはない」という＜生き方の個人化＞が＜社会的価値＞と密接に関連するように, 本来の女
性役割と仕事役割を天秤にかけ,仕事が家庭役割遂行以上に自分にとって価値があると判断
されたときに,個人志向の発達課題が選択され,＜社会的価値＞が低下するものと考えられる。 
  
 
 133 
2. 発達課題の志向性と家族関係観 
 家族関係観を「依存」「独立」に分類し,世代および発達課題の志向性との関連をみたとこ
ろ,世代による特徴はみられず,「依存」は「伝統志向」と,「独立」は「個人志向」もしくは
「模索」と関連することが示唆された。 
 個人目標が曖昧で,家族形成を当然視する「伝統志向」にとって,依存的家族関係観を持つ
ことは,夫や家族の目標に自分の目標を同一視することになり,生きる意味を得ることができ
る。一方,家族役割以外に生き方の選択肢を持ち,将来目標が明確である「個人化志向」にと
っては,個人目標に多くの個人的資源投入が可能な家族関係であることが重要であろう。また,
個人目標が曖昧な「模索」においては,将来個人目標を得た時に,そこに多くの個人的資源を
投入できる家族関係であることが重要であるため,「独立」の家族関係観を持つものと考えら
れる。つまり,女性の家族関係観は,ある時点の個人目標の重要性だけでなく将来展望におけ
る個人目標の重要性も考慮し,それに適合的な家族関係観になるものと考えられる。 
 以上から,興味ややりがいのある仕事に就くことは, 長期的就業継続の見通しや将来目標
の明確化につながるために,家族関係観を, 仕事への個人的資源の投入が可能な独立的家族
関係観へと変化させるものと推測できる。このことは,学歴,就業,世代そのものが独立的家族
関係観につながるわけではなく,例え大卒であっても,長期的就業の意欲や見通しが持てない
場合には,家族目標に同一視し家族形成に発達課題を求める選択がなされることを意味する。
つまり,依存的家族関係と独立的家族関係のどちらを選択するかは,将来展望も含めた個人目
標の明確さと関連すると考えられる。 
 
3. 発達課題の志向性と結婚の価値の関連 
生活条件の変化が家族変動を引き起こすプロセスを検討するため,発達課題の志向性と結
婚の価値の関連性を検討した。研究１〜３において,＜自分のための価値＞は生活条件や個人
化志向によっても変化しにくい, 子どもを持つ中心的価値である一方,＜条件依存＞は子ど
も数減少と関連することが示された。そこで結婚の価値の中でも,＜自分のための価値＞と対
応する[経験と成長]と＜条件依存＞と対応する[経済的基盤の価値][個人領域との折り合い]
に注目して考察する。  
（1）経験と成長の価値との関連 
 発達課題の志向性別に[経験と成長の価値]の検討を行った。「伝統志向」では,「家事育児
は女性の役割・自分が引き受ける」『結婚のための恋愛』が他の志向性より多く,『新しい生
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活・経験』は「伝統志向」のみにみられた。女性性に基づく役割に積極的であり,家庭生活か
ら得る刺激に価値を認めるのは,「伝統志向」にとって家庭が自己実現の場であるためと考え
られる。一方「模索」は,２名とも「子育てを経験したい」がみられ,子育てが自己実現の一
つであることがうかがえる。しかし,「伝統志向」とは異なり,家事・育児については,自分が
引き受けるとするケースと夫と分担とするケースがみられることから,「伝統志向」に比べ主
婦役割の意味づけの相対化が進んでいると思われる。「個人志向」ではさらにこの傾向が強
まり主婦役割への積極的価値づけはみられなかった。つまり発達課題の志向性は,家族の経
験・成長の価値を変化させると考えられる。 
一方で,発達課題の志向性にかかわらず,『自分の家庭を築ける』「親のようになれる」は
ほぼ全員にみられた。これは,研究１〜３において,＜自分のための価値＞が,生活条件や個人
化志向とは関連せず,どのような群においても極めて高い価値であったことと通底するので
はなかろうか。家族を持つ経験や母親のようになるという目標実現の価値は, 家族形成以外
では代替不可能である。家族の道具的価値が家族以外のものによって代替され低下している
今日, 本研究の協力者たちは, 自分の家庭を築けることに高い価値を認めているからこそ, 
結婚・子どもという家族形成を選択したのだと考えられる。 
(2) [個人領域との折り合い][経済的基盤]の価値との関連 
 結婚の条件整備と考えられる[個人領域との折り合い][経済的基盤]は,発達課題の志向性
の違いにより異なる価値が重要視されていた。 
「個人志向」で重視される[個人領域との折り合い]は,「資格や制度による見通し」「働く
かどうか自分で選べる」『自分が尊重される』である。これらはいずれも,子育てと仕事の両
立の困難さを予測し,その困難をコントロールするための条件と解釈できる。例えば,育児休
職の制度や復職しやすい資格を持つことは,優先順位方略に役立つ条件整備となる。また,『自
分が尊重される』『働くかどうか自分で選べる』ことは,家族形成後にも生き方の選択が可能
であることを意味する。結婚・子育ては未知の経験である上,自分と環境がどう変化していく
かも未知数である。配偶者に人生を託すのではなく,人生に満足できるか否かを自己責任と考
えるほど,生き方の選択可能性や,自分の生き方が配偶者から尊重されることは重要であろう。 
「伝統志向」では,『結婚による経済的安定』が重要な価値であり,[個人領域との折り合い]
への言及は少なかった。これは,「伝統志向」の個人目標が曖昧で,個人領域のための個人的
資源配分の必要性が小さいため,個人領域縮小回避の必要性がさほど感じられないためと考
えられる。一方,家事が省力化されている今日,「伝統志向」にとって,子育ては最重要の達成
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目標と考えられる。その子育ての現状は,多様な教育サービスが創出され,よりよい教育を目
指すほど教育費がかかる。さらに,自分の時間やエネルギー資源を子育てに投入しようとすれ
ば,経済的には結婚に依存せざるをえない。そのため,『結婚による経済的安定』が重視され
るものと思われる。 
「模索」も個人目標が曖昧なタイプである。しかし「模索」は,将来は家事・子育て以外の
個人目標を探し,それを実現する生き方を展望している。そのため,『自分が尊重される』「働
くかどうか自分で選べる」という将来の生き方の選択が可能な結婚に価値を置くものと思わ
れる。さらに「模索」は就業の将来展望が不確定であるため,「個人志向」のように経済的自
立への確信は持てない。[個人領域との折り合い]に加え『結婚による経済的安定』も重要な
価値であるのは,将来の経済的見通しが不確定であるためと解釈できる。 
以上から,家族形成に価値を認める点では共通するものの,それを個人的資源投入の対象と
して重視するか,家族への資源配分を節約し仕事に投入する個人的資源を増やそうとするか
において,発達課題の志向性による違いが生じることが示唆された。 
 
第５節 研究４−２のまとめ 
 
 本研究では,研究３までの結果に沿って,世代・学歴・就業という生活条件の変化が, なぜ
発達課題の方向性や家族関係観,結婚・子どもという家族の価値を変化させるのかについて,
質的検討を行った。その結果,世代・学歴・就業要因そのものが発達課題の志向性を変えるの
ではなく,仕事への興味・関心や将来展望が重要な要因となっていることが明らかにされた。 
 仕事が, 発達課題の志向性・家族関係観と結婚の価値にどう関連するかを整理したものが
Figure8-1 である。なお,結婚の価値は,就業や個人化志向と関連する＜条件依存＞と, 関連
しない＜自分のための価値＞に対応するカテゴリ ,ー すなわち[経済的基盤][個人領域との
折り合い]と[経験と成長]について整理した。 
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 結婚時の仕事について,仕事そのものへの評価が積極的であったケースでは将来もその仕
事の継続を予定しており,発達課題の志向性は個人志向で独立的家族関係観を持っていた。逆
に, 仕事の評価が不良であったケースでは将来は無職を予定し,発達課題の志向性は伝統志
向で依存的家族関係観であった。仕事の評価が不良もしくは消極的肯定であったケースは将
来展望が未定であり,発達課題の志向性は模索型で, 家族関係観は依存と独立がみられた。結
婚時の職種についてみると,評価が積極的であるのは専門職や専門的能力を活かした事務で
あり,一般事務は評価が不良もしくは消極的肯定で,仕事そのものへの評価は不良だった。つ
まり,結婚時の仕事が,自分の能力や経験を活かせるような内容である場合に,発達課題の志
向性が個人志向になることが示唆される。 
 発達課題の志向性は家族関係観を左右するだけでなく,結婚の価値に違いをもたらしてい
た。結婚の価値については,発達課題の志向性３群全てには共通しない項目, すなわち３群中
２群のみに共通する項目あるいは１群のみにみられる項目を抽出した。その結果, 伝統型で
は, [個人領域との折り合い]において働くことへの言及がみられず,[経験・成長]においては
「新しい経験・生活」「子育てを経験したい」というように,結婚生活での経験や役割そのも
のに価値を認めていた。個人志向型では対照的に,就業の見通しが持てることに価値が置かれ,
新しい経験・生活や子育て経験の価値への言及はみられなかった。模索型は, 就業の見通し
が持てる価値と子育て経験の価値の両方がみられた。つまり,学歴や就業そのものではなく,
結婚時の就業経験の評価や展望が,発達課題の志向性や結婚の価値と密接に関連するものと
解釈できる。 
 研究３の「家族の価値の個人化モデル」において,学歴は＜個の希求＞を強め,＜個別化＞
を媒介に＜条件依存＞を高めていた。一方,無職であることは＜生き方の個人化＞の低さを媒
介に＜社会的価値＞を高め,やはり＜条件依存＞を高めていた。本研究では「模索」型がこれ
に相当するものと思われる。つまり,家庭役割以外に能力や個性を発揮する場を模索しつつ,
家庭役割にも多くの個人的資源を配分しているケースである。自らの価値志向と資源配分が
一致する個人志向型・伝統志向型と異なり,自らの価値志向とは異なるケア役割に多大な資源
配分を行わざるを得ないとの予測は, 結婚・子どもという家族形成への葛藤を引き起こす可
能性がある。 
 本研究の対象の多くは,結婚時もしくは結婚後に退職しているが,発達課題の志向性が伝統
志向型以外のケースでは「働くかどうか自分で選べる」など[個人領域との折り合い]が重視
されていた。このことは, たとえ退職しても, 就業中に経験した明確な目標達成に価値を置
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く自律的発達が,退職後もその人の生き方を方向づけることを示唆しているものと思われる。
それは大学教育も同様で, 個人としての興味・関心を追及し,家庭役割以外に能力を活かすこ
とに価値をおく自律的発達は,女性の発達課題の志向性を変えると考えられる。研究３では,
＜個の希求＞＜個別化＞において,無職大卒群はフルタイム群と同程度に高かった
(Table5-9)。このことは,個としての自分を活かす課題を自ら見いだし、その達成を発達課題
とする志向性が,たとえ退職しても不可逆的であること,高学歴で就業経験のある女性は家族
形成後も明確な達成目標のある生き方を志向するようになることを示唆している。 
 高学歴女性の就業継続要因の調査では, 学生時代の就労選好が初職の選択や満足度と関連
し, 結果的にその就労選好がその後の就労行動に反映されやすいことを指摘している。つま
り, 初職選択の時点で家族形成後も就労継続を予定する者は, それに見合う初職選択を行い, 
仕事から得る満足も高くなるため, 家族形成後も就労継続する場合が多い。一方, 卒業時に, 
長期的就労を予定していなかった場合でも, 仕事のやりがいなど満足感が高い場合や子育て
環境が整備されている場合などには, 継続就労の可能性があるとしている（西川, 2001）。 
 本研究においても, 初職の選択や将来展望は, 発達課題の志向性や家族関係観、結婚の価
値と密接に関連することが示唆された。すなわち, 女性における結婚の価値は, 仕事の将来
展望によって左右されるものであり, 女性のアイデンティティと密接に関連するものといえ
るだろう。 
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第Ⅴ部 全体的考察 
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第９章 家族の価値と家族形成の個人化 
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第１節 本研究で明らかになったこと 
 
1. 社会経済的変動が家族変動を引き起こす心理的メカニズム 
 本研究では,「社会経済的変動がいかにして家族変動を引き起こすのか」をリサーチクエス
チョンに検討を行ってきた。発達は社会経済的・文化的文脈に埋め込まれており（例えば
Bronfenbrenner,1979）, 成人期女性の家族の価値の変化は, 女性が育ち・生活する社会の変
化と密接に関連する。本研究では, 女性の発達にとって重要な意味を持つ社会経済的・文化
的文脈の変化に注目し, 世代・就業・学歴要因の変化から社会経済的・文化的文脈の変化へ
のアプローチを試みた。本研究が明らかにしたのは以下の点である。 
 社会経済的変動に伴う高学歴化,有職化,そして世代という社会経済的・文化的文脈の変化
が,家族システムである子どもの価値を直接変化させるとのk-k仮説のうち,世代による変動
は一部支持されたものの,就業要因と学歴要因については支持されなかった。そこで,個人化
志向と家族一体の低下から成る「家族の個人化」を媒介変数とするモデルに修正し検討を行
った。その結果,高学歴化による自己実現の達成動機の強まりや, 高学歴化・有職化による女
性の社会的役割の拡大が「家族の個人化」を強め,その「家族の個人化」が＜社会的価値＞の
低下と＜条件依存＞の上昇によって,家族変動を引き起こすという「家族の価値の個人化モデ
ル」が支持された。 
 
2. 社会文化的変動としての高学歴化・有職化と発達課題の変化 
 日本の女性の高学歴化・有職化は,女性の所属文化そのものを変化させる文化的変動として
考えることができる。日本の伝統的家族文化は相互依存的自己観が優勢であることに加え,
女性性に基づく家族役割は家族のケアがその中心である。そのため,学校卒業後無職で家事手
伝いなどの後,結婚して家庭役割中心の生活を送る場合,その女性にとって意味ある社会関係
とは家族であり,その一部となって家族のケアに自己資源を投入することで周囲から承認さ
れることが発達課題となる。しかし,ケアには明確な目標がないため,いかに努力しようとも
個人としての達成や評価は伴わず,家族への同一視によって自分の目標や達成を獲得せざる
をえない。つまり,自分の資源投入の結果が周囲から承認されるか否かは,家族の満足や目標
達成に依存することになる。 
 しかし,高等教育経験や大卒でのフルタイム就業は,他者とは独立のアイデンティティの探
求や,明確な目標達成に個人としての能力を発揮することに価値を置く（永久,2008a）,いわ
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ば相互独立的自己観が優勢な文化である。さらに,家族形成後の就業継続は,家族の文化も変
化させることになる。すなわち,家族であってもそれぞれの個人目標は異なり,家族の達成は
嬉しいには違いないが,それとは別に個人の目標達成を目指すことが求められるような家族
関係になる。つまり,女性の高学歴化・有職化は女性が生きる社会文化的文脈をより相互独立
的自己観が優勢な文脈へと変化させるために, 発達課題の志向性が変化し,社会的役割にお
ける個としての達成や評価が,家族のケア役割遂行よりも重要になるものと考えられる。さら
に,その発達課題達成には多くの個人的資源投入が求められるため,それと合致する個人主義
的家族関係観を支持するようになるのであろう。 
 また,高学歴化・フルタイム有職化は,男性と対等な個人であることの価値も高める。隠れ
たカリキュラムが指摘されるにせよ,学校教育の中では男女平等であり,成績は性によらず個
人の努力と比例する。また労働力の女性化により,フルタイム就業では, 仕事上の成果は性に
よらず個人の努力で対等に達成できる。これらの経験は, 男性と対等な「一人前」の個人と
しての社会的承認につながることに加え, 家庭内での夫婦関係の対等性の希求につながる
であろう。一方,家庭役割による社会的承認は,あくまで女性としての「一人前」であり,男性
との対等性にはつながらない。つまり,高等教育やフルタイム就業の中での経験と一貫する, 
男性と対等な個人としての社会的承認を得られるのは,家族形成によってではなく社会的役
割における自己実現であると考えられる。以上のように, 発達課題を社会的役割における自
己実現に求めるようになると, ＜社会的価値＞は低下し,家族関係観は相互依存的家族関係
観から相互独立的・個人主義的家族関係観へと変化し,さらに, 仕事との両立を可能にする 
＜条件依存＞の価値が重視されるようになるもの考えられる。 
 
3. 高学歴女性の就業意識と子どもの価値の日米比較 
 本研究では, 社会経済的変動に伴い, 女性の高学歴化と有職化という生活条件の変化が生
じることを前提に研究を行ってきた。しかし, 日本の大卒女性の労働力率は, 他の国の大卒
女性に比べて極めて低い。女性の労働力率は, 20歳代・30歳代では他の学歴より高いがその
後急激に下がり, 他の学歴のような中高年期の再上昇がみられず,労働力グラフは他の学歴
のようなM字型ではなくキリン型になる（脇坂,2001）。人的資本投資理論など経済理論では, 
高学歴者ほど賃金が高くなるため継続就労が期待される。一方で,大卒女性は大卒男性と結婚
しやすく, 高収入の夫を持つために専業主婦になる可能性が高まるとする, ダグラス＝有沢
の法則もある。しかし,大卒女性が高収入の夫を持つ傾向は他の国でも同様と考えられること
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から（脇坂, 2001）, 日本の大卒女性の労働力率の低さには, 日本独自の要因があると考え
られる。 
 日本の高学歴女性の就業率の低さの要因としては, 求職内容と求人内容とのミスマッチの
問題, 子育て役割負担の問題とともに, 女性の職業意識の問題が指摘されている。 
 結婚・出産後も継続就労している高学歴女性について, 卒業時の就労意識と継続就労の理
由を尋ねた調査では, 「もともと働き続けるつもりだった」という職業意識が最も多い理由
であり,次いで「経済的余裕」,「能力・資格活用」となっている。一方卒業時の就労意識が
継続就労以外のケースでは, 経済的理由や自己実現願望は共通であるものの「もともと働き
続けるつもりだった」との意識がみられず（西川,2001）, 無職の高学歴女性の再就職希望の
調査では, 知識や経験・能力を活かせる仕事を希望する傾向が他の学歴よりも強かった（武
石,2001）。つまり,高学歴女性の就労理由として重要なのは,経済的理由と自己実現願望であ
るが, 継続就労ではそれらに加えて長期的就労選好の職業意識の強さがみられる。 
 日米比較から日本の高学歴女性の就業の特徴をみた調査は（永瀬, 2013）,アメリカに比べ
日本では過去の職業経験が賃金面で評価されないだけでなく, 専門性を活かせる仕事に就き
にくく, 正社員女性は長時間労働でワーク・ライフ・バランス満足度が低いことを報告して
いる。さらに, 学卒時に考えていた就業パターンは, 日本では再就職型が最も高く, ついで両
立が高いものの退職型も約 20％いる。この特徴は, 両立もしくはDINKS・生涯独身で働き
続けるとする割合が高いアメリカとは対照的である。またこの調査では, 日本の未婚女性は
学歴にかかわらずアメリカより「育児を自分がするのが当然」との育児役割意識が高いもの
の, 高学歴になると一層育児役割意識が強く, およそ７割が肯定することを明らかにしてい
る。アメリカでは高学歴ほど肯定率が下がり, 30%程度しか肯定していない。実際の学歴別離
職理由の調査でも, 25 歳から 44 歳で前職がある無業女性のおよそ２割が学歴にかかわらず
「育児のため」に退職しており, また、就業を希望しない主たる理由も「育児」で, 大卒女
性にはよりこの理由が多かった（総務省, 2007）。夫や家族による妻の就労への否定的意見が
妻の育児へのプレッシャーを高める（小坂・柏木, 2005）との報告のように, 子育て役割を
最重要とする周囲の価値観が妻の就業継続に影響し, それが, 夫の経済力が相対的に高い大
卒女性ではより強まる点が, 日本の特徴といえる。 
 日米の子どもの価値比較では（白波瀬, 2006）, 「子孫を残せる」「将来の社会の担い手」
「夫婦関係を安定させる」について日本が高い他, 「周囲から認められる」「周囲が望むか
ら」の肯定率は両国とも平均値は低いながらも日本の方が高い。一方「好きな人の子どもを
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持ちたい」はアメリカの方が高い。つまり, 家族や社会からの期待の実現としての価値は日
本の方が高く, 個人的欲求実現の価値はアメリカの方が高いのである。 
 これらは, 日本の高学歴女性の労働力率の低さが, 育児役割意識の強さつまりジェンダー
規範とそれへの社会化の力と密接に関わることを推測させる。育児役割意識とは, 自分が周
囲から育児の担当者となることを期待され, その期待に応えることが自分の役割であり周囲
からの評価を獲得できるとするジェンダー意識であり, 本研究の＜社会的価値＞と通底する
意識と解釈できる。そこで, これらの関連を本研究のモデルに沿って考察を行う。 
 日本文化における人間関係はアメリカに比べて相互依存的・協調的関係であるとされる。
北山・唐澤（1995）は, 日本の相互依存的・協調的文化を特徴づける特徴として, 役割の取
得とその実行を通じて周りからの期待を自らの目標として内面化する中で相互協調的主体と
しての自己を確認する役割志向性があると指摘している。つまり,  相互依存的家族関係観が
強い場合,  例え高学歴であろうとも, 周囲から期待される子育て役割期待を取得し, その実
行を通じて自分の存在価値あるいはアイデンティティを確認することになる。これは, 本研
究のモデルでは, ＜家族一体＞と＜社会的価値＞の関連である。高学歴夫婦の子育てでは, 
他の学歴以上に学歴期待が高いと想定される。相互依存的家族関係観が強い場合には, 他の
学歴以上に育児役割意識が強くなるのではなかろうか。そのため, 相互依存的家族関係観が
強い場合には, 学卒時点で既に, 仕事よりも育児役割中心の就業パターンを予定するのであ
ろう。 
 一方, 家族関係が独立的・個人主義的であるアメリカの場合, 周囲から期待される役割と
自己は独立であるために, 「周囲から認められる」「周囲が望むから」などの社会的承認の価
値が低い。個人的欲求実現の価値のみが高い場合, 子育ては楽しみであってもそこに自己の
存在意義やアイデンティティを求めることにはならない。自分のアイデンティティは職業な
どの社会的役割に求められることになるため, 結婚や子どもより就労継続が重視されるのだ
と考えられる。 
 本研究のモデルによれば, 日本の高学歴女性の意識は, フルタイム就業の中で自己実現的
な仕事や活動を得ることで変化すると考えられる。＜生き方の個人化＞は周囲の期待と独立
の自己の発見やアイデンティティ形成とみることができる。つまり, フルタイム就労の中で
自己実現的な仕事や活動を得ることで育児役割以外の自己すなわち職業アイデンティティを
形成すると,  育児役割期待実現によるアイデンティティ形成の必要性がなくなるために, 相
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互依存的家族関係観が相互独立的・個人主義的家族関係観へと変化し, 家族形成後の就労継
続が促進されるのではなかろうか。   
  
4. 両立戦略としての＜条件依存＞ 
 発達課題としての家族形成の価値が低下する一方で,家族形成そのものの価値は高く維持
されていることも明らかにされた。研究１〜４でみてきたように,家族の価値の中でも＜自分
のための価値＞[経験・成長] のみは,属性の異なるサンプルにおいても,また社会的役割の有
無や,個人志向によっても違いがみられず,一貫して高い支持がみられた。それは,‘子どもが
好き’‘子育てをしてみたい’‘自分の家庭を築ける’などが, ケア役割や依存の必要性の
価値とは異なる, 個人的欲求実現という個人主義的価値であり, 他の事柄では代替不能で
あることによるものと考えられる。 
 既婚有子女性を対象とした本研究において,個人主義的価値のみが高くみられたのは, 発
達課題としての意義が薄れた今日の家族形成が,主として個人的興味や欲求充足によって動
機づけられるものとなったことを意味している。この解釈は,社会的役割を持つようになった
女性にとって,自分自身の生活に過大な犠牲を強いることなく子どもを持てる生活が理想で
あるとの指摘（Beck,E.,1989木村訳 1995,p221）や,近年の母親は自己実現と子育て・家庭教
育の両方をできる限り全うしようとしている(本田,2008)との指摘と一致するものである。つ
まり,今日の女性は,多くの個人的資源を配分したい発達課題としての社会的役割と,個人的
欲求充足の価値が期待でき,しかも過重な資源配分を必要としない家族の両方を持つことに
価値を認めているのではなかろうか。 
 子どもへの過重な資源配分の回避は,＜条件依存＞の項目内容とも一致する。 ‘経済的ゆ
とりができた’‘自分の生活に区切りがついた’などの内容は,子どもの回避・拒否を意味す
るのではなく,仕事と子どもの両方を持つための条件と解釈できる。つまり＜条件依存＞は,
優先順位方略や資源配分方略により,社会的役割と家族形成の両方を獲得するための条件整
備の価値といえよう。 
 子どもと仕事の両方を持つことの価値をうかがわせる報告は,対象者の年齢を問わず散見
される。中年既婚女性を対象とした調査では,仕事役割と母親役割の両方を持つ場合が最も満
足度が高く,人生展望感からみた満足度には仕事役割と母親役割の両方が関連していた（永
久,2010）。また,未婚者の意識調査（国立社会保障・人口問題研究所,2011b）において,結婚・
子どもへの意欲は高く維持される一方で,家事・子育てを引き受けることによる時間・経済の
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自由の喪失は主要な未婚要因であり,本研究の＜条件依存＞や[個人領域との折り合い]と合
致するものと考えられる。 
  研究１や研究４の第１世代の結婚・子育て期は若い世代と比べると, 家事や育児の仕事量
が多く, 保育園などの施設が整備されておらず,また女性が働くための制度の整備もされて
いない状況であった。その中で子どもとフルタイムの仕事を両立させることは大きな困難を
伴うことから, それを成し遂げるのは社会の中でもごく一部の女性であった。そのような社
会文化的状況においては, 子育てだけ,あるいは仕事だけでも十分に生きたという満足感を
得ることができよう。 
 しかし,子育ての省力化が進み,保育園や出産・育児休暇など,子どもと仕事の両立を可能に
するための社会の側の条件整備が進むと, 周囲に両立する女性が増える。それは,女性にとっ
て魅力的な価値ある事柄のどちらか一方を諦めざるを得ない生き方から,その両方を獲得す
る生き方が可能になったという変化である。その条件整備には時間がかかり,家族形成の年齢
が上昇することになろう。そして社会の側では, それに応えるように生殖医療が進歩し, 生
殖の時間的制約も弱まっていく。このように, 様々な制度, 科学技術・医療技術の進歩は, 
我々が望むものを獲得・選択できるようにするが,それは皮肉にも次なる欲求充足を求めるこ
とにつながる。このように, 欲求充足を可能にする社会の変化は, 個人の側の条件整備の価
値をさらに高め, 家族形成の時期を遅らせる側面を持ち合わせると考えられる。 
 
第2節 家族の価値と Value of Children研究 
 
 VOC研究において,子どもの価値はジェンダーと関連し,伝統的性役割観の女性はより高い
価値を認めることが明らかにされている。その違いは,社会的役割で自己定義する女性すなわ
ち社会的役割に発達課題を求め,その達成を自己実現とする女性は,自己実現という基本的欲
求を満たすための手段として, 子ども以外の手段を持つことによる。一方,家庭役割で自己定
義する女性は,子ども以外に社会的承認の機会を持たないために,基本的欲求を満たす存在と
しての子どもの価値が高いとされる。つまり,子どもの価値は女性の自己実現という基本的欲
求と関連すること,仕事は,基本的心理的欲求充足において,子どもの代替的役割を果たすと
されている(Hoffman, Thornton & Manis,1978)。 
 本研究で見出された家族の価値とVOC研究(Hoffman & Hoffman,1973)の子どもの価値(VOC)
の関連について考察すると,Hoffmanらの１社会的価値,２自己や家の拡大・継承,３道徳,８
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社会的名誉は,本研究の＜社会的価値＞[社会的価値]とほぼ対応する価値である。また４絆・
関係性は, ＜情緒的価値＞[安心で居心地のいい関係の価値]とほぼ同じ内容であった。５刺
激・好奇心・喜びと６創造性・達成・完成は,＜自分のための価値＞[自己の経験・成長の価
値]と対応する内容といえる。９経済的有用性は,[経済的基盤]と共通の内容であった。以上
のことから,本研究における家族の価値は,VOC研究の子どもの価値を概ね測定項目に含んで
いる。また,VOCモデルは,生活条件と出生行動を媒介する心理的変数として子どもの価値を
組み込んだモデルであった。しかし本研究では,子どもの価値は生活条件によって直接影響を
受けるのではなく,仕事への関心や将来展望などの主体的評価,さらにそれらと関連する個人
目標や家族関係観という心理的要因が媒介となって,子どもの価値が左右されることを明ら
かにした。 
   また本研究では,＜条件依存＞[個人領域との折り合い]という,  VOC研究ではみられな
かった価値に注目した。Hoffmanら(1973)の研究を含め,従来の調査・研究（例えば,国立社
会保障・人口問題研究所,2011a）においては,経済的問題や住居,就業,家族関係などの問題
は出産の障害要因として扱われ,家族の価値として扱われてはこなかった。しかし本研究で
は,条件が整備された状況での家族形成になら価値ありとする消極的価値として扱った。結
果として,この消極的価値は初産年齢および産み終わり子ども数との関連がみられる重要な
価値であり, 今日の晩産化・少子化に関わる中心的要因であること, さらに＜条件依存＞は,
個人化志向との関連のみならず非個人化志向とも関連することを明らかにできた。このこと
は, 晩婚化・晩産化・少子化という家族変動が, 家族形成の回避に向かう変化ではなく, 家
族をよりよく形成しようと考えた結果の変動であり, 個としての生き方と家族形成を自分
の人生にいかに織り込むかを考えた結果,引き起こされるものであることを明らかにした。
この点において,経済,就業,住居などの問題を,家族形成の障害要因として切り離すことな
く,条件つきの消極的価値として組み入れた点は,今日の家族変動を測定する上で有効性の
高いモデルと考えられる。 
 
第3節 家族形成の個人化 
 
1. 家族の価値と家族形成の個人化モデル 
 本研究の結果から,「家族の価値と家族形成の個人化モデル」を作成した(Figure9-1)。
モデルでは,社会経済的変動による女性の社会的役割拡大・家庭役割縮小という生活条件の変
 148 
化が,家族システムの内容を,家族との一体感や家族の欲求充足を目標とするシステムから,
個人としての自己実現,目標達成や親自身の個人的欲求充足を目標とするシステムへと変化
させ,結果として未婚化・非婚化・少子化という家族形成の変動が引き起こされるプロセスを
説明している。 
 本研究では, 家庭役割縮小について直接的には検討していないが, ３世代間の子ども数
減少（母親役割縮小・展望の短縮）は著しく（内閣府,2014）, この間の家電製品の普及・拡
大（内閣府, 2005）も明白である。つまり、世代要因は間接的な家庭役割縮小の要因として
解釈可能といえる。 
発達課題の個人化とは,発達課題が社会の要請による女性性に基づく家庭役割の遂行に限
らなくなり, ,課題が主体的に選択されるようになる変化である。家族の要請に応えることに
満足を見出す場合や,自分の能力が活かせる役割が家庭役割であれば家庭役割遂行が課題で
あり, 社会的役割であれば社会的役割遂行が発達課題となる。「家族の価値と家族形成の個人
化」モデルでは, 自分の能力についての自己評価や価値志向に基づく発達課題が選択可能に
なることと相まって, 高学歴化・フルタイム有職の就業経験の増加が,発達課題を社会的役割
に求める傾向を強める変化を示している。 
 家族関係観の個人化とは,家族のありようが選択可能になった結果,相互依存的家族関係観
より相互独立的・個人主義的家族関係観が選択されるようになる変化である。相互依存的家
族関係観では,人間関係は相互依存的であり, 女性は家族志向の役割遂行が求められるため,
自身の達成や満足は家族の達成や満足に同一視される。しかし相互独立的・個人主義的家族
関係観では,人間関係は相互独立的で対等になり,女性も家族の達成や満足とは別の個人とし
ての達成や満足追及が可能になる。 
 家族の価値の個人化とは, 家族の価値が家族規範によって規定される価値から個人の主体
的選択になる変化である。家族が相互独立的・個人主義的関係に変化すると, 依存対象とし
ての価値が低下し,結果として家族形成による社会的承認の価値も低下する。替わって個人的
関心や興味の充足という個人主義的価値と,社会的役割との両立可能な家族の価値つまり個
人志向の価値が強まる。 
 家族形成の個人化は,これら家族システムの変動を受け,家族構造レベルにおいても,家族
を持つか否か・持つとすれば,家事育児の分担などを含めた条件を重視して, どのように持つ
かが選択可能になる変化であり, 晩婚化・晩産化, さらには未婚化・少子化という家族変動 
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として現れる変化である。すなわち家族変動とは, 個人の発達における家族の価値の変化に
よって引き起こされる変動と考えられる。 
 
2. 家族関係観の変化とジェンダ  ー
 社会経済的変動が家族関係観の変化を引き起こす背景には,男性と対等な存在・生き方を志
向するジェンダーの問題があるものと考えられる。＜家族一体＞は性別役割を前提とする伝
統的家族関係観であるが, 今日では妻が夫との対等な関係や個人としての尊重を求めている
ことは近年の多くの研究で指摘されている（柏木,2009; 柏木・平山,2003 など）。 
 ＜家族一体＞は韓国の方が高いことからわかるように,伝統的家族観と関連する家族関係
観であり,日本における伝統的家族観でもある。しかし“夫婦一心同体”は,一般的に妻が自
分の主張を抑制して夫に合わせることで成立しており,対等な夫婦関係とはいえない。夫婦は
一心同体・家族は一つと考える背景には, 女性に経済力がなく,夫や家族に運命を託す他なか
ったという経済的事情と,女性の活躍の場が家庭に限られ,ケア役割の成果としての家族の達
成や喜びに自身を同一視するより他に,それらを獲得する手段がなかったという生活背景が
あろう。 
 では,この＜家族一体＞はどのようなプロセスで変容するのだろうか。研究３では,＜家族
一体＞は,伝統的価値観と関わる世代要因ではなく,＜生き方の個人化＞の影響が大きいこと
を見た。就業による経済的依存の減少と＜生き方の個人化＞の強まりは,＜家族一体＞による
安心感というメリットよりも拘束のデメリットを増大させるために,個人主義的家族関係観
への変容が進むものと考えられる。 
 この生き方の個人化による＜家族一体＞の変化を図式化したものがFigure9-2である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 150 
 
社
会
経
済
的
変
動
　
　
　
　
　
　
　
　
　
発
達
課
題
と
家
族
シ
ス
テ
ム
の
変
化
家
族
構
造
の
変
化
（エ
ク
ゾ
・マ
ク
ロ
シ
ス
テ
ム
の
変
動
）
生
活
条
件
の
変
化
家
族
関
係
観
の
個
人
化
家
族
の
価
値
の
個
人
化
工
業
化
・情
報
化
個
人
化
志
向
の
強
ま
り
個
人
の
欲
求
充
足
の
価
値
中
心
家
族
形
成
の
個
人
化
　
　
　
　
↓
女
性
の
個
の
希
求
労
働
力
の
女
性
化
社
会
的
役
割
拡
大
生
き
方
の
個
人
化
条
件
整
備
の
価
値
上
昇
　
　
　
女
性
の
高
学
歴
化
　
経
済
力
獲
得
個
別
化
社
会
的
承
認
の
価
値
低
下
　
仕
事
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
情
緒
的
依
存
の
価
値
低
下
　
仕
事
の
将
来
展
望
　
　
　
個
人
主
義
的
価
値
は
重
要
晩
婚
化
家
電
製
品
の
普
及
依
存
的
家
族
関
係
観
か
ら
晩
産
化
家
事
の
商
品
化
家
事
の
省
力
化
個
人
主
義
的
家
族
関
係
観
へ
　
　
　
　
　
　
↓
母
親
役
割
の
縮
小
　
　
人
口
動
態
変
動
母
親
役
割
展
望
の
短
縮
未
婚
化
　
乳
幼
児
死
亡
率
低
下
　
　
　
　
↓
　
　
発
達
課
題
の
個
人
化
少
子
化
　
少
子
化
と
長
寿
命
化
に
よ
る
家
庭
役
割
縮
小
　
性
に
基
づ
く
家
庭
役
割
に
よ
る
満
足
感
・自
尊
心
低
下
　
　
母
親
で
あ
る
期
間
の
縮
小
　
個
人
目
標
実
現
に
よ
る
満
足
感
・自
尊
心
上
昇
F
igu
re
9
-
1
 家
族
の
価
値
と
家
族
形
成
の
個
人
化
モ
デ
ル
 151 
 
 
 
 
 家事・子育て・家族のケアなど家庭役割は,女性の時間・心身のエネルギ ・ー経済などの個
人的資源の配分によって遂行される。より多くの資源を家族に配分するほど,物心の安心感や
情緒的満足は高まり,家事子育て遂行への能力発揮による満足が得られる。しかし,家族関係
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揮の満足は減少,男性と同等の収入がある高学歴フルタイムでは経済的依存の満足も小さく
なる。 
 家庭役割と仕事を両立する場合, 社会的役割にも多くの個人的資源の配分が求められる。
より多くの資源を仕事に配分するほど,達成感や社会的地位獲得,経済的自立,能力発揮によ
る満足は高まる。これらの満足は女性の社会進出により,かつてより格段に上昇し特に高学歴
フルタイムではこの満足が拡大する。 
 しかし個人的資源は有限であるため,両方の役割に多くの資源を配分はできず資源配分の
葛藤が生じることになる。＜家族一体＞は家族に優先的に資源を配分することをよしとする
日本に伝統的な家族関係観である。そのため,社会的役割に多くの資源を配分しようとすると
＜家族一体＞と齟齬を生じることになる。その結果,仕事役割による満足が大きい高学歴フル
タイム群では＜家族一体＞が弱まるのだと考えられる。 
 また,家庭役割からもたらされる満足と社会的役割からもたらされる満足には, 夫婦の関
係性において大きな違いがある。興味のある仕事に携わる満足や,明確な目標とその達成によ
る評価,社会的役割遂行の対価としての経済を得ることは,男性と対等な個人であることの社
会的承認である。一方の家庭役割は,家族のケアが中心のため,明確な目標がなく,達成感や評
価が得にくい。また,ケアは無償であるため,経済的に評価されず, 経済的対価を得られる仕
事と同列の価値とみなされにくい。さらに,家族をくつろがせたり休ませたりすることがケア
の中心であるため, その役割は家族の中での相互性を欠き（平山,1999）,夫婦関係の非対等
性につながる。相互性を欠くケアは「献身」であり,女性のジェンダー特性である(伊藤,1978 )。
そのため家庭役割遂行に発達課題を求め,それに多くの個人的資源を配分するほど,女性とし
ての「一人前」としての承認は得られても,それは男性と同等の「一人前」ではなく,夫婦関
係の非対等性が強まると考えられる。一方,社会的役割遂行に発達課題を求めより多くの個人
的資源を配分することは,男性と対等の一人前の社会人としての評価と経済を得,夫婦関係の
対等性につながる。例えば,夫の家事参加は妻が専門職や家計貢献度が大きい場合に増え,“単
純に妻が仕事をしているのかどうかというよりも, 妻の仕事の中身が夫の家事参加の程度を
説明するにあたって重要（白波瀬,2005,p.97）”との報告がある。同様に夫が妻を尊重するコ
ミュニケーションがみられるのも妻の家計貢献度が大きい場合（平山・柏木,2001）である。
これらは,妻が夫と対等の社会的役割を持つことが夫婦の対等な関係性実現に重要であり,妻
の社会的役割への資源配分の重要性を説明するものといえよう。 
 つまり,多くのメリットをもたらす仕事役割と,依存というメリットが減少した家族におけ
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る家庭役割遂行への資源配分をめぐる葛藤解決方略として,日本の伝統的な相互依存的家族
関係観である＜家族一体＞がより個人主義的な家族関係観へと変化するのだと考えられる。 
 
3. 社会学における個人化仮説と「家族の価値と家族形成の個人化モデル」 
 Beck（1986）,山田（2004）などによれば,「個人化」とは,個人と集団の関係が脱規範的・
選択的になる変化で,個人が集団に埋め込まれた存在から,所属する集団を個人が選択しさら
には集団に所属するか否かさえも個人が選択可能になる変化のことを指す。伝統的家族にお
ける家族関係は平等ではなく,女性は自らの運命を稼ぎ手である夫に委ねる役割を割り当て
られており,このことで家族は一つの集団として成り立っていた。しかし,女性の家族への経
済的依存が減少すると,女性も自由と平等を求めるようになり,家族の「個人化」が始まる
(Beck,1986)。 
 個人化のプロセスには,自分を埋め込む規範や集団が選択可能になる第１段階の「個人化」
と,個人の生き方を制約する規範や所属集団がなくなる第2段階の「個人化」がある
(Beck,1986)。同様のプロセスは家族にも生じ,「家族の個人化」と呼ばれる。個人化のプロ
セスについて,山田（2004）は,家族関係の選択不可能性と解消困難性を維持したまま,家族形
態や規範そして行動の選択可能性が増大する家族の枠内での個人化と,未婚や離婚,子どもを
持たないなど家族であること自体が自由に選択可能になる家族の本質的個人化に分類してお
り,これらはベックの２段階の個人化に対応している。女性の高学歴化や就業率の上昇が,従
来の家族制度の中にある性別分業や規範への異議申し立てにつながっていくなどの指摘は
（例えば,目黒,1987; 長津,2007など）家族の枠内での個人化であり,少子化や未婚化は本質
的個人化である。 
家族の枠内での個人化と本質的個人化は連続性のある概念であり,現象の記述や理論的構
築を中心に研究が蓄積されている。例えば山田（2004）は,家族の枠内での個人化では,家族
メンバーの役割や家族のルールについても選択可能になるため,役割の担当やルールをめぐ
って家族メンバー間の葛藤が生じ,結果として,家族を持つことそのものが選択対象となる,
というように本質的個人化につながる可能性を指摘している。しかし,家族の枠内の個人化と
本質的個人化の関連についての実証的研究は非常に少なく,また測定尺度や構造の心理学的
検討も見当たらない。 
 本研究の「家族の個人化」尺度は,家族関係を維持しつつも,個人としての生き方を家族と
同等と位置づけ,主体的に生き方を考え選択する態度であり,家族の枠内での個人化と解釈で
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きる。一方,「子どもの価値」尺度は,＜条件依存＞が初産年齢の遅れや子ども数と関連する
ことから,本質的個人化と解釈できる。家族の枠内での個人化から本質的個人化へのプロセス
について,本研究の「家族の価値と家族形成の個人化モデル」では以下のように説明できる。 
 女性の就業による家族関係観の変化は,どのような家族のあり方を志向するかの選択とい
う意味で,家族の枠内の個人化あるいは第１段階の個人化ということができる。家族役割が縮
小し社会的役割の重要性が高まると,家族形成への個人的資源配分から得られる依存の満足
感よりも,社会的役割への資源配分から得られる満足感の方が高くなるため,個人としての生
き方の希求が強まる。経済力を持ち,社会的役割を家族役割に優先させる生き方の選択が可能
になると,その実態と合致しない依存的家族関係観が低下し,独立的・個人主義的家族関係観
すなわち第１段階の個人化が生じる。独立的・個人主義的家族関係観への変化は,個人主義的
家族形成の価値のみが高く,依存や承認の価値が低下,さらには条件整備の価値が上昇する,
個人の欲求充足のための家族形成という意味合いが強まり,晩婚化や,結果としての未婚化,
晩産化,それらの結果としての少子化という本質的個人化につながることになる。 
 つまり,社会的役割による個人目標実現への自己資源配分戦略として家族関係観が変化し,
結果として家族の価値が変化するプロセスが,家族の枠内での個人化から本質的個人化に向
かうプロセスと考えることができる。以上から,ベックや山田などが主張する個人化の2段階
のプロセスは,「家族の価値と家族形成の個人化モデル」によって説明し得るものと考えら
れる。 
 
第４節 生き方の自己責任化と発達課題の個人化 
 
本研究では,女性の社会的役割拡大が,個人目標追及と生き方の自由な選択を志向する＜生
き方の個人化＞を強め,それが家族関係観の変化につながることをみてきた。 
個人にとって集団は依存と拘束の両面の意味を持ち,どちらを重要と考えるかで個人と集
団の関係は変化する。例えば, 個人が病気や失業などのリスクに出会っても,地域や家族とい
う集団のメンバーであれば,集団内のメンバーが助け合うことで生活困窮というリスクを回
避できる。しかし集団がセーフティーネットとして機能するには,自分が困っていない時にも, 
集団のために個人的欲求の抑制や拘束が必要になる。そのため集団では規範に従うことが求
められる（Beck,1986）。 
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労働力の女性化以前の生活において,女性は,家族への経済的依存が必要なうえ家庭役割に
よって間接的に達成や成長を得る他なかった。しかも今日より短命かつ多子であったため生
涯「母親」として充実して生きられた(柏木, 2003)。つまり, 経済的にも心理的にも家族と
相互に依存し合う, 相互依存的家族関係観のベネフィットが高かったと考えられる。しかし
社会的役割拡大により,経済的自立や達成目標を持つようになると,相互依存的家族関係観に
よるベネフィットが減少する。その結果, 相互依存的家族関係の拘束のコストの方が大きく
なり,家族集団に拘束されない生き方,すなわち＜生き方の個人化＞が強まるものと考えられ
る。 
生き方の選択が可能になることは,その結果についても自己責任になることを意味する。
Beck,E (2011)によれば,規範に縛られ生き方の選択肢がない状況では,人生に満足できない
理由・責任は自分以外にあり,諦めざるを得ない。しかし規範が緩むと,どのような選択も可
能なため,満足できる人生か否かは選択の結果であり自己責任になる。そのため,個人は生き
方の選択への関心を強めるという。 
 少子化と長寿命化が同時に進行する人口革命は,子育て後の女性に２０年以上の時間をも
たらすことになる（柏木,2003）。その時間をどう充実させるかが生き方の満足感を左右する
ことは,子育て後の母親世代を見れば否応無くみえてくる。第２世代と同世代を対象とした生
活感情の調査で,大卒無職の母親は, 子育て中心の現在の生活への満足度は高い一方で, 将
来の生き方に不安や焦りを感じていた（永久,1995）。第２世代の母親世代である第１世代は,
既に少子化世代である。つまり第２世代の女性は, 子育て後の母親を見ることで,人口革命が
もたらすライフコースの変化への適応が自己責任であることを認識するのではなかろうか。
無職母親の焦りは,＜社会的価値＞の低下にみられるように,子どもを産んでも自分の将来が
安泰ではないことを子育て中に認識したことによる焦りということができる。さらに若い第
３世代では情報化が進み,長期化した子育て後の人生への対応について子どもを持つ時点か
ら考えることが可能である。ここに, ＜条件依存＞が若い世代ほど上昇する一因があるもの
と思われる。 
女性の高学歴化・有職化は,高等教育や受験を目指してきたそれ以前の学校生活,さらには
職業生活の中でも,明確な目標設定とその達成のための努力に価値が置かれる文化での発達
を意味する。ではこのような女性にとって発達課題となり得る価値ある生き方とはどのよう
な生き方であろうか。生き方の選択と関わる動機や課題選択には, 次のような心理学的知見
がある。人は環境に効果的に対処するため自分の能力を評価するよう動機づけられ
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(Heider,1958), 自分の能力がどれほどかの判別力のある課題を選ぶ傾向がある
(Trope,1980)。また, 理想自己と現実自己の差異が自尊感情を左右するのは, 個人にとって
重要な価値がある側面においてである(Moretti.& Higgins,1990 ; 遠藤,1992)。すなわち,
明確な目標追及と評価に価値を置く文化の中で発達する今日の女性にとって,アイデンティ
ティの核になる生き方は,やはり明確な目標があり,その達成に自分の能力を発揮し評価され
る生き方であると考えられる。 
 明確な目標設定とその達成による評価に価値を置く生き方は, 家庭でのケア役割より仕事
など社会的役割の中で経験されやすい。しかしそれは, 他者のケアの価値を低く評価してい
るためではない。“自己を支えるアイデンティティとなりにくいケア役割も, 職業として評
価が与えられると, 自分のアイデンティティを支えるものになる（国眼,1999,p.122）”との
指摘のように, 目標や評価が明確であることが重要であるためと考えられる。家庭役割で考
えれば,低年齢での受験にみられるような母親主導の教育が,目標と評価が伴う役割の代表で
あろう。例えば小学生の子どもの子育て方針の調査では,成績や生活習慣などに教育熱心なの
は, 経済的ゆとりのある専業主婦の母親であることが報告されている(本田,2008)。 
以上の事柄を踏まえれば,近年の晩婚化・晩産化は,将来の生き方を展望し,自身の能力を発
揮できる生き方として社会的役割との両立を選択, もしくは子育てに自己実現を求める生き
方を選択し,その実現のための条件整備を行った結果と考えられる。 
 
第５節 家族支援への示唆 
  
 「条件依存」を資源配分の葛藤解決方略とみることは, 晩婚化・晩産化・少子化に対する
支援の新たな方向性の示唆となる。従来の子育て支援は, 母親役割への資源節約による仕事
と子育て両立のための支援だった。しかし近年の家族変動は, 社会的役割獲得・達成後に家
族形成という、優先順位方略による晩婚化・晩産化による部分が大きいと思われる。「条件依
存」はこの優先順位方略の存在を明らかにした。 
 今日の日本は, 学校卒業後, 一斉に新卒として就職する「新卒一括」採用であるが, 近年, 
この方法についての疑問・批判が相次いでいる（例えば, 日本経済新聞, 2014/4/7）。この批
判は,企業側にとっては人材の見極めにおけるデメリットであり,  学生側にとっては人生が
一発勝負で左右されるデメリットである。しかしこの「新卒一括採用」は, 多様な働き方を
容認しない社会のあり方でもあり,  晩婚化・晩産化の大きな要因ともいえる。社会的役割獲
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得・達成を重視する女性は, 学卒後, 「仕事に区切りがつく」まで多くの資源を仕事に投入
し続け, 結婚・出産の時期が遅れることになる。優先順位の順序を変え, 学校卒業後, 先に
家族形成に資源を投入し, その後, 社会的役割に資源を集中させることが可能になれば, あ
るいはキャリア中断後に再就職することが不利益につながらないような環境になれば, 生物
学的限界による少子化の回避につながるであろう。柔軟な働き方の容認は企業側にとっても, 
消費者・生活者としての視点を企業に取り込むことになり, 新たな視点を持つ人材を得るメ
リットにつながるのではなかろうか。 
 柔軟な働き方の容認は, 男性の働き方・生き方の変化にもつながる。終身雇用制度が崩れ
た今日でも, 男性には「稼ぎ手役割」つまり「働き続ける」ことが求められ, 中年期男性の
自殺率の高さにみられるように, 自尊心を「稼ぎ手役割」に求めることへの失敗は重大な脅
威になる。柔軟な働き方は男性にとっても, 家庭役割に多くの資源を投入する経験から, 職
業役割における自己実現の相対化やアイデンティティの再考を促すなど,自尊心の根の多様
化につながるものと思われる。 
 本研究からは, このような柔軟な働き方を社会が受け入れる変化が、家族形成に向けた支
援になり得ることが指摘できる。 
 もう一つの家族支援として, 女性の社会進出・個人化によっても変化しにくい、家族形成
の個人主義的価値が注目される。本研究では, 家族形成の個人主義的価値が, 既婚・有子女
性においては, 属性にかかわらず極めて高いことを見い出した。すなわち, どのような属性
の女性においても,  個人主義的価値が高い場合には, 家族形成が行われると解釈できる。こ
のことから, 結婚・子どもに高い個人主義的価値を認められるような家族支援, 例えば良好
な夫婦関係や生き生きとした子育てを観察する機会を増やせるような間接的な支援も, 家族
形成の価値を高める上で重要な家族支援となるものと思われる。 
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第 10章 適応戦略としての家族システム変容 
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第１節  適応戦略としての家族システムの変化 
 
1. 適応戦略としての発達課題の変化 
   適応的視点とは,人間の社会行動の特徴を,個体の生き残りという視点から見た時,どの
ような機能を果たしているのかという視点である。つまり,適応的行動とは,与えられた環境
の中でうまく生存していけることにつながる行動である（亀田・村田,2000）。 
 女性の就労が困難な環境においては,女性は経済的基盤獲得の手段も,社会的達成や地位獲
得の手段もない。このような環境では,経済的基盤,安心感,刺激などの物質的欲求充足を家族
に依存する他はなく,相互依存的家族関係観が適応的行動につながる。伝統的家族文化におい
て,夫の家族も含めた拡大家族に外から入った女性の立場は弱い。その環境でうまく生存して
いくには,家族目標達成に寄与すること,すなわち,子どもを産み育て,家族へのよりよいケア
提供者となることが価値を持つ。つまり,伝統的家庭役割の達成によってはじめて,一人前の
家族成員あるいは一人前の大人としての承認を得ることができるため,家庭役割を得るため
の家族形成が最重要の課題となる。しかし,既述のように,伝統的性役割による承認は男性と
対等ではなく,さらにケア役割は,する側とされる側の衡平性・対等性に欠けるため(平
山,1999 ;柏木・平山,2003),対等な夫婦関係を志向する妻にとっては,満足度の低い生活に
なる 
 しかし,女性も男性と対等な就業が可能になると,自分自身の社会的役割による社会的承認
や経済の獲得が可能になる。この場合の社会的承認は,男性と対等な個人としての尊厳に基づ
く承認であり,一人前の社会の構成員としての自尊感情や満足感とともに得ることができる。
一方で, 家庭役割は省力化・縮小され, 長寿命化と少子化により母親役割は短縮され, それ
らの遂行から達成感や承認を得ることは困難になった。このような文脈においては,社会的役
割における達成や承認を発達課題とすることが適応的といえよう。さらに,社会的役割には多
くの個人的資源の投入を求められるため, 家庭役割に多くの個人的資源の投入を求められ
る相互依存的家族関係観よりも,個人としての自分に多くの資源投入が可能な相互独立的家
族関係観を持つことが適応的といえる。 
 社会行動の機能について,Ormel & Lindenberg(1999)は,社会的 well-being と物質的
well-being の最大化がその目的であり,そのために,刺激,地位,自己実現,慰め,愛の５つを
求めようとするとしている。家族形成と社会的役割の両方を獲得することは,これら５つを獲
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得することでもあると考えられる。刺激,地位,自己実現は社会的役割に求められるのに対し,
慰めと愛は,社会的役割にではなく家族形成に求められる。さらに,＜相思相愛＞＜夫への理
解・支持＞＜妻への理解・支持＞からみた夫婦関係のうち, ＜妻への理解・支持＞は妻の収
入と関連することから, ケア提供役割とみなされる女性が家族から受けるケアは,女性の社
会的役割の大きさと関連することが報告されている（柏木・平山,2003）。つまり,女性が,個
人的資源配分の少ない省エネ型家族形成と,多くの個人的資源を投入する社会的役割を持と
うとすることは,女性の自己中心的態度やわがままなどの個人的問題ではなく, well-being
を最大化するための資源配分対象の「選択と集中」の結果であり,今日の社会経済的・文化的
文脈に合致した適応的行動といえるのではなかろうか。 
 
2.  適応戦略としての「家族の個人化」 
  本研究では「家族の個人化」を, 個人化志向の強まりと家族一体の低下とし,夫婦がお互
いの生き方を尊重するが故の個人化として,積極的夫婦関係として捉えた。しかし,「家族の
個人化」は, 家族の関係性の危機（磯田・清水,1991）につながりかねないとの懸念があるこ
とから, 家族の関係性の質の側面からの検討が必要と思われる。 
 磯田はその後, 個別化と共同性の2軸は独立であり, 共同性はサンプルによる違いがな
いが, 個別性は高学歴・有職のサンプルにおいて高いことを報告している（磯田,2000）。個
人的資源の配分と生活感情の関連をみた研究でも同様に, 資源を家族に配分するか自分に配
分するかの方向性は独立の２軸であることが示された（永久, 2002）。また「家族への配分」
は家族との関係性の良さと関連するのに対し,自分自身への配分は「今やっていることは将来
役に立つ」「自分の存在は社会的に意味がある」などの存在満足感を高め,「自分の人生はこ
のままでいいのかと不安」「本当にやりたいことができていない」などの焦りや不安を減少さ
せていた。しかし,自分への配分は夫への満足感とは独立であることが報告されている(永
久,2002)。伊藤・相良(2013)は夫婦関係を愛情と個別化の２軸で分類し,愛情が高く個別化志
向の強い自立型と愛情が高く個別化志向が弱い共同型の間では,夫婦関係の良好さや精神的
健康に違いはなく,性別役割分業観が平等的である場合に自立型になることを報告している。
また,高齢期夫婦の余暇活動の共同性と個別性を夫婦の関係性との関連から分析した研究で
は, 「個別性と共同性がともに高い」タイプは, 配偶者を人格レベルで意味づける人格的関
係性型が最も多い（宇都宮, 2014）。 
 以上から,「家族の個人化」は, “互いの生き方を尊重するからこそ干渉しあわない（神
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原,1996,p.83）”と説明されるように, 家庭役割以外の役割を持つ個人として相互に尊重し
合う関係であり,研究４でみられた「自分が尊重される」という, 妻が夫と対等に尊重される
価値の実現とみることができよう。 
 社会経済的・文化的変動は,男女ともに伝統的性役割に基づく満足感を低下させる（柏
木,2008;2003;1999）。近年では,男性側にも,稼ぎ手役割を縮小する生き方が選択されるよう
な変化が現れている（大野,2012）。また経済的流動性が増した社会では,リストラや倒産など
により,意図せず稼ぎ手役割を縮小せざるを得なくなる可能性も大きくなった。つまり流動化
が進む社会においては,夫婦が対等なパートナーとして,家庭役割と社会的役割を柔軟に担え
ることが経済的安定や安心感につながる。このような変化は既に研究４の20代(20g・20h)30
代(30i)にもみられ,「何かの時には自分も働いて家族を支える」「２人で働いて家計を成り立
たせる」との発言がみられる。つまり, 稼ぎ手役割を男性のみに期待することは,最早, 結婚
生活の安定に寄与しないとの意識が強まっているのである。すなわち,「家族の個人化」の進
行は,家族の危機につながる変化ではなく, 社会経済的変動への適応と考えることができる
だろう。 
 
第２節 マクロシステムーマイクロシステムにおける文化変動 
 
 以上のように,本研究は女性の社会的役割拡大という生活条件の変化が, 家族の人間関係
を相互依存的関係から相互独立的関係へと変化させるとの結果を得た。しか
し,kăgitçibaşi(2007)は,集団主義的文化圏における家族関係は,経済的依存関係がなくなっ
ても情緒的依存関係が維持されると主張している。すなわち, 集団主義的文化圏である日本
において,経済的依存減少による個人主義的家族関係観への転換がみられるとした本研究
は,kăgitçibaşi(2007)の主張とは一致しない。ここには,社会経済的変動と家族や個人の心理
的変化の間のタイムラグが関連すると思われる。 
日本の結婚の利点についての調査では,「親や周囲の期待に応えられる」は年長世代では高
い傾向にあるものの, 全般的に支持が低く低下傾向にある（国立社会保障・人口問題研究
所,2010）。つまり, 日本の家族関係は相互依存的関係から相互独立的関係へと移行しつつあ
ることがうかがえる。 
このような変化は,  かつての日本と類似の相互依存的家族関係を持ちつつ日本より遅れ
て急激な経済発展が進む中国の上海との比較において,より明らかに見られる。上海と日本の
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大学生がどのようなことを親孝行と考えるか, それがどのような親子関係と関連するかにつ
いての比較研究では,上海は日本と比べて家族の一体感が高く,上海では親に経済的・物質的
還元をすることは親に情緒的満足を与えることと共に重要な親孝行と認識されていた。一方
日本では,経済的・物質的還元は重要ではなく社会人として自立すること,親に心配をかけな
いなど依存しないことが重要な親孝行と認識されていた（賀・永久,2012）。つまり,上海で
は,経済的依存の必要性が減少しても相互依存的家族関係が維持されているが,経済発展がよ
り早く進んだ日本では,親子間の経済的依存の減少は個人主義的親子関係へと変化している。
つまり,上海と日本の家族は,集団主義的文化圏にあり経済的に発展した点では共通であるが,
その時期において違いがあり,上海はマイクロレベルの家族関係の変化がマクロレベルの社
会経済的変化にまだ十分に適応していない過渡的段階と解釈できる。 
 家族システム理論では,家族は環境に開放されたシステムであり,家族は個人の上位システ
ムであると同時に文化のサブシステムでもある。これらシステムの中での出来事は,出来事同
士が相互に影響し合って循環的に生起する。また,システム内外の変化に対してシステムを一
定状態に保とうとする形態維持の力が働くものの,一定以上の変化が生じると,システム自体
が変化し,より高次のシステムへと発達変化していく（中釜,2008）のである。 
 これを踏まえれば, 社会経済的変動と家族変動の関連について,本研究結果と
kăgitçibaşi の主張に隔たりがあるのは,日本における生活条件の変化が,他の集団主義文化
の国々よりも早く,形態維持の力を越えて進んだことによるものと考えられる。柏木は,晩婚
化・非婚化・離婚の増加・少子化・育児不安など今日みられる様々な家族の現象を,この移行
期における過渡的現象と捉えている（柏木,1999;2008）。社会変動に伴って女性の発達課題の
個人化が生じているにもかかわらず,家族のケア役割を期待するならば,女性の生き方の満足
感の低下や精神的健康の悪化が生じるのは当然である。さらには,家族形成に際してそれを予
測し,ケア役割を最小限にする戦略である条件整備もしくは少子が選択されるようになるの
も十分理解可能である。 
 以上のように,家族は個人が社会に適応するためのシステムであり,今日の家族変動は変化
する社会に適応するために主体的に家族システムを変化させた結果,または,適応するプロセ
スの途中と考えることができる。 
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第 11章 本研究の限界と今後の課題 
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 本研究では社会的役割拡大や個人化志向によって家族形成の価値が低下するものと予測し
たが, 家族形成そのものに認める個人的価値は高く維持されており, この点については仮説
を支持しなかった。しかしここには本研究のサンプルの特徴と限界が関連する可能性がある。
すなわち,本研究の結果は,研究１から４に至るまで調査対象が全て中年期既婚有子女性であ
り,解釈にあたっては,その偏りが考慮されるべきである。既婚有子女性は,既に結婚・子ども
を選択し,個人差はあれ家族形成に相当の個人的資源の投入を行ってきている。そのようなサ
ンプルにおいては,家族そのものの価値の評価に際して認知的バイアスが働き,それゆえ個人
主義的価値の平均値が高い可能性もある。この点は,本研究の結果の一般化における限界であ
る。 
 また,研究１〜３では,就業や家族の個人化については現在の態度を尋ね,子どもの価値に
ついては回想法で尋ねた。子どもの価値は,産むか否かの選択を行ったという事情から,理由
の回想が可能と判断したのに対し,家族の個人化はある一時期の態度ではないことから回想
は困難である反面,長期間安定的であると考えたためである。しかし,就業や家族の個人化の
ライフステージを越えての安定性については,さらに検討が必要と思われる。 
 中年期を対象とした本研究では,家族形成そのものに認める個人主義的価値は生活条件や
個人化志向の影響が小さいとの結論を得たが,25歳から39歳の未婚者を対象とした結婚の価
値の調査では,どの年代でも結婚意欲の低い者が約 30％みられ,この結婚意欲の低さは結婚
の積極的価値の低さと関連することが報告されている（永久・寺島・文野,2015）。この報告
からは,本研究の対象よりさらに若い世代やまだ家庭役割を持たない未婚者を対象にすれば,
個人主義的価値についても低下がみられる可能性もある。 
 しかし,子どもや結婚の価値について,未経験者の想像による評価ではなく経験者による事
実に基づく評価を得たことは本研究のユニークな特徴であり,これらを両立させることは困
難であった。今後は,調査対象を未婚者に広げ,本調査の結果との比較を行うことで,既婚者の
経験・事実に基づく家族の価値の評価と,未婚者の評価がどのように異なるかを検討していく
予定である。また,柏木の社会変動×家族・個人の発達モデルでは,男性においても伝統的稼
ぎ手役割の縮小と家族・地域生活の拡大による発達課題の変化が指摘されていた。男性も含
めた未婚者を調査対象とすることで,社会経済的変動が個人の発達と家族形成にもたらす影
響,さらに個人の発達と家族形成の変化が社会のあり方を変化させる相互的影響についての
解明が期待できる。  
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注 
 
第３章 
1) プロジェクト（研究課題番号15330143）は,研究代表者柏木惠子と筆者で行った。 
2) 研究３の「家族の個人化」尺度との混同を避けるため,柏木・永久（1999）の「家族の個
人化」尺度項目を,「家族関係観」項目・尺度として用いた。 
 
第5章 
3) プロジェクト（研究課題番号12410039）は,筆者の他, 林洋一が参加した。 
4) 韓国調査が行われたのは 2002 年であり,当時の韓国の性別分業意識からみた家族意識は,
日本より伝統的であることが報告されている（西野,2008）。 
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付 記 
 
本論文のいくつかの章は,既に発表した下記の論文を改稿したものである。 
 
【第３章】 
柏木惠子・永久ひさ子 (1999). 女性における子どもの価値—今,なぜ子を産むか—教育心理学研 
究, 47,170-179. 
永久ひさ子・柏木惠子 (2000). 母親の個人化と子どもの価値—女性の高学歴化・有職化の視点 
から—  家族心理学研究,14,139-150. 
 
【第４章】 
永久ひさ子・柏木惠子 (2000). 母親の個人化と子どもの価値—女性の高学歴化・有職化の視点 
から—  家族心理学研究,14,139-150. 
 
【第７章】 
永久ひさ子 (2013). 既婚女性における結婚の価値 文京学院大学人間学部研究紀要,  
    14,71-86. 
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要 約 
 
 
 本研究では、社会経済的変動が家族変動を引き起こす心理的メカニズムについて、柏木の
社会変動ー家族ー個人の発達モデルと社会変動×家族・個人の発達モデルに沿って検討を行っ
た。 
 研究１と研究２では、柏木・永久(1999)と同じ子どもの価値尺度＜情緒的価値＞＜社会的
価値＞＜自分のための価値＞＜条件依存＞＜子育て支援＞と家族関係観尺度＜家族一体＞＜
経済共有＞＜私個人の世界＞を用いて, 女性の社会進出における時期の異なる第１世代
(1937年前後に出生)、第２世代（1950年代後半に出生）、第３世代（1970年頃出生）の間で
のそれらの違い、および学歴、就業による違いの検討を行った。 
 まず＜条件依存＞が,初産年齢の遅れや子ども数と関連することが明らかにされ, 子どもの
価値が実際の出生行動と関連する変数であることを明らかにした。また,＜家族一体＞＜社会
的価値＞の低下が第１世代と第２世代の間でのみ低下がみられるのに対し,＜条件依存＞は
若い世代ほど上昇することが明らかになった。高学歴化と有職化による子どもの価値の違い
は小さいものの,家族関係観の違いは明らかであり,また子どもの価値は＜家族一体＞＜経済
共有＞という物心の一体感の低下と関連することが明らかになった。つまり,社会経済的変動
に伴う生活条件の変化は,家族関係観を媒介に子どもの価値を変化させることが示唆された。 
 そこで研究３では, 世代・学歴・就業という生活条件が家族関係観を媒介に子どもの価値
の変動を引き起こすという「家族の価値の個人化」モデルを生成し, 共分散構造分析による
検討を行った。また研究２までの分析で, 個人化志向を測定する＜私個人の世界＞がいずれ
の群においても天井効果が見られたことから, 家族関係観の測定項目に, 個人化を希求する
項目の他, 個人的資源配分を伴う個人化の実態を測定する項目を追加し修正した。因子分析
の結果, 個人化志向は＜個の希求＞の他,生活実態における個人単位化である＜個別化＞, 家
族役割より個人目標追及を優先する＜生き方の個人化＞の３次元となり, 依存的家族関係観
である＜家族一体＞と合わせて「家族の個人化」尺度とした。「家族の個人化」尺度の開発
は次に述べるように, 今日の家族変動や従来の個人化仮説を実証的に研究する上で有効な尺
度であり, 本研究の一つの意義といえる。 
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 共分散構造分析の結果, 高学歴化と有職化は個人化志向を強め,その個人化志向は＜家族一
体＞を弱め,それが＜社会的価値＞の低下につながることが明らかにされた。このことから,
女性が発達課題を社会的役割における自己実現に求めるようになったために,家族形成にお
ける発達課題の価値の低下が生じることが明らかにされた。さらに個人化志向は＜子育て支
援＞を高め, その＜子育て支援＞が＜条件依存＞を上昇させていた。また, 個人化志向が弱い
場合には,子育て資源の条件整備としての＜条件依存＞が高まることが明らかにされた。一方, 
個人的興味関心充足のための＜自分のための価値＞は, 生活条件や個人化志向の影響を受け
にくく, いずれの群においても平均値が極めて高い, 今日の女性が子どもを持つ中心的価値
であることが明らかになった。つまり, 発達課題としての意味が薄れた今日の家族は, 個人の
欲求充足としての価値が中心の, 個人主義的家族になったといえる。 
 続く研究４では、研究３で検証した「家族の価値の個人化」モデルの詳細な理解を目的に、
結婚の価値についての質的調査を行った。結婚の価値は子どもの価値とほぼ対応しており、
これらは家族形成に共通する価値構造, すなわち家族の価値であると考えられる。ケースご
とに結婚時の就業や仕事への評価、発達課題の志向性や家族関係観と家族の価値の関連を検
討した結果、発達課題の志向性が家族関係観や家族の価値と関連することが示された。そし
て、学歴や就業そのものが発達課題の志向性を左右するのではなく、結婚時の仕事の評価や
将来展望が発達課題の志向性と関連すること、＜生き方の個人化＞と学歴・就業との間にみ
られた関連は、コミットメント可能な仕事に就ける可能性が高学歴のフルタイムの場合に高
まるためであることが示唆された。 
 以上より, 本研究で明らかにされたのは以下の点である。 
１ 社会経済的変動に伴う高学歴化,有職化,世代という生活条件の変化が,家族システムで
ある子どもの価値を直接変化させるとの仮説のうち,世代による変動は一部支持されたもの
の,就業要因と学歴要因については支持されなかった。そこで,個人化志向と家族一体の低下
から成る「家族の個人化」を媒介変数とする「家族の価値の個人化」モデルに修正し検討を
行った。その結果,高学歴化と有職化による女性の社会的役割の拡大が「家族の個人化」を強
め,その「家族の個人化」が＜社会的価値＞の低下と＜条件依存＞の上昇によって,家族変動
を引き起こすことが明らかにされた。 
２「家族の価値の個人化モデル」から、世代間の家族形成の変動が、主として女性の高学歴
化・フルタイム有職化による、家族への物心の依存の低下によって説明できることを明らか
にした。一方で、家族には、高学歴化・有職化・個人化によっても変化しにくい、家族形成
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の個人主義的価値があることを明らかにした。 
３ 発達課題の個人化という概念によって、家族変動の中心的問題が、生き方の自己責任化
（生き方の個人化）による、発達課題の変化であることを明らかにした。 
４ 高学歴化・フルタイム有職化は,性によらず,他者とは独立のアイデンティティの探求や,
明確な目標達成における個人としての能力の発揮,評価の獲得に価値を置く文化の中での自
律的発達を促す変化といえる。高等教育やフルタイムとしての就業経験は,社会が求める伝統
的性役割規範を相対化し、自身の価値規範に基づく自己形成へと方向づけ,女性が生きる社会
文化的文脈を変化させると考えられる。そのため, 成人期女性が価値を置く発達課題が, 明
確な達成目標や評価を伴わない家庭役割・家族形成から,目標達成に個人としての能力発揮を
求められ,評価を伴う,社会的役割における自己実現へと変化するものと考えられる。さらに,
その発達課題達成には多くの個人的資源投入が求められるため,それと合致する個人主義的
家族関係観を支持するようになるものと考えられる。 
５ 労働力の女性化により,フルタイム就業では仕事上の成果も性によらず個人の努力で対
等に達成できる。これらの経験は,男性と対等な「一人前」の個人としての社会的承認につな
がることに加え,家庭内での夫婦関係の対等性獲得にもつながる。一方,家庭役割による社会
的承認は,あくまで女性としての「一人前」であり,男性との対等性にはつながらない。つま
り,高等教育やフルタイム就業の中での自律的発達と一致する,男性と対等な個人としての社
会的承認を得られるのは,家族形成によってではなく社会的役割における自己実現である。そ
のため,仕事との両立を可能にする＜条件依存＞の価値が重視されるようになるものと考え
られる。 
６ 既婚有子女性を対象とした本研究における＜条件依存＞は, 子ども・家族の回避ではな
く,優先順位方略や資源配分方略により,社会的役割と家族形成の両方を獲得するための条件
整備の価値といえる。近年の家族変動は、社会的役割獲得・達成後に家族形成という、優先
順位方略による部分が大きいと思われる。「条件依存」はこの優先順位方略の存在を明らかに
し、柔軟な働き方を社会が受け入れる変化が、家族形成に向けた支援になり得ることを指摘
した。 
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